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N P O 法 の 立法過程 から見た｢ 市民と議会 の 協働+ の 意義と課題

- N P O 法 に対する｢ 立法学+ 的ア プロ ー チ -

前千葉大学法経学部法学科助教授

( 衆言弟院憲法調査会事務局総井許長)

摘 草 信

1 はじめに

v r 立 法学+ というア プロ ー チとN P O 法

｢ 立法学+ とい う用 語 ( ある い は学問分野) は ､

一

般 にはあま り聞き慣れな い 言葉で あ

る かも しれな い ｡ しか し､ この 言葉 自体は そ れほ ど新 し い わ けで はない ｡ 例えば､ 既に昭

和 2 0 年未 の 段階で ､ 民法学 ･ 法社会学の 泰斗で あ る未弘厳太郎は ､ 解釈法学と ともに ｢ 立

法学+ を実用 法学の
一

翼と位置付 け ､

一 般 に 学問的な関心 の 外に置かれ て い る ｢ 立 法学+
( 1 )

の 重 要性 と その 体系的構築の 必 要性 を説 い て い る o しか しなが ら､ そ ･

Z) 後 ､ 未弘 が説い た

ような意 味で の ｢ 立 法学+ に関する研究が実際に行わ れて きたか と い う と ､ 必 ず しもそ う

で は な い Q 確 かに ､ 早目を集め た い く つ かの 重要法律 の 立法過程に 関する 実証 的研究 (政

治学 的 ･ 社 会学的研 究) は 少な か らず な され て きた し ､ ま た ､ ア メ リ カ の ｢ 政策科学

( p o liti c al s ci e n c e) + の 影響を受けた政策学的研究は かな り盛んに な っ て きて い る o しか し､

そ れ らは ､ 束弘 が説 い たよ うな意味で の ｢ 実用法学+ で は な か っ た . な ぜ ならば ､ ある 一

定 の 市民 ニ
ー ズを具 体的な法律の 条文に どの よう に反映する こ とがで きる の か ､ で きな い

と すれ ば そ れ はな ぜ な の か ､ と い っ た よう な ､
｢ 政策 ( 学) + と ｢ 法学+ の 結節点 に 関 し

て 実用 的な 説明を して くれ るよ うなもの で はな か っ た からで あ る ｡

こ の よ うな こ とが 明確 に意識 される よ うに な っ て きた の は ､
つ い 最近で ある ｡ す なわち ､

象徴的に 言え ば ､ 平成 5 年の 総選挙 に よ っ て い わゆ る ｢ 5 5 年体制+ が崩壊 し ､ こ れ と時

期 を前後 して 露見 した数々 の高級官僚の 不祥事件 な どをき っ か けと して ､
｢ 専ら関係官吏

( 2 )

の 職業的熟練 によ っ て 行われて + き た立 法過程 に ､ 議員をは じめとする い わ ば ｢ 非熟練エ +

が 登場 して きて から ､ と言 っ て も過言で は ない ｡ そ の よ うな人 々に よ っ て ､ 政策を法律 に

する場合 の ｢ 約束事+ の存在が ､ 明確 に意識され る ように な っ て き て い る の で ある ｡

こ の こ とに 拍車をかけ たの は ､
｢ 地方分権推進 一 括法+ の 制定で あ る o 多くの 自治体職

員等の 認 識を遥か に 超えて 進ん で い る かの よう に すら見える こ の ｢ 地方分権+ の推進施策

に よ っ て ､ 機 関委任事務体制の 下で 中央省庁 の ｢ 通達+ に 基づ い た画
一

的な ｢ 法 ( 法律)

の 熟行+ に携 わ っ て きた自治体は ､ 今後 ､ 自らの 地域 の特性に 応じた政策を ｢ 法 ( 条例)

の 制定+ に よ っ て 行う という権限を与えられ る ｡ と同時に ､ そ れを行う 責務を否応なく負

わ さ れるよう に な っ て い く ｡ こ こ に ､ 法規範 の形を採 っ た政策形成 ( = 束弘涜 に言えば､

実用法学として の 立法学) の 重 要性と必要性､ それに 関するノ ウ ハ ウ( 約束事) の 存在が ､

( 3 )

全国 レ ベ ル で 認識されるよう にな っ て きた
一

つ の 要因を求める ことがで きるの である o

で は ､ その ｢ 約束事+ ､ すなわち束弘が言うような意味で の実用法学と して の ｢ 立法学+

とは､ どの ようなも のなの だろう か ｡ 末弘はそ の 内容を明確には して い ない し､ また､ こ

れに言及 する 多くの論者の 間で も必ずしも共通理 解はない ようである ｡ しか し､

｢ 実用的+

である ため には少なくとも ､ ①政策を法律案や条例案とい っ た法規範の形 に仕上げる際の
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法制執務 上の 約束事 に関する ノ ウ ハ ウと､ ②そ れ が議会や政党内部､ 市民セ クタ ー 等に お

い て どの よう な手続 で も っ て 議論される の か と い っ た手続的な約束事 に関する ノ ウハ ウの

ようなもの が含まれ る こ とは ､ 聞達い ない だろ う o そ して ､ これら 2 つ の分野を含 む実用

的な ｢ 法律 ( 条例) の つ くり方+ を体系化 ( 整 刺 して 論 じよう とする 学問分野 が､

｢ 立

法学+ なの で あ る( ち な 糾 こ､ 本稿の 直接的な課題で は な い の で 結論だけを述 べ てお けば､

こ の 両者に 共通する
一

本の砿の よう なもの がある とすれば､ そ れ は､ そ の よ うな既存の ｢ 約

束事+ が本当に合理 的で 妥当なもの なの かを ｢ 討議+ しながら ｢ 合意形成+ を図 っ て い く

と い う手続 にある と ､ 筆者は考えて い る ｡) 0

さて ､ 以上 の よう な ｢ 立法学+ の 立場から N P O 法 ( 特定非営利滴動促進法) の 立法過

程を眺め ､ それ が どの よう な意味で 目新しい の か ､ また ､ それ に よ っ て どの ような課題が

突き つ けられ て い る の か ､ そう い う こ とを考察する こ と に よ っ て ､ N P O ( ある い はわが

国の 市民社会) の 将来 に 関 し で何らかの 指針 を抽 出 して みる こ と - - こ れ が ､ 本稿 の テ
ー

マ であ る ｡

( 1 ) 未弘は ､
｢ 立法学に 関する多少 の考察+ ( 法学協会雑誌 64 巻 1 号 ･ 『民 事立法学』 法 御者報 1 9 81

年 1 2 月臨時増刊号再録) の 中で ｢ 元来､ 法学の 目的は正 しき法の探求にある o 正 しき法を実定

法上 に実現する こ とにある o
- - した が っ て 法学の 中心 をな すも の は実用 法学として の 立法学翁

よび解釈法学 で あ っ て ､ こ れ と法史学 ･ 比較法学 ･ 法哲学 ･ 法社会学等そ の他の 法学諸部門と の

関係 は エ 科の 技術諸科学と理 科の基 脚勺科学と の 関係､ また 臨床医学と基礎医学と の 関係 に類似

したもの で なけれ ば な らな い o しか るに ､ 従来わが国法学者 の 学的努力は ､ まず第 一 に解釈法学

に集中 され て ､ 同 じく実周法学 の
一

葉をなす べ き立法学は全 く注 意の ほ かにおか れ て い た+
｢ 我

国に は､ 凡 そ立法の こ とを科学的に研究した文献が殆 ど存在 しな い o 法令立案の 実際も専ら関係

官吏 の職業的熟練に よ っ て行われ て い る の み で あ っ て ､ 其熟練に よる立案能力が 実質的に如何な

るも の で あるか を分析的に研究 したも の は皆無で ある o

･ - - 要するに､ 従来 の我国の 法令立案は ､

昔の 刀匠が専 ら経験 と熟練 と勘とに よ っ て 刀剣を毅えた の と同 じように ､ 何ら科学的自覚 の も と

に科学的操作に依 っ て 行われ て は い な い + と述 べ て ､ 立法学の 体系的構築の 必要性を説 い て い る o

( 2) 同上

( 3) 拙著 ( 堀越栄子 と の 共編著) 『総合介護条例 の つ くり方』 ぎょうせ い ､ 1 9 9 9 年 1 4 6 真の ｢ 市民

法制局 設立 の趣意書+ 参照

( 4) こ こ で い う ｢( 広義 の) 法制執務上 の 約束事+ に関する現時点にお ける筆者 の 考え方に つ い て

は ､ 同上 『総合介護条例 の つ くり方』 13 4 - 1 4 4 真の 拙論 ｢ 条例を つ く ると いう こ と+ ､ 拙著 『自

治体立 法と市民 - ｢ 市民 の ため の 法制執務+ 試論 - 』大阪地方自治研究セ ンタ ー
･ 政策資料恥 4 4 ､

1 9 9 9 年 を参照され たい ｡

∇ 本稿の 問題関心と論述の 順序

N P O ( ある い は N P O 法) に 関して は､ N P O 法の 成立 ( 平成 10 年 3 月) 及 びその

施行 ( 同年 1 2 月) の 前後 から ､ 実 におび ただ しい 数の 解説書そ の他の 文献 が公 に されて

い る ｡ N P O に対する関心 からN P O 法が制定され ､ それ がまた新たに N P O ( 法) に対

する 関心を掘り起 こ して いく ､ そ んな循環過程に 入 っ て い るようで ある o それらの 中には ､

N P O 法の 立法過程 に つ い て 言及した文献も少なくはない が ､ しかし､ 上記の ような実用

法学として の ｢ 立法学+ の 立場から眺めた場合 ､ N P O 法の 内包する法的論点に関する解
( 5 )

説書はもとより､ それを立法過程で の 法的議論とリ ンクさ せたもの は ほとんどない o

そ こで 本稿では､ 法律制定 ･ 施行後はあまり取り上 げられる こ とのなくな っ た法的論点

( 特 に立法過程 にお い て 議論とな っ た法的論点) を振り返 り つ つ ､ そ の よう な法的論点に

_ つ _



対 して 市民 セ クタ ー は どの よう に関与 した の か を眺め るこ とを通じて ､
｢ 市民 と議 会との

協働+ の 在 り 方に つ い て 考えて み たい と思う o と い うの は ､
｢ N P O + を考える とい う こ

とは ｢ 市民 社会+ を考える とい う ことで あり ､ それは ､ 昨今の 地方分権そ の他 の諸 状況に

かんが 朗 ㌦ば､ 市民 が議会 (ある い は公選の 首長) ととも に国 (ある い は自治体) の 政策

形成に 関して ､ どの ような形で ､ どの 程度コ ミ ッ トで きるの か ､ を考える こ とに通 じる と

考える か らで あるょ そ して ､ そ の ような考察 に資するような道具を提供する こ とこ そ が ､

実用法学 と して の ｢ 立法学+ の 当面の 役割だ と信ずるか らでもある o

本稿 の よう なち ょ っ と異な る ｢ 彩り + をも っ た拙 い 議論で あ っ て も､ 様々な 立場 から ｢ 多

彩+ な分析 ･ 提言がなされ つ つ ある N P O ( 法) に関する昨今の議論をより 一 層豊 かなも

の にする と いう意味で はあなが ち無益で はな い だろうし ､ また ､ 本 N P O シ リ - ズ の 企画

の趣旨にも沿うもの で はな い か と､ 秘 か に考える次第で ある o

本稿 で は ､ ま ず ､ 従来 の わが 国の 立法過程 の
一 般的特徴に つ い て 簡単に概観 した 後で ､

これ との 対比 を念頭 に 置き つ つ ､ N P O 法 の 立法過程 に つ い て 考察する ( 2) o そ こ で は ､

従来 ､ 官僚 に 独占さ れて きた法律案の 立案 ･ 審議過程 を ､ 市民 との協働 ( 市民 立法) によ

っ て 議員主 導 ( 議員立法) にギ ア
･ チ ェ ン ジ した こ との 意義を概観する とともに ､ そ の 市

民立法の 実態 ( 問題点) に つ い て も
- 般 的に検討を加 える o 次に ､ この 議員立法 ( 市民立

法) の 意義と問題点 に つ い て ､ 民法との ｢ 棲み 分 け論+ とい う 一

つ の 法的論点を取 り上 げ

な がら ､ 具 郎勺に 検証 して み る ( 3 の 本論) c 併せ て ､ 執行過程 に お い て 現れ た 問題点 に

っ い て も 簡単に 紹介す る ( 3 の 付論) ｡ そ れ ら を通 じ て ､ 最後 に ､ 法改正 の 動き な ども射

程 にお さ め つ つ ､ 今後の 展望に つ い て 言及 して み た い ( 4) o

( 5 ) 専 ら法律的な観点か ら N P O 法に つ い て 解説 して い るもの として は､ 刊行順に ､ N P O ･ ボラ

ン テ ィ ア 研究会編 『N P O とボラ ン テ ィ ア の 実務 - 法律 ･ 会計 ･ 税務 - 』 新日本法規 ､ 1 9 9 8 年 5

月､ 照代昭彦編著 『日本の N P O 法 - 特定非営利活動促進法 の 意義と解説 -

』 ぎようせ い ､ 1 9 9 8

年 9 月､ 拙著 ( 正木 寛也 との共著) 『や さ し い N P O 法の 解説』 礼文出版､ 1 9 9 8 年 1 2 月 ､ 堀田

か 雨宮孝子編 『N P O 法 コ ン メ ンタ ー ル - 特定非営利精勤法人促進法の 逐条解説 - 』 日本評論

社 ､
1 9 9 8 年 1 2 月 ､ 拙著 『知 っ て お きた い N P O 法』 大蔵省印刷嵐 1 9 9 9 年 8 月 (補訂版 2 0 0 0

年 1 月) な どがある o また ､

一 見 ハ ウ ツ ー 的なも の で はあるが ､ 堅実な法律の 解釈 として も 十分

に通 じる質の 高い も の と して ､ 経済企 画庁国民 生活局 余暇 ･ 市民活動室編 『Q & A こ こ が 知りた

い N P O 法』 ぎ ょうせ い ､ 1 9 9 9 年 9 月もある o 他方､ N P O 法の 立法過程に つ い て 踏み 込ん で

述 べ て い るも の としては､ 何とい っ ても､ 提出者 の 1 人であ っ た照代 ･ 前掲書が当事者の 立場か

ら詳 しく言及 して い る o 拙著 『知 っ て おきた い N P O 法』 の 第 一 部は､ 立法過程 の 流れを客観的

な立場 か ら概観 した もの で ある o また ､ 未刊行 の 文献で はあるが ､ 学生グ ル ー プ の プ ロ ジ ェ ク ト

チ
ー ム が立法関係者等に対 して丹念な聞き取り調査を行 っ た結果をまとめた幸隠 書で ある ､ 公共

政策研 究会発足準備委員会 ( N P O 法に 関する政治 . 政策評価プ ロ ジ ェ ク ト) 『政策提言 ･ N P

o 法に 関する研究報告』 1 9 99 年 6 月 ( 非売品) は有益な文献 で ある ( 本稿も多くを これに依 っ て

い る) o な 臥 こ の ほ か ､ 比較的詳細な N P O 法の 立法過程研究としては谷勝宏 ｢ 議員立 法の 有

効性の 事例研究 - N P O 法の 立法過程を通 して - (
-

) ( 二) + 名城法学 4 8 巻 4 号､ 4 9 巻 1 号( 1 9 9 9

年) も挙げられ るが ､ これは､ 従来型の政治学的ア プ ロ
ー チによるもの で あり､ 本稿や上記 の学

生グル ー プ の 報告書のように ､ 法的論点 の処理と い っ た ｢ 実用 法学+ 的視点があるもので はな い o

2 ｢ 市民立 法+ としての N P O 法 … 市民と議会との協働の 意義と問題点 -

∇ 従来の 立 法過程の 特徴と改革の 動き - 官僚主 導から議員主導 - -

国会は ｢ 国の 唯
一 の 立法機関→( 憲法 4 1 条) であり ､ こ こ から ､

｢ 国の 立法は国会 にお
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ける手続の み で 完成 し ､ 他の 国家機 関の 関与を許さ ない + とい う ｢ 国会単独立法の 原則+

が導かれ る - - - 一 教科書的に は ､ こ の ように説明される o しか し ､ 議院内閣制を主たる 制度

的理由として ､ 圧倒的多数の 法律案は､ 内閣提出法砕案 ( い わ ゆる ｢ 閤法+ と呼ば れるも

の) と して 国会 に提 出
･ 制定され て い る ｡ 議 院内閣制を理由とするの で あれば ､ 政拍部門

( 執政機関) と して 政策判断の 権限と責任を有する ｢ 内閣+ が ､ そ の 執行 ( 行政) 機 関で

ぁる ｢ 行政各部+ を指揮する形で 閣法を立案 ･ 提出する こ とが ､ 民主主義の観点か らは要

請されるは ずで あ るが ､ しか し ､ 従来 の閣法の 立法過程の 実態をみ ればすそに理解 で きる

よう に ､ 閣法の政策決定過程が ｢ 官僚主導+ で なされて き た こ とは ､ 否定で きな い 事実で

ぁる o 誤解を恐れ ずに 言えば､ わが国の ほとん どの 法梓は ､ 行政 =
- ズを主要な立法の 動

機 と して ､ 立案の 端緒 から最終 的な政策判断まで含 めて す べ て 各省庁内部に お い て執り行

( 6 )

わ れて きた と い う こ とで ある o

そ う な ると ､ 国民代 表で ある 国会議員は法律案の 立案過程に何らの 関 別 して い な い の

か ､ 国会提出後の 審議の 段階で 初 めて 関与する の かと い う と､ そ うで もな い o 間接 に対す

る 事前の 与党内審査手続 (自由民 主党で 言えば､ 部 針 政調審議会 ･ 総務会 ･ 国対 とい っ

た手続) におい て ､ 与 党議員は政策形成 に深く関与 して い る o ただ ､ これ に よ っ て ｢ 政→

が ｢ 宮+ を コ ン トロ ー

ル し､ 民主 主義的な手続 に な っ て い ると評価で きるの か とい う と 10 0

o
/. そ う だ とも断言で きな い o と い うの は ､ 国会とい う オ ー プン な場で は なくて ､ 政党内の

ク ロ - ズ な場で 政策形成がな され る ため､ そ の議論が 国民 に は分か らな い と い う 鮒 的な

欠陥 絹 する か らで ある o
つ ま り ､

｢ 国会単独立法の 原則+ と い う こ とは ､ 直接 に は､ 法

律と い う 重要な政策決定過程に は ｢ 選挙で 選 ばカ1 f= 議 凱 だけ が関与で き る とい う こ とを

意味するもの で あ るが ､ そ の 背景 に は､

〔B] 1 〕官 僚 主 串
･

事 前 の 与 党寄 萱手 続 中 心 の 立法 過 程

( 殻b ) 国 会

政府季 長( 官 僚)

与党

v s 桓亘〕
抵抗 ( 延 し
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そ の 政策決定過 程を ｢ そ の議員 を選 ぷ

国民 + に見せ る こ と ( - 国会の ア リ -

ナ機能) も ､ 重 要な こ とが ら と して 含

意さ れ て い る から で ある o そ し て ､ こ

の よ うに 国会提出前の 段 階で ､ 密室で

議論が し尽 くされ た法律 案は ､ 国会提

出後は ､

一 刻も早 い ｢ 通過+ を期待す

る与党と ､ こ れを阻止したい 野 党との

( 7 )

｢ ス ケ ジ ュ
ー ル 闘争+ に な っ て しま い ､

実質的な政策論議 が行わ れ なく な っ て

い る の で はな い か とい う の が ､ 多くの

論者の 指摘する こ となの で ある o こ れ

らの こ とを図示 して み た の が ､ 〔図1 〕

であ る ｡

こ の よう な 立法過 程の 現 状 に対 し

て ､

｢ 議員 立法の 滴性化+ をて こ に ､

国会 審議の 活性化 を図 ろ う と し た の

が ､ 土井 ･ 鯨岡衆議暁正副議長( 当時)

の 2 つ の 提言 ( ｢ 国会改 革に関 する' -



っ の 提言+ ( 平成 6 年 6 月) と ｢ 議員立法の 晴性化に関する 一

つ の提言+ ( 平成 8 年 6 月))

で ある ｡ 法律案の 提案形式として の ｢ 議員立法+ を滴用する こ とによ っ て ､ 議員同士 の言義( 8 )

論を摘発 にし ､ 国会審議を滴性化させ よう ､ そ して ､ その 過程を国民 に見て もらおう ( -

｢ 開か れた 国会+) というの で ある o こ の 基本的イメ ー ジ を〔馴 〕との 対比で 図示すれ ば､

〔図2〕のよう になる ｡ 閣法の場合 と同 じよう に事前の 党内審査手続の 問題はあるもの の( な

ぉ ､ こ れ に つ い て も､ 上記の ｢ 議員立 法の 酒性化 に 関する 一 つ の 提言+ で は ､
｢ 党議拘束

の 穏和+ を提言 して い る) ､ 国会提出前の 政策決定過程 に お い て 議員 ( 提出者) が 主導的

役割 を果 たすこ とは もちろ んの こ と ､ 国会提 出後の 審議の 場面におい て も､ 議員同士 の議

論に よ っ て 審議 の晴性化を図り､ 国民 に見える政策決定の シス テ ム に つ なげよう とするも
( 9 )

の で あ り ､ か つ
､ 市民セ クタ ー との リ ンク も期待で き る o 特に､ 与野党から議員立 法と し

て 複数の 法律案が提示され るような場合 (政策競合) には ､ より
一

層活発な論戦が 展開さ

れ る こ と に な る ｡

( 6) 法令協議を ベ ー ス とした省庁内手続に つ い て は ､ 城山英明ほ か編著 『中央省庁 の 政策形成過程

～ 日本官僚制 の 解剖 -

』 ( 中央大学出版 臥 1 9 9 9 年) が詳 しい o

( 7 ) 郡 山芳
-

ほか(座散会) ｢ 議員立法を元気にするには+ ( 法学セミナ ー 1 9 9 6 年7 月 号) 5 8 頁参照

( 8) こ の 2 つ の 提言に つ い て は ､ 上日章 ･

五十嵐敬喜 『議会 と音義員立法』( 公 人の友社 ､ 1 99 7 年) 1 4 7

頁以下 に収録 されて い る o

( 9) こ の ような発想に基づく国会改革は ､ 本文で言及した土井 ･ 鯨岡提言 の後も ､ 次々 と実行 に移

され て い る ｡ 第 1 4 5 回国会 (平 成 11 年) で 戎立 した ｢ 国会審議 の活性化及び政治主導 の 政策決

定シ ス テ ム の 確立 に 関す る法律+ ( い わ ゆ る国会審議活性化法) に基づく政府委員制度 の 廃止や

副大 臣制度 の導入 ､ 国家基本政策委員会 の 設置な どがそれ で あり､ 政府委員制度 の 廃止は第 1 4 6

回臨時会 ( 平成 1 1 年 1 0 月 2 9 日召集) か ら ､ 国家基本政策委員会にお ける党首討論 は正 式には

第 1 4 7 回常会 ( 平成 1 2 年 1 月 2 0 日召集) か ら､ それぞれ 実施 され て い る と こ ろ で ある o

v N P O 法 の 立法 過 程の特徴 - 市 民立法の 意義
-

そ して ､ まさ しく与野 党か ら複数の 対案が 議員立法と して 提出され ､ 議員立法 同士 の ｢ 政

策競合+ の 形 に な っ た典型的な事例と して 真 っ 先に挙げ られるの が ､ 臓器移植法案で あり ､

( 1 0 )

こ の N P O 法案で ある ｡ 特に ､ N P O 法案の 場合は ､ 政策決定過程に おけ る ｢ 官僚 の排除+

と ともに ､
｢ 市民 の 参 軌 と い う点に おい て ､ 特筆す べ きも ので あ っ た o

まず ､
｢ 官僚の 排除+ とい う点 に つ い て 言えば ､ 法成立後の執行機関となる 行政府 (経

済企画庁 な ど) の 意向が､ 立案段階で は ､ 実務的な観 点か らの技術的助力 ･ 資料の 提供と

い う形 で 反映さ れる にとどまり ､ 政策判断に 関わる事項は ､ 細目的な条文の 表現 まで 含 め

て ､ 議員ス タ ッ フ ( 党政調の 職員や政策担当秘書な ど) や議院の補佐機関 ( 衆参両 院の 議

院法制局な ど) を用 い ながら､ 議員自身が決定 して い っ た o だか らこ そ ､ 国会で の審議 が､

( 1 1 )

それぞ れ の 議員 の r N P O 観+ や ｢ 市民 社会 軌 をバ ッ ク に した白熱 した政策論議 ( ｢ ス

ケ ジ ュ
ー

ル 闘争 + な どではなくて) にな っ て い っ たの だし､ ま た､ その ような論議 を通じ

て 各議 員が N P O 専門家として の地位を確 固たるもの に して い っ たから こそ ､ それぞれが

所属する党内各機関の 手続 に拘束され ながらも ､ かなりの 程度 ､ 現場で の協議におい て 柔

軟な妥協 ( 衆参両院における大幅な実質修正) が可能 に なっ たと言えよう o

そ して ､ より重要なの は ､ 上記の 議員の 政策決定 に対 して ､
｢ 市民+ がか なり深く関与

したとい う こ とで あ る o N P O 法自体 が市民 ニ
ー ズに 起因する法案であ っ た こ ともあろう
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が ､ 法律案の 立案の 段 馴
ゝ ら国会に おける審議 ･ 修正 協議 に 至るまで の

一 連の手続 の あら

ゆ るス テ
ー ジに おい て ､ 市民 団体が与えた影響に は実に 大き なもの があ っ た o すなわち ､

提出者とな っ た議員らが市民 臥体が主催する 会議に積極的に 参 か 討論 し､ そ こで 示され

た市民 団体側の 法禅 案に対する 要求や不満な どを国会で の 議論 に フ ィ
ー ドバ ッ ク する形

で ､ 議論がな されて い っ たの で ある o 特に ､ 先行した新進党案から与党3 党案 へ
､ 民法改

正 から民法の 特別法 へ 税制抜きの 法人格付与法 へ
､ とい っ た大きな政策判断の 分岐点に

ぉける市民団体 の ｢ 意見の とりま とめ+ とそ の 表明の 影響は決定的で あ っ た とさえ言える o

い ずれ に して も､ N P O 法 の 立法過程は ､ 議会制民主主義の中に お い て ､ 国会議員が市

民セ ク タ ー と リ ンク するとき ( 従来の 圧 力団体 とは別の 形で) ､ 議員立法が ｢ 市民 立法→

とい う形で 国民 ( 市民) の 政策形成 - の 直接的参画を可能 にするもの で ある ことを示 した

格好の 事例で あ っ た と言える ｡

( 1 0) 政府の ｢ ボ ラ ン テ ィ ア 問題に関する関係省庁連絡会議+ ( い わゆる 1 8 省庁連絡会議) で の検討

を棚上げ して ､ 議員立 法で い く こ と の決断に関して は､ 照代
･ 前掲注( 5) 1 8 頁の ほか ､ 公共政策

研究会発足準備委貞会 ･ 前掲注( 5) 3 7 貞に詳 しい ( 後者では ､ 経企庁国民生活局長 の 人事異動が

経企庁 の 最終的な 息の 根を とめた こ とが紹介されて い る) o 議員立法の場合 で も関係省庁 の 影響

力は決 して 弱くはな い の で あるが ､ N P O 法の 場合は ､
｢ 行政 の 介入+ を こ とさ らに嫌 っ た市民

団体やそ の 意向を受けた議員ら によ っ て ､ 政策決定過程に対す る経企庁の 介入 は ､ 通常 の議員立

法の 場合以上に 少な か っ たと言える ( 例えば､ 本文で 掲げた臓器移植法実の 立案及び 審議過程に

ぉ け る厚生省の 絶大なる影響力 と比較すれ ば ､ 容易に理解で きよう) o

(l l) 平 成 9 年 5 月 3 0 日の 衆議院内閣委員会 の 審議 の 中で ､ 自民党時代 の 実力者で 当時太陽党に い

た長老 の 奥田敏和議員 ( 故人) が ｢ 私 は､ み んな の生き生きと した討議を聞 い て おりま して ､
こ

の 法案 の 成否は別 と して ､ 議員立法と い うも の はやは り大事だな o やは り君た ち の 表情を見て い

る と､ 平成 と違 っ て 生き生きと して い る o それ と国民 が期待する国会審議も､ や はりこ れ を臨ん

で い る の だろうなと思 っ て い ま す+ と述 べ て い る の は ､ 実に印象的で ある o

▼ ｢ 市民立 法+ の 陥葬!?

もちろ ん ､ す べ て が ｢ 万 々歳+ だ っ たわけで はな い o 例えば ､ 上述 した ｢ 官僚の 排除+

に 関 して は ､ そ れ を徹底するあま り ､ 執行機関の 意向を事前に ヒア リ ング し ､ そ の 円滑な

運用 を期する とい っ た点に つ い て ､ 不十分な 点があ っ た こ とは否めな い o 具体的に は､ ①

別表 1 2 項目の
一 つ ひ と つ に関する定義 ( 意味内容の 明確 な詰め) が欠落して い る と い う

問題 ､ ② 一 方で は ｢ 不特定多数性+ の 要件 ( 法 2 条 1 項) や ｢ 不当な条件の 付加の 禁止+

( 法 2 条 2 項 1 号イ) とい っ た 実質的な 要件を定めな がら ､ 他方で はそ の 要件適合性の 判
( 1 2 )

断を原則と して 法定 の 書面の み で 行う こ との 実効性の 問題な どである o こ れらはい ずれも ､

｢ で きる だ け幅広 い 団体+ に対 して ､
｢ で きる だけ形 式的な審査+ で 法人格を付与 する と

い う政策判断に基づ くもの ではある が､ 執行 ･ 運用面で の とまどい を払拭するような仕掛

け ( 工 夫) がもう少 しで きな か っ た の か ､ という感は依然として残る o

また ､

｢ 市民 の参 画+ とい う点で は､ も っ と重要な問題が指摘で きる o
｢ 市民 ( 団体) +

と言 っ て も､ 市民 団体自体は多様な 存在であ り､ その 意見の す べ て が N P O 法の中に結実

したわけ でもな い し ､ また ､ 現実に発言力を持 っ た
一

部の 市民団体の 意向が ｢ 市民団体の

意見+ として過大代表されたこ と､ その ような
一

部の 市民団体の ロ ビ ー 清動が ､ 主として

マ ス メ ディ ア を巧み に利用 する こ とで ､ 与党3 党 (自社さ) と民主党 ･ 新進党との 議論を

意図的に 操作し た こ となどが指摘されて い る からである o 特に重大だと思われる の は ､ そ
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の ような市民 団体側 で の 意思形成
･ 表明に当 たっ て ､ それ に必要な情報 ( 法案や政兇の 動

きな ど) が ､ 必 ずしもす べ て オ ー プ ンに され て い たわ けで ない こ と ( 政策情報の 制御) で

ぁる o も ちろ ん ､ こ の こ とは ､ N P O 法の政策決定過程 へ の 市民セ クタ ー の 関与の 意義を( ユ 3 )

些か も減殺 する もの で は な い の だ けれ ども､ 今後 ､
｢ 市民 と議会と の協働+ に よ っ て 立法

過程を主導 して い こう とする際 には ､ 注意を要する こ とで あろう o

( 1 2) 国民生清審議会 ･

N P O 制度委員会 ( 第 2 回
･ 平成 1 1 年 7 月 7 日) 配付資料 ｢ 特定非営利精

勤促進法に関する都道府県か らの 主な意見+ 参照

(1 3) 公共政策研 究会発足準備委員会 ･ 前掲注( 5) 5 6 頁､ 8 3 - 84 頁

3 い わゆる｢ 棲 み 分け論+ をめぐる政策競合と市民参画 の実態 - 具体的事例として -

こ こ で は ､ ( 1) で 見た議員立法同士 に よる ｢ 政策競合+ ( 及 び そ れ へ の ｢ 市民 の 参画+)

が､ 具体的 に どの よう なもの で あ っ たの かに つ い て ､
い わ ゆる民法との ｢ 棲み分け 凱 を

取り上げな が ら ､ 見て み る o

v ｢ 棲み分 け論+ とは

まず､ 民 法 との ｢ 棲み 分け論+ とは何 かで あ る が ､

一

言で 言えば､
｢ 特別法の 対象とす

る範囲は
一

般法 よりも 狭い 特定の分 野で な けオ1 ばな ら ず､ ま た､ そ の特定の 分 野に つ い て

特別 の 取扱い を する だ けの合理的な理 由が な けれ ばな らな い + と い うテ
ー ゼ で あ る o した

が っ て ､ 民法 の 公 益法人 ( 社団法人 ･ 財団法人) 制度 が､ 公益 ( - 不特定多数) ･ 非営利

の 団体を対象と して い る こ とを前提とす るな らば ､ そ の 民法の 特別法と して N P O 法を位

置付 ける以 上 ､ 公 益 ･ 非営利 の 団体 の 中で特定 の属性を持 つ もの だけを切 り取 っ て こな け

れ ば なら ず､ か つ ､ そ の ようなも の を切 り取 るだ けの 合理 性が説明 で きな けれ ばな らな い ､

( 1 4 )

と い う こ と に な る (〔図 3 〕参照) o 逆に 言え ば ､ こ の 制限 を越え て ､ 例えば 字義 どおりの

N P O 団体( つ ま り非 営利団体
一 般) に対す る法人格付与法とする政策を採るの で あ れ ば､

民法の 公 益法人制度自体を改正 する べ きだ と い う こ と に なる ( 形式的に は､
｢ 民 法改正 +

だ けで は なくて ､
｢ 別 個の 法律+ を制定 して こ れを法人格付与 の

一 般 法と し ､ 民 法 を特別

( 1 5 )

法と して も構 わな い) 0

た だ し ､ 誤解 が な い よう に言 っ て お け ば ､ 上記 の ような こ とは ､

〔図 3〕 現行 の 法 人格付与法の 体系と｢ 棲み分 け論+

く公 益)

※ 法人法定 主 範( 民法3 3 条)

( 原則) 許可主 菜

( 例 外) 個別 法によ

認可 主義等

く非営 利)

( 例 外) 惜別 法に

認可 三菱琴

･

'

轟曽 公 益
･

営 利法 人

く宮中

( 原則)

準則主

∴ 幹事く
( 民法3 5 条)

一

商事 会社設立 の

規定を準用

非 公 益
･

営利 法人

(
一

般の 営 利法 人)

-
. 商法

･

有 限会社 法

･

:
r=
7:

㊧⑤㊧e) 等

( 原則)
一

般法なし ･ 非 公 益
･

非営利団 体

( 非公 益)
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1)

薮

｢ 論理 的にそ う なる +

の で は な い ｡ あく ま

で も ､

｢ 合理 的 な政策

構築 ( 制度設計) + の

観点 か ら ｢ そ う な る

べ きだ + と い う こ と

で あ る ｡ 上 記 の よ う

な ｢ 棲み 分け+ ( こ の

用 語は ､
N P O 法 の

立法過 程 で 人 口 に 胎

灸さ れ る よう にな っ

た が ､ あ く ま で も 議
( 1 8 )

論 の た め の 造 語 で あ



る) をしな い と､ 現行法の 体系自体の 政策の 整合性がなくな っ て しまうの で はない か､ 同

じ ｢ 法人格+ を付与する ため だけ なの に､

一 方で は民法の 制度 ( ｢ 許可主義+ や主務官庁

の 厳格な ｢ 監 督+ の 制度) が ､ 伽旨で は N P O 法の 制度( 例えば､ 届出だけの ｢ 準則主義+

や所蛸庁 に よる監 督なしの 制度) が併存して い る とい うの で は ､ その い ずれかの 制度が合

理性を欠く ( 時代遅 れ) と い う こ とであり､ そ れを残存させて おくの はお か し い の で はな

い か､ とい うこ とで ある ｡ そ れ らを整理 して 国民 の 前に提示する こ とこ そ､ 分かりや すい ､

整合性の ある政策 とい う べ きだ からで ある ｡

( 1 4) 拙著 ･ 前掲注( 5) の 『やさ し い N P O 法の 解説』 4 4 - 47 貞の Q 1 2 ｢ 民法と の ｢ 棲み 分 け+ と

は何か+ で詳 しく述 べ て おい た ｡

( 1 5) 衆議院に提 出され た共産党案が ､ まさ しくそれで ある o

( 1 6) こ の ｢ 棲み 分 け+ と い う言葉に つ い て ､ 参議院の 労働 ･ 社会政来賓員会での審言義の 中で 戸田邦

司議員 ( 自由党) が ､ 与党案 の 問題点を指摘 する脈絡 の 中で ｢ すみ分 けというの は - ･ - 英語で 言

ぅとディ マ
-

ケ
- シ ョ ン と言 っ て い ますが ､ は っ きりと仕切りをする ､ そ つ ち とこ っ ちは 違うん

だと ｡
- - ･ 分野ま で すみ分 けなん てうまく い くわ けがな い し､ 両方重な っ て や っ て 当 たり前なん

で すo
･ ･ ･ ･ ･ ･ で すか ら ､ 再三 御答弁 い ただ い て い ま すが､ 私は い まだ に掛こ落ちな い + と述 べ て い

る ( 第 1 4 2 回国会参議院労働 ･ 社会政策委員会会吉義録第5 号 ( 平或 1 0 年 2 月 5 日) 2 7 責) o そ

の 指摘自体は分 か ら ない で は ない が ､ しか し､ こ こ で い う ｢ 棲み分 け論+ は本文 で 述 べ た ように

一 般法 ･ 特別法の 関係を象徴 的に現そう とした説明周 の 造語 で ある こ と､ また ､ 新進党案や平成

会衆( 戸田議員は こ の 平成会実 の 提出者 で ､ 新進党解党後に自由党に所属) も､ こ の意味で の ｢積

み分 け論+ を前提に立案され たもの で ある こ とに ､ 再度注意を喚達 して お く こ とは ､ 意味 の ある

こ とであろう｡

v 各党実に おける｢ 棲 み 分け+ の エ 夫
( 1 T )

以上 の 法的整合性 ( ある い は政策内容の合理 性) の 議論を前提 に して ､ ま ず､ 各党の 政

策判断は ､ 民法改正 に 踏み 込む か どうか ､ とい う第
一

の ハ
ー ドル で 議論は紛糾 した o 市民

団体の ニ
ー ズ は ､ 公 益性 ( 不特定多数性) に拘泥せ ず に ､ 非営利 団体

一 般を対象と する べ

きで あ る と い うも の だ っ たから で あ る o こ こ で 端的に ､ 対象を非営利団体
一

般と し､ か つ ､

登 記の み に よ っ て 法人格を取得 する政策 ( い わゆる ｢ 準則主義+) を採用 したの が ､ 衆議

院の 共産党案 ｢ 非営利 団体に 対する法人格の 付与等に関する法律案+ ( 第 1 4 0 回国会衆法 13

号) で あ る ｡ 当然の こ となが ら ､ 民 法の 改正 を前提と した法案 ( ただ し､ 民法の 改正 法案

及び こ れ に伴 う関連法律の 整備法実 に つ い て は ､ 追 っ て 提出すると い うもの) で あ っ た o

これ に対 して ､ 民 法 の改 正法案 (及び これ に伴う関連法律の 整備法案) の 立案に は ､ 法

制執務的な整理 や政策判断を伴う法制的な整備はもとより､ 関連する団体 との協議 (利害

調整) な ど実体的な手続な ども含めて かな りの 時日を要する ( そ して ､ この 部分の 法案を
( 1 8 )

提出 しな い上記の 共産党案に 対 して は ､

｢ 不完全法案+ として 批判するこ とにな る) こ と

から､ 本来的には ｢ 非営利団体
一

般+ を対象とする法律案が望ま しい とい う立場 に 立ち な

がらも､

｢ で きる だ け早い N P O 法の 制定を+ とい う ニ ー ズ に応える ため ､ 民法の 特別法

とい う構成が次善の 策 として やむを得ない とい う立場を ､ さきがけや社民党 (当 抑ま非営

利法人 一 般法を主張 してい た) を含む与党3 党も､ 新進党も採 っ てい く ( 民 主党は 両呪み

の 構えで あ っ たが ､ 最終的には ､ 与党3 党案に乗 っ て い っ た) o そうする と､ 何を持 っ て

特別法と して の ｢ 棲み分け基準+ に するの か ､ がク ロ ー ズア ッ プされてくる o こ こ に至っ

て ､ N P O 法の 立案 は､ まさしく ｢ 知恵比 べ ( 政策競合) + の様相を明確に呈 する よう に

_ 8 -



な っ て きた ｡ しかも ､ そ の ｢ 知恵比 べ + は ､

｢ で きる だけ幅広 い 団体を対象 に+ か つ ｢ 棲

み分 けの観点か らは ､ あくまで も公益 ･ 非営利の 団体の うちの
一 定の もの だけ に 限らな け

ればならな い + とい う相反する 2 つ の 要請に応えな ければならな い 難問だ っ た の で あ る o

こ の 点で ､ 薬 っ 先に 法案の形 に仕上げた新進党案 (第 1 3 4 回国会衆法 17 号 ｢ 市民公 益

清動を行う 団体に対 する法人格の 付与等に関する法律案+) で は ､ N P O 団体 の 滴動目的

を限定 しな い 代わ り に ､
｢ 社員等 の住 所要件+ ( =

一

定数以上 の 社員等 が同
一

都道府 県内

に住所を有する こ と) をも っ て ､ こ の 棲み分 け基準 と して い た o 地方分権の推進とい う流

れか らも､ 地域住民 による地域滴動 へ の 参加 とい う切 り 口 は合理 的な理由た り得る し ( こ

の趣 旨を､ 提出者側 は ｢ 地域基盤性+ の 要件 と称 して い た) ､ 何と い っ て も ､ 目的を問わ

な い 形 式的な ｢ 住所+ に よる審査とい う工 夫は ､
｢ 行政庁の 裁量的介入 の 余地が全くな い +

と い う点で 実 に効果的 な施策と思 わ れ た o しか し､
｢ 住所+ を証する ため ｢ 住民 票+ を要

する こ とや全 国的に精勤する団体の 取扱い を どうす る の かと い っ た点で ､ 苦境 に立 たされ

( 1 9 )

る こ ととな っ た ｡

こ れ に対 し て ､ 与 党 3 党案 ( 第 13 9 回国会衆法1 8 号 ｢ 市民楕動促進法案+) の棲み分 け

基準は ､ ① 1 1 項目 ( 衆議院修正 で 1 2 項目) の 滴動分 野の 限定 ､ ②宗教滴動 ･ 政治滴動の

制限､ ③社員の 加入 脱退 に 関する不 当な条件 の付加の 禁止､ ④
一 定の社員

･ 役員の 無報酬

性の 要件( 社員 の無報酬性 の 要件に つ い て は ､ 衆議院修正 で 削除) とい っ たも の で あ っ た o

( 2 0 )

い ずれ の 要件も ､ 緩 や かな もの で あり ､ した が っ て ､ こ れ らの 組合せ に よる ｢ 合わ せ 技+

( 2 1 )

に よる棲み分 け とで も い う べ きもの で あ っ た ｡ そ の 分 ､ 運用 面で の問題が出て くる こ とは

当初か ら予想さ れて い た o 特に ､ 新進党案との 対比 で 言えば ､ 形式的な ｢ 書面審査+ と い

っ て も かな り実質的事項が含ま れ て い る こ と か ら､
｢ 行政庁 の裁量 的介入 の排 除+ が不 十

分で あ る こ とは ､ 大き な問題で あ っ た o

ちな 糾 こ､ 各党案に お け る
｢ 棲み分 け基準+ を表 に すると ､ 〔表〕の ように な る o

〔表〕 与野 党実に おける｢ 棲み 分け基準+ の 比較

与党3 党案 新進党案( 衆) i 平成会案( 参)

虐 一

共産党案( 衆)

塩 I 一 般

共産党案( 参)

非
溢

利
一 娘

民法との

関係

公 益
･ 非営利 公 益 ･ 非営利 公益 ･ 非畠 利 非 晶 利 昌

( 民法 の 特別法) ( 民法 の 特別法) I ( 民法の 特別法)

｢ A ＼

( 民法改 正) ( 民法 の特別法)

当分の 問 の 措置

棲 み 分け

市 民 が行う自 由な社会 責 地域基盤性 社団
. 財団の ロ し の 子1

献活動

･ 活動分野 の 限定
･

社員等 の 住所要件 ･ 社団的要件( 会員 10 人

基準 ･ 宗教 ･ 政治 活 動 の 制限

･ 加入脱退 の 自由

･ 役員の 無報 酬生要件

･ 主たる活動区域 以 上)

･ 財団的要件( 50 万 円 以

上 の 基本基金)

( 1 7) 政策合理性と法的整合性の区別及び 関係に つ い て は ､ 拙論 ･ 前掲注( 5) ｢ 条例を つ くる とい う

こと+ ､ 拙著 ･ 前掲注( 5) の 『自治体立法と市民』 も参照

( 1 8) こ の批判を受けて ､ 共産党は､ 参議院で は ｢ 当分の間の暫定措置+ として非営利法人
一

般法を

位置付 ける ( つ まり ､ 時間 の軸に よる ｢ 棲 郎別ナ+) とい う法案 (第 1 4 1 回国会参法 3 号 ｢ 非営

利法人特例法案+) を提出 して い る o なお ､ 参議院で 提出され る野党の対案 ( 政府案や与党案に

対抗して 提出される 案) は､ 衆吉義院で提出したものをそ の まま出し直すと いうのが
一 般的なので
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ぁるが ､ 次注( 1 9) で言及する新進党 ( 平成会) 実の場合も含め て ､ 野党は ､ 衆議院で の 誼訴を踏

まえて政策内容を再検討 ･ 修正を加えた上で出し直すとい う珍 しい 対応を採 っ たo こ のような点

か らも､ N P O 法案の 審言義が与野党の ｢ 政策競合+ の 形をと っ たことが見て取れ よう o

( 1 9) こ の批判がか なり痛烈だ っ たため ､ 参誠院で の 平成会 ( 新進党を母胎とする参議院の 会派) 揺

出の ｢ 市民公益活動法人法案+ ( 窮 1 4 1 回参法 5 号) は ､ N P O 法人の 要件の 中に ､ 社団的要素

だけで はなくて財馴勺要素を入れ る こ とに よ っ て ､ 社団と財団とに峻別 する民 法法人に対 して｢ 合

い の子+ 的特殊性を主張して ､ こ れを棲み分 け基準とするもの で あ っ た o こ の ような立論が本当

に成り立 つ の か に つ い て は異論もあろうが､ こ のようなと こ ろか らも､ こ の ｢ 棲み分 け論→ の本

籍地は､ 純粋 の 法理 論 ( 論理) にある の ではなくては､ 法的 ･ 政策的整合性 ( 合矧生) の 問題で

ある こ とを示 すも の とは い える ｡

( 2 0) とい うの は ､ ① 1 1 項目と い っ て も読 み よう によ っ て は何でも入 りうるもの だ し､ ②宗教活動

･ 政治活動の制限も ､ 設立段階では ､ 基本的に ｢ 宣誓 凱 の 捌こ よ っ て担保 きれ るにすぎない し､

③ ｢ 不当な条件+ も ､ 読み ように よ っ て は必 ずしもそ の概念は明確ではな い o ④有給役員 の 割合

限定に つ い て も ､ そ の 上限人数が 設定され て い な い 限りは ､ ほ とん ど ｢ 棲 み分 け+ と して は機能

し得な い ､ とも言えるか らである ｡

( 2 1) もち ろん ､ こ の ような政策判断は ､ N P O 団体に対して 好意的 なさきが け
･ 社民党と ､ N P O

団体 (特 に ｢ 市民清 凱 を称する団体) に必 ずしも好意的で はなか っ た自民 党との 政治的妥協の

産物で ある と い う側面を看過する こ とは できな い が ､ こ こ で は ､ そ の 点は脇に置くo

v 市 民団体の 対応

以上 の 各党の 提案 に つ い て ､ 市民団体側は どの ように 対応 したか o

ま ず､ 最 抑 こ挙げられ るの は､ 市民 団体の 本 刺勺主張 に い ちばん近い ( は ずの) 共産党

案に対 して 冷淡だ っ た とい う だけで はなくて ､ あれほ ど嫌 っ て い た ｢ 行政介入 + の 排除を

徹底 した新進党案 に も正 当な評価を与 えなか っ たと い う こ とで ある o この 点に つ い て ､ 学

生た ち の ヒ ア リ ン グ報告書で は ､
｢ 多くの 市民 団体は ､ 新進党案 に対 して 様々 な非難を し

て い る が､ そ の 非難理 由の 詳細を述 べ る こ と の で きる 市民団体関係者は限 られて い る o ま

た法案内容に 対する 批判の 論点も ､ 法案解釈 の 相通や 誤解か ら生 じた論点が多く 目立 ち ､

適格な理解 を した上 で の批判は極 限ら れて い る o
つ ま り新進党案に対する批 判の 多く は ､

マ マ

法案内容 に対して で はなく ｢ 野党案は可決され な い + と い う通説 - - ･ が占めて い る+

( 2 2 )

と述 べ られ て い る が ､ 正鵠を得た指摘で あろ う o

と同時 に ､ 新進党実 に つ い ては ､ そ の 立案が特定の 政策ス タ ッ フ や大学教授な どの 限ら

れ た関係者 に よ っ て 非公開の ま ま行われて い っ た こ と ( そ の 要因と して は ､ 与党案よりも

早い 法案提出を第 一 義的に追求 したとい う政治的な 動機もあ っ たの だろうが) ､ その ため ､

市民団体 の 間で は ､

｢ 棲 み分け論+ に対 する理解の 不十分さ ( 情事鵬 差) とも相ま っ て ( こ

の点 で は ､ 与党 3 党案 に先ん じた こ と がかえ っ て 災い した とも言える) ､ 新進党案の政策
( 2 3 )

情報の 不透明さ に対 する不信感が増幅 して い っ た こ とも指摘で きよ う o

い ずれ に レて も､ 上記の ような こ と から垣間見える の は ､ 立法過程 に参画した市民団体

とは ｢ 誰+ だ っ たの か ､ それ は どの ような形で 市民団体を ｢ 代表+ して い っ たの か ､ また ､

市民 団体の 意向 ( 政策) は どの 程度正 掛 こ ( & るい は不正確に) 伝達されたの かとい う疑

問で ある ｡ 市民セ クタ
ー が ､ 嚢の 意味で 立法過程 に政策的に (政治的にではなくて) 関与

し､ 議員立 法による ｢ 政策競合+ を前提 として 国会を ｢ 政策論議+ の 場とするため には ､

｢ 政策+ の 内容を理解するだけの 成熟性と､ その前提となる情報が正確 に伝達される こ と

( 立案に直接携 わる議員やそ の ス タ ッ フ の側から言え ば､ 説明責任) が何よりも重要であ

る こ とだけは ､ 言えよう｡
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( 2ユ)公共政策研究会発足準備委局舎 ･ 前掲注( 5) 7 4 頁

(ユ3) こ の点に つ い ても ､ 同上 7 4 頁では ｢( 新進党案は) 政策プ ロ モ - シ ョ ン が十分 で はなか っ た+

と指摘して い る o

∇(付論) N P O 法の 執行過 程におい て現れた課題 - 縦覧制度の運用実態 -

市民 の 自立的 ･ 自発的 な社会参加精勤を促進するた めの N P O 法の 立法過程は ､ まさ し

くそ の ような 市民 に よ っ て 担われた の で あ っ たが ､ そ れと同時 に ､ い み じくも市民 セ ク タ

ー の 成熟度合 い を厳 しく露呈させた とい うこ とが で きる o とこ ろ が､ こ れ と同 じような こ

とは ､ その 執行 ( 運用) の局 面に おい て も見 られるようで ある o 紙幅の 関係もある の で ､

こ こで は ､ そ の
一

例 として ､ 縦覧制度の運 馴 こ つ い て 紹介 して お きた い c

N P O 法の 縦 覧制度とは ､ 設立認証の 申請を した団体か ら提出され た書類の うち
一

定の

もの ( 定 臥 役員名薄 ､ 設立趣意書､ 事業計画書､ 収支予算書) に つ い て ､
2 ケ 月 間公衆

の縦覧に供 しな ければ な らな い とい う シ ス テ ム で あ る ( 法 10 条 2 項) o これは ､ 他 の 法制

度に 見られ る よ うな利害関係人等の 保護を目的と した縦覧制度とは異 なり ､ 設立認 証 の 段

階か ら広く 国民
- 般 に 情報を開示 して ､ 市民相互 の 穏や か な監視の 下 に おくこ とに よ っ て ､

N P O 法人の 自浄作用 に よ る是正 を促すと とも に ､ そ の悪用 を防止 しよ うと い う趣 旨の も

の で ある ( そ れ はま た ､ 所 轄庁に よ る監 督を極 力抑制的 なもの に した こ との 代替的な エ 夫

( 措置) で も ある) 0

こ の よ うな N P O 法に よる縦覧制度の 趣 旨に か んがみれ ば ､ 2 ケ 月間公 衆の 縦覧制度に

供され る ベ き書類が ､ そ の 縦覧期間の 途中 ( あ る い は 縦覧期間後) に訂正 され たり ､ 差 し

替え られ たり する こ とは ､ たとえそ れ が申請者 側の 有利 に な る ようなも の で あ っ て も ､ 許

さ れな い は ず で ある ｡ な ぜ ならば､ そ こで は ､ 申請者 ･ 所轄庁とい う通常の ｢ 二 者間の 法

律関係+ が ､ 申請者 ･ 所轄庁 ･ 国民 ( 市民) とい う ｢ 三 者間の 法律関係+ に 代わ っ て い る

からで あ る ｡ し たが っ て ､ 行政手続法 7 条に規定する ｢ 補正+ の ような手続は ､ こ こ で は

排除され て い る の で あ り ､ そ の場合 には ｢ 出 し直 し+ と い う こ と にな らなければ な らな い

( 2 `l )

はずで あ る ｡

と こ ろ が ､ 多くの 都道府県に おけ る認証事務 の 実態を見ると ､ 申請書類等に対する所轄

庁の 意見や指摘 ( 誤字脱字 とい っ た形式的事項以 外) を受けて ､
｢ 訂正 して 再申請 ( 出 し

直し) の 手続 を取 っ た + と い う ケ ー ス は ごくわ ず かで あり ､
｢ 訂正 し たが ､ 手続は そ の ま

( 2 5 )

ま進行 した+ と い うケ ー

ス がほとん どで ある o この よう な運用実態に つ い て は ､ 所轄庁の

側の ｢ 親切 心 ( 余計な お節介? ) + とい う こ とも指摘 しなけ ればならな い が ､ 同時 に ､ 立

案段階で あれ ほ ど嫌 っ た ｢ 行政の 介入 + に鈍感な市民 団体側の ｢ 甘え+ も露呈 して い ると

言う ベ きで あろう ｡

( 24) 拙著
･ 前掲注( 5) 『知 っ て おきた い N P O 法』 5 6 真 に詳論して あるの で､ 参照され た い o

( 25) シ
ー ズ ｢ 第5 回｢ 都道府 県N P O 担当者向け+ ア ンケ

ー

トの集計結果+ (平成1 1 年8 月2 1 日) 3 頁

4 おわりに

N P O 法自体は ､ 民法 の公益法人制度運用 に 関する行政裁量によ っ て 課され て い た法人

格取得の 高い ハ
ー ドル を 一 部解除した だけの もの であ り ､ 法人格取得とい う形式的なメ リ
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ッ 卜 ( も ちろ ん､ そ の メ リ ッ トは決 して 否定 しない が) を与える もの に過 ぎない o 題名こ

そ ｢( 特定非営利浦動) 促進法+ な どと言匿 っ て い るが ､ 大い に議論に な っ た寄附金椀制な

ど有効な ｢ 促進+ の ための 施策は具体的 には講 じられて い ない からで ある ｡

しか し､ 上記の ような議論を振り返 っ て み る と ､ N P O 法の 意義は ､
｢ より簡易な 手続

で 法人格を+ とい っ た法律の 内容自体 にあるとい うよりは ､ むしろ､ そ の 立法過程及 び執

行 ( 運用) の過程 に 馴 1 て い るように ､
｢ N P O + の 3 文字をキ ー

･ ワ
ー ドと しなが ら幅

広い 議論を喚起 し ､ 市民セ クタ ー が成熟 して い くための 教育的効果に こ そあ る ので は ない

だろう か ｡
｢ 促進法+ という題名 は ､ 過大広告的に誤 っ で付され た題名 なの で は なくて ､

立法者は慧眼にも､ こ の 法律に よる N P O 論議の 酒性化を含めた こ の ような教育的効果を

こ そ狙 っ て い たの で はな い だろ う か - - 素直にそ う思えて くるの で ある o

そ うす る と､
｢ 棲 み分 け諭+ の 議論で 見た市民 セ クタ ー が政策論議に 参画する際の 情報

伝達の 重要性 や ､ また ､ 付論で 見た よう に ､ 立法過程にお い て 政策的に 割り切 っ たは ず論

点が執行過程 におい て どの よう に消化 されて い るの か ( ある い は消化されて い な い の) と

い っ たこ とが らか らは ､ 市民 と議会 ､ そ して行政 の 関係は どうある べ きな の か ､ N P O ( よ

り広く ｢ 市民セ クタ ー

+) が自立 する とは どう い う こ となの か ､ に 関する -

つ の 方向性が

示 唆され て い る よ うな気もする ｡ そ して ､ こ の こ とは ､ 既に 始ま っ て い る N P O 法の 改正
( 2 6 )

論議 にお い て ､ す (
,

に 試さ れる こ と に な る ｡

少子 ･ 高齢化 ､ 国際化 ､ 分権化の 進展 とい っ た潮流の 中で ､ 今後 ､ 2 1 世紀 に 向け て ､

わが国が よ り活力の ある豊か で 安心 で き る社会で あり続ける た めに は ､ N P O をは じめと

する市民 社会の 成熟度合 い に係 っ て い る こ と を考えると き､ こ の こ との 意味は い く ら強調

しても強調 しす ぎる こ とはな い ｡

( 三6) N P O 法 によ る特定非営利活動法人制度 に つ い て は､ 法律施行 の 日か ら 3 年以内検討を力は ､

そ の 結果に 基づ い て 必要 な措置が講ぜ られ るも の とされ て おり ( 法 附則 2 項) ､ こ の ｢ 特定非営

利活動法人制度+ や ｢ 必要な措置+ には ､ 棲み分 け論議で問題とな っ た棲み分 け基準 (特定非営

利活動法人 の定義) の 問題や税制上 の 優遇措置の 問題な ども ､ 当然に含まれて い る o なお ､ こ の

見直し ( 検討) 期間は ､ 衆参の 委員会 で の 附帯決議で ､ 制度の 見直 し自体は法施行後 2 年以 内に

結論を得 て ､ 残 り の 1 年で 具体的な措置を講ずるもの とされて い るか ち ､ 見直 し論議 の タイ ム ･

リ ミ ッ トは ､

一 応 ､ 平成 1 2 年の 1 1 月ま で と い うこ とになる ｡

〔参考図書 ･ 解題〕

①熊代昭彦編著『日本の N P O 法 - 特定非営利活動促進法の 意義と解説 - 』ぎょうせ い ､ 1 9 9 8

年

N P O 法の中心 的な提出者であ っ た無代先生 ( 自民) の手に なる解説書で ､ 立法過程 ･ 条

文解説ともに､ 平易か つ 詳細で ある o まさしく ｢ 立法者意思+ を示す代表的な解説書で ある o

壕濁 田 か 雨宮孝子編『N P O 法コ ンメンタ ー

ル
- 特定非営利活動促進法の 逐条解説 - 』日 本評

論社､ 1 9 9 8 年

立法過 程におい て市民団体 と して 関与した側か らの 解説書である o やや生硬な逐条解説の
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部分よりは､ そ の 立法過程に関する座故会の 方が数段に 面白い ( もちろん､ 立案 した側から

見ると､ 若干､ 反論 したい部分はあるが - . ) c

③経済企画庁国民生活局余 掛 市 民活動量編『ここが知りたい N P O 法 - 法人格取得マ ニ ュ ア

ル … 』ぎょうせ い ､ 1 9 9 9 年

立案過程におい て は行政担当者と して ､ ま た､ N P O 法施行後は ｢ 所塘庁+ と して実際の

法執行 に携わ っ て い る経企庁N P O 室の 職員が､ 実際に寄せ られた質問を中心 に､ 分 かりや

すく具体的な条文解説を展開して い るもの で ､ ① ( ある い は拙著④⑤) と併せて読むと､ 理

論的か つ 実隙的な N P O 法の全体像が把握できるもの と思われる o

④橘事情『知っ ておきたい N P O 法』大蔵省印刷局 ､ 1 9 9 9 年

N P O 法案 の立案を衆議院法制局参事と して 補佐 した立場か ら､ 法律全体の仕組み
･

特徴

の ポイ ン トを簡潔に解祝したもの ｡ 本稿で述 べ た立法過程と法的問題点に関するやり とりを

含めて ､ 立法過程 の説明にか なりの頁を費やして い る ｡

⑤橘幸債 ･ 正木寛也『やさしい N P O 法の 解説』礼文 出版 ､ 1 9 9 8 年

上記④をQ & A 形式 で より平易に解説 したも の o
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日本 に お け る特定非営利 活動促進 法をめ ぐる N P O の 視点 へ の 新たな考 察

朴 相権 (PÅRK
.
S a n g

- K w e o n)

1 . は じめ に

近年 ､ 多様化す る 民 の 要望 に 応 じる と 同時 に ､ 公 的投 資の 効率化を図 り行 政 の 限界性 を

克服す る た め に ､ 様 々 な民 間活 力 を導入 して い く と い う方 向性 が 定着され つ つ あ る ｡ そ れ

は ｢ 政府 の 失敗+ や ｢ 市場 の 失敗+ な どと い っ た 文脈 か らク ロ - ズ ･ ア ッ プ され た N G O
･

N P O と い っ た 観点 を取 り入 れ よ う とす る風潮の 中で ､ 日本 で も法制度 の レ ベ ル に お い て

も ､ 1 9 9 8 年 3 月 2 5 日 に 公 布 され 同年 12 月 1 日か ら特 定非 営利活動促進法( 以下 N P O 法)

が 施行 され た ｡ ま た ､ 民 間資金や 経営 手 法 を活用 し て 社会資本 を整備 す る と い う P F I

( P r i v a t e F i n a n c e l n 土t i a t i v e) 推進 法が 1 9 9 9 年 7 月 2 3 日 に成立 され る と い う新た な対応

が行 われ て い る ｡

とり わ け
､

N P O 法 が 施行 され ､ 各分野 に お い て N P O 活動 の 重要性 が 意識 ､ N P O -

の 関心 の 機運 は 高ま り つ つ ある ｡ こ う した 制度の 変化に 対応 し ､ 行政や企 業､ 各 種 の N P

O な ど様 々 な組織 の レ ベ ル に お い て も ､ 新た な組織 づく りや 組織改変が 急 速に 進 み つ つ あ

る ｡ また ､ そ の 変化 - の 対応 して
､

民に よ る 民の 視点か らの 主体的 な参加 か ら ､ 行 政 の 活

動 - の 協調 ･ 実践や そ の 逆機能 - の 監視 ･ 提言 な どと い っ た活動及び N P O や ボ ラ ン テ ィ

ア な ど の 潜 在 的 な力 量 が 問わ れ て い る ｡ 更 に ､ こ う した動き の 中に は ､ 狭 い N P O の 定 義

で は 把握 され難 い 潜 在的な活動 も含 まれ て い る ｡ こ の よう な観点か ら考え てみ る と ､ 実 に

多様で 広義 の N P O 活動 が想 定 で き る ｡ そ こ で想 定され る広義 の N P O 活動 を考えて い く

際に は
､ 法制度 ､ 組織 ､ 行動 と い っ た 分析 軸 を立 て なが ら ､

N P O を取り 巻く諸環境 の 変

化に つ い て 考 え て い く 必 要性 が ある ｡ こ こ で は ､ 主 に法制度に焦 点をあわ せ て 述 べ る こ と

に する ｡

従 っ て ､ 本稿で は 上記 の 問題意識 に立 ち ､ N P O をあ らか じめ 限定す る こ とは 出来 る た

け避 けて 最 も広 い 視点 か ら接近 しなが ら ､ 新た な日 本の N P O 法案をめ ぐる N P O の 視 点

へ の 位置 つ げ を考察す る ｡

2 . 問題を取 り組む対応主体 と して ､ N P O の 視点と機能の 意義をめ ぐ っ て

現 状を 踏ま え た今後 の 様 々 な 問題 推移 を 図 - 1 の よ う に 多角 化 ､ 多層 化 し つ つ あ る

と 考 え る と き ､ 細 部の 対 応 策も 重 要 で あ る が ､ よ り 重 要 な の は 問題 の 特徴 及 び 推 移 に

向 けて の 政策 の 方 向性 で は な い だ ろ う か ｡ そ う す る と ､ そ の 方 向性 に影響 を 与 え る の

は 何 か ｡ そ れ は 個 人 レ ベ ル で は 問題 に 直面 し て い る 参 加 者の 認 識 に 伴う行 動 だ と い え

る が
､ 組 織 レ ベ ル か ら 見 れ ば ､ 図 - 2 の よ う に 問題 - の 対 応 主体 と して は 異 な る 性 格

を持 つ 行 政 ･ 企 業 ･ 市民 ( 住 民) の 側 面 が 考 えられ る ｡ そ れ ぞ れ の 活 動 は ､ 表 - 1 に

示 す よ う に
､

そ れ ぞれ の 価値や 規範 ､ 目標 ､ 性 格 な どが 相対 的 に 異 な っ て い る ｡ そ う

し た相対 的 な 異 質性 を も つ 組 織 の 活 動 は ､ 組 織 の 構 成 員を は じ め ､ 政策 の 方中性 や 制

度ま で 影 響 し て い く ｡ 勿論 ､ 法 制 度及 び 政策 が こ れ ら の 組 織 活 動 や そ の 構 成員 に 影 響

を及 ぼ す 事 は 言 う ま で も な い ｡ そ こ で
､ 行 政 ､ 企 業 ､ 市 民 ･ 住 民 と い っ た 活 動 主 体 に

-
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よ る 問題 - の 対 応 認 識 に 伴う活 動 が そ れ ぞれ 異 な っ て い る 中 で ､ N P O の 活 動と機 能

と い っ た視 点 の 必 要 性 と意 義 に つ い て 以 下 の よ う な指摘 が 可 能 で あ る 0

①行 政 側 の ア プ ロ ー

チ ; 行 政 側 の 行 動 規範 と特 性 は 多数 の 合意性( 政 治活 動 の 結 果)

に よ る 法 令 や 規 則 に 基 づ き ､ 公 平 性 ･ 平 等 性 を 旨 に 税 金 を使 っ て 実施 ･ 行 動 され る ｡

そ の サ ー ビ ス の 特 徴 は 公 益 性 ･ 非 営利 性 が 高く ､ 全 体 - の 公 平性 ､ 均
一

性 且 つ 安定 性

に 利 点 が あ る が ､ 反 面 往 々 に し て 保 守 性 や硬 直性 に 陥 る 傾 向 に あ る ｡ く わ え て 問題 へ

の 取 り組 み の 遅 さや 形 式 主 義等 の い わ ゆ る
'

官 僚制 の 弊害 も付 き ま と う o こ の よ う な行

政側 の ア プ ロ ー チ は ､ 部 分 的 あ る い は 特 定 個別 的 な 問題 に 取 り 組 む に は ､ 非 効 率 性 や

実質非 合 理 性 を持 つ こ と に も な る ｡

②企業側 の ア プ ロ
ー

チ ; 企 業は経済的 な価値 ( 利潤) に基 づ き市場競争 を通 し て行 動す

る場合 とな る ｡ そ の 行 動 の 特徴は ､ 効率性 に伴 う競争性 が 見 られ る ｡ 企業が行 うサ ー ビ ス

の 特徴 は ､ 事業 性 を見据 えた 代価性 且 つ 機敏 的 に 行われ る｡ 営利 活動で ある 以上 は ､ 当然

営利 目的 に 行 われ る 取 り組 み や対応 に窓意的選択性 や利潤 志 向に 走 る危険性等 の 問題 が 付

き まと う｡ も っ とも適 正 利潤 が 達成 され て さ え い れ ば ､ 公 的サ ー ビ ス よ り か え っ て 費用 が

低 減 され ､ サ
ー ビ ス 自体 も向上す ると い う選 択 的な代価性や 比 較優位が 指播 され る場 合 も

しば しばあ る o 無償性 よ り代 価性 の 観点 か らも企 業の 取 り 組み は
一

つ の 重要 な選 択肢 と し

て機 能 しう る ｡

③ 市 民
･ 住民 側 ( N P O ) の ア プ ロ

ー チ ; こ れ は ( あ る 種 の 理 念や 使 命な ど の) 共

有に 基 づ き そ の 価 値 の 実 現 に 向 け組 織成員 が ､ 利 潤 追 求 を目 的 とす る の で は なく ､ 自

発 的 に 問題 に 取 り 組 む 特 性 をも っ て い る ｡ そ の 行 動 の 特 徴は ､ 自発 性 に 伴う 先駆 性 で

ある . な お ､ 市 民 ( N P O ) 側 が 行 う サ ー ビ ス の 中 に は ､ サ ー ビ ス が 一 方 向 で は なく

い わ ば 互 助 的 に 行 わ れ る も の も 有 る と い う と こ ろ に 他 に は 見 られ な い 特 性 も 有す る ｡

当 然 ､ 公 益 性 ･ 非 営利性 は 高 い
o こ れ ら の 活 動 に は 確 か に 持 続性や 実効性 と い う点 で

の 問題 が 付 き ま と う が ､ 他方 ､ と り わ け部分 的 ･ 特 定 な問 題 に 取 り 組む 時 に 有効 で ､

い わ ば人 間 的 で 暖 か く き め 細 か い サ ー ビ ス の 提 供 に 有効 で あ り ､

一 定 の 観点 か ら の ア

ドポ カ シ
ー

的 行 動 に も 有 効 で あ る ｡

以 上 を 問 題 対 応 - の 活 動 主 体 別 の 性 格 区分 ( 営利 / 非 営利 ､ 公 式 / 非公 式 ､ 公 的 /

民 間) に お け る 今 回 の N P O 法 の 施 行 に よ る 広 が り を動 的 な 位置付 けと して 示 す と ､

図
-

2 の よ う に な る .

こ れ に よ れ ば
､ 多様 化され 深 刻化 し つ つ あ る 様 々 な 問題 に 対 して ､ 異な る 性 格 を 持

つ 行 政
･ 企 業 ･ 市民 側 と い っ た 活 動 主 体に よ る 問題 へ の 認 識 の 差 が ､ 問題 - の 取 り組

み の 差 を生 ん で い る こ と が わ か る ｡ 活 動 主体 に よる 問題 - の 対応 策 の 差 を生 ん だ結 果

が 行 政 ･ 企 業 ･ 市民 側 と い っ た 活 動 主 体 に よ る 分 野 別 で の 障害を 生 み 出 し ､ 社会現 象

と し て の 問題 も 多様 に 現れ て い る ｡ 問題 - の 対応 も表 面 的 に は 多様 化 さ れ つ つ あ る ｡

こ の よ う な 状 況 か ら考 え て み る と ､ 対 応 主体 の 異 な っ た認 識 の 変化 と対応 の 差 か ら 生

じ る 問題 を解 決 す る た め の 諸組 織 活 動 の 構 造 や 機能 な ど の 有効性 と 限 界 性 に 関す る

再 考の 必 要 性が 生 じ る ｡
つ ま り ､

｢ も う
-

つ の 問題 + と は ､ 問題 - の ( 異 な っ た性 格

を持 つ) 行 政 ･ 企 業 ･ 市 民 ( 住 民) 側 な ど の 活 動 主体 ( 組 織 ･ 構 成員) の 認 識 の 差が ､

問題 - の 取 り 組 み の 対 応 差 を生 み ､ 分野や 機 能 の 面 な どで ス キ マ
･ ム ラ を 生 じ る こ と

-
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で あ る ｡
こ う し た 事 態 に 対 応す る に は ､ 行 政と 民 間 の 役 割や 機 能 の 分担 の 最適 効 果 を

も たら す 工 夫 の 必 要性 が 生 じ る ｡

なぜ な ら ､ 第
一

に行 政 の 公 的サ ー ビ ス ( ハ ー ドか ら ソ フ トまで の 諸施策) は二 重 苦問題

を抱えて い る か ら で あ る ｡ 費用超過 によ る財政の 失敗や ､ 質の 問題 と して サ ー ビ ス の 形 式

化 と ｢ 冷た さ+ が しば しば指摘 され る の は こ の 局面 で あ る ｡ 第二 に ､ 営利性 に基 づく 選択

的な企業側 の 行動 は ､ 社 会資本分 野 に つ い て は ま さに ｢ た だ乗 り+ 的傾 向も あ り ､ 収益性

が 見込 め な い と こ ろ に は 活動 を展 開 させ な い 事も少 なくな い ｡ 第三 に
､

市民 ･ 住民側 の ア

プ ロ
-

チ は 住 民 エ ゴ に 結 び つ く 可 能性 も あ る 市民 ･ 住民 側 の ア プ ロ ー チ を例 に と れ ば ､ 図

-

4 で 示す Ⅲ の よ う に 細 かく 多様 な問題 に か か わ るサ ー ビ ス に順 応力 を発揮 し ､ 寄付や 助

成金 を主 な財源 とす る た め組織 力も 弱 い が ､ か え っ て図 - 3 の Ⅲ の よう な先駆 的 で 且 つ 開

拓的 な事業を展 開 し
､

図 - 4 の Ⅲ の よう に ､ リ ス ク は高 い が そ の 先駆性や情熱 に よ っ て リ

ス ク を克服す る場 合も想定 で きる か らで ある o

従 っ て ､
こ こ で の 基 本 的な ス タ ン ス は ､ 問題 - の 対応 に お ける行政 シ ス テ ム や 企業に よ

る 市場 シ ス テ ム と い っ た側 面 の 不十 分 な点や 問題点 を市民側 ( 主と して N P O に よ る) が

補完す る こ と ､ 逆 に そ の 限界性 は行 政 ､ 企 業が 補 っ て い く と い う余地や 方法 を工 夫す る 必

要が あ る と い う こ とに な る｡ こ の こ と は ､ 問題 へ 対応す る組織 の 性格 自体か ら見て も ､
N

p o の 視 点や 機能 な しに は 考 えられな い こ と を示 して い る ｡

問題 の 多様化

応策

多角化

多層化 営利

非普利

行

公 式

非 公 式

民間

( 企業)

P O

Ⅲ

( 市民 ･ 住 民)

民間

図
-

1 問題 へ の 対 応 策 ベ ク トル ( l ' 図
-

2 交通社 会 へ の 活 動主 体 の 性 格 区分 ( 2)

特性 権力 社会的 行動規 行動 の 情報 の 流 行動 の サー ビ スの 公 益 ･ 非営利

活動セクタ
ー の.源 価 値 範 ･ 原理 目 標 れ 源 と型 特性 特性 悼 /

I) スタ度

Ⅰ 政治 平等性 法令 ･ 法 の 実現 法/ 規則 画
一

性 均
一

性 最も高 い /

公 的 セ ク タ
ー

活動 公 平性 規則 ヒエラルキー 型 保守性 全体的 最も低 い
,

( 政府 ･ 定盤) 合意性 / 対応 遅 い 硬直性 形式性 ( 税金)

Ⅱ 資本 経 済性 経 済性 ･ 利潤追求 価格 競争性 代価性 低 い / 中間,

営利 セ ク タ ー 活用 利 潤性 利潤追求 マ
ー

ケット型/ 機敏性 選択的 ( 資金
･

利益)

( 企業) 能率性 対応 選 択 効率性 事業性

Ⅲ 市 民 多元性 共有理念 共有 理 念 情報 共有 自発性 多様性 高 い / 高 い
,

市 民 セ ク タ
ー

参加 特定性 / 価値 価イ直実現 ネットワ
- ク型 先駆性 部分的 (事業

･ 寄付)

( N P O ) 活動 共感性 / 対応 早 い 順応性 互助性 ( .補助金)

秦 - 1 公 的 ･ 営利 ･ 市民セ ク タ
ー

に お け る活動特性
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3 問題 - の 対応性
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4 問題 - の 対応効果( 範囲 ･ 特性)
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低 い

J
' ‾

●
‾

●
I

.
′

Ⅱノ
ノ

′
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図
-

5 営利度 と リ ス ク 度 の 関係

3 . 日本 で の 新た な N P O 法案をめ ぐる N P O の 視 点 へ の 位置付 け

まず ､

` `

N P O と は 何 か
''

と い う定 義に 関 して は ､ それ ぞれ の 国の 歴史的な背景や 法制

度な どに よ っ て 大きく 異 な っ て お り ､ 実際に 活 躍 して い る 組織の 形態も様々 で あ る以 上
､

どの よ う な議 論 が ある か を把 握 しな けれ ばな らな い ｡ そ こ で ､ 欧 米諸国の 議論 を紹介 し
､

そ こ か ら 日本 で の N P O の位 置付 け - の 議論 を考察す る ｡

そ もそ も N P O と い う言 葉は ､ 政府 より先に コ ミ ュ ニ テ ィ
ー が で きた と言 われ る歴 史を

持 つ アメ リ カ で 非 営利 団体 と して の 活動 が認 め られ I R C 5 0 1 条( c ) ( 3) と い う税制上 の 優

遇措置 を受け る組織 を指す名 称 と して 使 われ て き た用語 で あ る ｡ N P O の 特徴と して も ､

ア メ リ カ の ジ ョ ン ズ ･ ホ プ キ ン ス 大学非営利 セ ク タ
ー

国際比 較プ ロ ジ ェ ク トグ ル ー プ の

L ･

.W ･ サ ラ モ ン と H ･ K ･ ア ン ハ イ ア - の 定義 が 最 も利 用され て い る . それ に よれば ､
｢ ①公 式

の 組織 ②非 政府組織 ③非営利分配 ④自己 統治 ･ 自主管理 ⑤自発的組織 ⑥公 共性

で ある こ と+ ( 電通総研[1 9 9 6 : 2 4 - 2 5] ) ､ の 6 点 をあげて N P O の 定義と して い る ｡

白 石 克孝 は ､
ア メ リ カ と異な る ヨ

ー

ロ ッ パ の N P O 事情に つ い て 以下 の よう に 述 べ る ｡

｢ フ ラ ン ス で 定義され
､
そ の 後 ヨ

ー

ロ ッ パ の ラ テ ン 系諸国で 使 わ れ る よ う に な り ､ 現在 で は E U で

も用 い ら れ て い る 議論 で
､ 社会的経済と い う考 え 方 が あ る｡

フ ラ ン ス の
"

社会的経済憲章
' '

( 1 9 8 1

年制定) で は ､ 社会的経 済 と は 協同組合 ､ 共済組合 ､
ア ソ シ エ

ー

シ ョ ン の 総体と規定され て お

り
､

E U で も基本的 に は こ の 定義 に そ っ た と ら え方 と な っ て い る ｡
ア メ リ カ で い うと こ ろ の N P

o は ア ソ シ エ
ー

シ ョ ン に 当 て は ま り ､ 社会的経済論 の 方 が 対象 と す る組織 の 範囲 は 広 い
｡ N P

o 論と社会的経済論 の 最 大 の 違 い は ､ 協同組合や共済組合 を非営利民間組織 と して 認 め る か ど

う か と い う点 に あ る) ( 白 石 [ 1 9 9 8 : 2 9]) ｡

白石 は ､ ア メ リ カ に お い て も ヨ
ー ロ ッ パ にお い て も､ N P O と は い ずれも公 益性 並 びに

非営利性 とは 不可分と され て い る共通性 が 高 い も の で あ る指摘する ｡

｢ ア メ リ カ の N P O 論 に お い て
､ 非営利性 に 対す る 理解は

､ 利益をあげて も株式会社 の よ う に

関係者 で 分配 せ ず ､
公 益 の 事 業や活動 に 使うと い う こ と で ､ 収益事業 は N P O の 活動 に と っ て

大切な エ ネ ル ギ ー の 源 で あ る とされ て い る
｡ 社会的経 済論 に お い て も , 利潤 の 配 分 に つ い て は

非常 に 限定さ れ た 形 で し か 認 め て お らず ､ ま た 組 合員 の 利益 だ け を 追求す る こ と を使命 と は し

て い な い ｡ + ([ i b i d : 3 0])
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と こ ろで 日本 の 場 合は ､ 特 定非営利活動促進 法 ( 以下 N P O 法) が 1 9 9 8 年 1 2 月 1 日 か ら

実行 され た｡ 前述 の 白 石 は ､
｢ 日本で の 議論 は N P O 法と い う通称 が示 して い る よう に ､ ア

メ リ カ 流の 定義に 大 き な影 響を受 けて い る+ ([ 1 9 9 8 : 2 9]) と述 べ る｡ 確 か にそ う思われ る

とこ ろも多 い が ､ 日本 の N P O 法 が ア メ リ カ か ら大き な影響 を受 けたと い える が ､ 両国に

は法制度 をは じめ ､ 社会 ･ 文化 ､ 政治 ･ 経 済､ 歴史な ど様々 な領域 に 異な る側 面 をも っ て

い る こ と は否 定 で き な い ｡ 例 えば , こ こ で は 法制度 ､ 資金源 の 側 面をめ ぐ っ て 両国 の 差 異

を中心 に 考 えて み る ｡

まず ､ 法 制度 の 面 で の 日本 の N P O 法案に は ､ 政府 の 政策と異なる活動 を して い る ア ド

ポ カ シ ー 団 体で も N P O と して 認 められ て い る アメ リカ と違 っ て ､
｢ 宗教活 動を 主た る 目的

と しな い+ ｢ 政治上 の 主 義の 推進 ･ 支持 ･ 反 対 を主た る 目的と しない+ ｢ 特 定 の 候補者等 又

は政党の 推薦 ･ 支持 ･ 反対 を目的 と しな い+ な ど の 要件 が 盛 り込 まれ て い る こ と に よ り ､

政治活動 や宗 教活 動 は制 限され て い る の も事 実で ある ｡ い わ ば ､ 政府が N P O 活動 と して

｢ 認 め られ る+ 活動 分野 内 で の 活 動 しか N P O 法人と み なされ な い 側面も含ん で い る 0

次に ､ 資金源 の 面 で も アメ リカ で は N P O 団体に対す る寄付 に つ い て は , 税控 除が認 め

られ て い る上
､ 個人や 企業か ら の 寄付 と助成金 が 多い ｡

一 方 日本で はま だ ､ N P O 法人 -

の 税金 の 優遇処 置 を取 る べ き か検討され て い る 上 ､ 助成金 の 数が少な い ため に 活動 の 制約

も生 じうる だろう｡ 又 ､ 日本で は 個人 が 団体を支援す る こ ともまだ少な い よ うな気 がす る ｡

ち なみ に ､ 1 9 6 0 年代 に アメ リカ 政府は 社会福祉 団体や ケ ア 団体な ど - 助成を行 っ て 福祉

や 人権な ど の 充実を図 り ､ こ の 時期に N P O が 大 い に 栄え たが
､

1 9 80 年か らの レ ー ガ ン 政

権下の 新保 守 主義改策に よ り N P O - の 助成金 が 大幅に カ ッ トされ ､ こ の 時期 に つ ぶれ る

N P O も 多く あり ､
こ れ 以後 ､

N P O は フ ァ ン ドに 関 して し っ か り した姿勢を持 つ よ うに

な っ た とも い われ る ｡ 立ち あが り つ つ ある 日本 の N P O は ､ ア メ リカ の よう な財政的な面

で の 経験 を持 っ て い な い ｡

こ の よ うな状況 を踏 ま えた日本 にお い て も
"

N P O とは何 か
''

と い う問題 に 関 して の 定

義は ま ちま ちで あり ､ 少 なく とも N P O の 法が 日本で 施行 される まで は ､ 日本 の N P O の

認知 度は非常に 低 い 上 ､ ほと ん どが草の 根 的 な活 動で 規模が 小さ い 任意団体で ある と い う

想定が
､

より N P O の 把 握を困難させ て い る と言 えるだ ろう ｡

一

般的 に ､ N P O とは 政府 ･ 自治体や企 業と異 なる第三 極で ､ 市民自ら自分た ちや社会

の ニ ー ズ に 積極的 に 取 り組 ん で い る運動 の 受け皿 と して
､ 多く の 市民の 自 主的 な参加 と支

援に よ っ て 自立的 な公 益活動 を目指す組織で ある と言われ る ｡

また
､ 伊藤裕未は ､

｢ N P O と は行 政が社会的 コ ン セ ン サ ス ( と して の 法令や規則) に基

づ き公 平性 を旨 に行動 し､ 企業が 経済的な価 値 ( 利 潤) に 基づ き市場競争を通 して 行動す

る の に対 し ､ それ ぞれ が ある種 の 理念 ･ ミ ッ シ ョ ン の 共 有に基づ きそ の 価値の 実現に 向け

自発 的 に行 動す る組織特性 をも っ た集 団で あ る+ ([ 1 9 9 8 : 3] ) と定義づ けて い る ｡ 小 島康光

は ｢ 非営利組織 とは ボ ラ ン テ ィ ア を含む組 織成員が 利潤追求 を目的とす る の で はなく ､ 社

会に 対 して サ ー ビ ス を提 供する組 織で ある ｡ そ の 活 動資金 は ､ 利他主義の 立場 か ら拠 出 さ

れ る寄付金 や会費な どに 主 に依存 して い る+ ([ 1 99 8 : 6
-

7]) と 定義づ けて い る ｡

と こ ろで ､ 尾 形 隆彰は ､
｢ N P O は決 して 定義や規定の 如何に よ っ て左 右され る存在な の

で は なく ､
そ の 行動 や 実際の 機能が N P O ら しさ を形成 して い る の だ+[ 1 9 9 9 : 1 2 3] と い う｡

ま た ､ 田尾 雅夫は ｢ 官僚制的シ ス テ ム を備えた大規模な組織 ( 医療法人や 社会福祉 法人 ､
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財団な ど) か らサ ー ク ル 的な集合 ま で を N P O と 一

つ に 括 り ､ 語 る こと に無理 が ある こ と

は 明ら か で ある+ ([1 9 9 8]) と主張 す る ｡

しか し ､ 久 住は ､
｢ ア メ リ カ の よう な免税 制度 が整備され る まで は ､ 厳癒 に い えぱ ､ 日本

に は N P O が 存 在 しな い と言う べ き だが ､ ゆ るや か に 考えれ ば ､ す で に ある市 民活動 団体

も N P O で は な い か+ [ 1 9 9 7 : 1 5 0
-

1 5 1] と述 べ る o ま た ､ 早瀬 昇 は ､
｢ El 本の N P O は ､ 財

団 ･ 社団法 人 に 加 え ､ 社会福祉 法人 ､ 学校法 人 などをも含む様 々 な公 益法人と い う制度化

され た N P O と ､ 任意団体と して 活動 す る ボ ラ ン テ ィ ア ･ グ ル
ー

プや 市民活動 団体で ある

認知 され て な い N P O が 二 層構 造 をな して き た+ [1 9 9 8 : 1 6] と い う ｡

上記 の 議 論 ら は結局 ､ 宮垣元 が ｢ 理念型 と して の N P O が い か な るも の か と い う 問 い と

現 実 に 存在す る ど こ ま で の 範 囲を N P O とする の か と い う 二 重 の 問題 が 含まれ て い る ｡ +

[ 1 9 9 8] と指摘す る 文脈 の 中で行 われ て い る ｡ つ ま り ､ N P O を位置付 けす る に は ､ 概念

と して 掲 げ る定義と ､ 現 存する活 動範囲 の 線引き を どう捉 え る べ き か と い う こ とが 指 摘さ

れ て い る と い え よ う｡

こ の よ うな様 々 な議 論の 中で N P O の 定義と範囲に つ い て論 じられ る の は ､ N P O へ の

税の 優遇 処 置 を取 る べ きか 検討 され て い る か らで ある ｡ 従 っ て 日本の 現段階で は ､ N P O

の 概念的 な定義 よ り も機 能 の 方に 注 目す る の が 妥当 で あ る ｡ しか しなが ら､ ア メ リ カ をは

じめ とす る 他 国 の 例 が 示す よう に ､ 今 後 ､ 税 の 優遇措置が なされ る法 改正 の 可 能性 を考 え

て み る と ､ 遅 か れ早 か れ 日本 の N P O に も税 の 優遇措置が とられ る こ とに な る だろ う｡ そ

う考え る と ､ N P O の 議論 に お い て 定義 の 重要性 が 浮 か び 上 が る ｡ なぜ な ら N P O - の 税

の 優遇 措置 は ､ 当事者 が 認識する こ とと他者が規定する こ とに よ る N P O の 定義間 に ある

広 い 幅 をよ り詰 める こ とを意味す る か らで ある ｡ ま た ､ ある意味で 現段 階は そ の よ うな過

程 で の 相 互 作用 が ど の よ うに 展開 され るか を模策する準備 段 階とも言 え るだ ろ う｡

次に ､ N P O の 法 と い う制度の 変化 に よ る動 向 を法 人化 に よ る利 点と懸念 され る 点 を中

心 に 考えて み る こ とに しよう｡ N P O 法 の 正 式 な名称 は ｢ 特 定非営利活 動促進法+ で ある

よ うに ､ 市民活 動 を促 進す る の が 目的 で ある ｡ こ の 法律 は ､ 市民活動 を行う団 体が ､ そ の

活動内容に か か わ る 主務官庁 と相 談す る こ となく ､ 都道府県 や経済企 画庁 の 窓 口 で ､ 簡便

に 非営利の 法 人格を得る こ とが で き る と い う ( 許可制 で は なく 認証制 と い う) 法制度 を実

現 した こ と に意義が ある ｡ 1 8 9 8 年 に 日本で 施行 され た民法 の 下で ､ 非営利 の 法 人格は ､ 主

務官庁 と相談 しなけれ ば得られ な い と い っ た常識 に長 年浸 っ て き た こと を考え る と ､ 法人

制度に関する 画期的な規制緩和 だ と評価で き る ｡ 例 えば ､ あ る団体が 法人格を持て ば ､ 組

織の 名 と責任に お い て ､ 行政や 企業な どと業務 の 契約 を結ぶ こ とがで き る ｡ そ して ､ 代表

者は そ の 無限責任か ら解放され る こ と に なり うる ｡ 株式 会社は 営利を目的と した 法 人 だが ､

こ の 法人 制度 を抜き に して は近 代以 降の 産業 の 発展 は 語れ な い
｡

▲
法 人制度とは ､ そ れ ほ ど

大き な社会 的活動の 手段 な の で ある ｡ 今回 の N P O 法 に は ､ 法人格 を得た団体の 情報公 開

が義務付 けられ て い る た め ､ 対 外的 な社会 責任 を明確 一

任意団体の 時 に は個人(代表者) に

あ っ た責任 の 帰属 か ら N P O 法 人 - の 責任帰属 の 転 化
一

に な り う る意味 も大き い と思 う｡

こ の よう な様 々 な考察が示 唆する こ とは ､ N P O の 定義が ､ 他者 ( 行政 ､ 研 究者 ､ 世論

など) か ら規定され る だ けで なく ､ 活 動 して い る側 か らの 意味や アイ デン テ ィ テ ィ 志 向 の

側面 も含まれ て い る こ と を忘れ て は な らな い ｡ 実 際に活動す る 人 々 をみ る と ､ 法人 格を取

得する こ とに 対する意味付与 を は じめ
, 自分た ち の 組織に 対す る自 己定義もさま ざま で あ

-
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る o 筆者 が 調査 したと こ ろ に よ る と ､ 財 団 ･ 社 団法人規模 の 組織や資金 を確保 しなが らも ､

N P O 法人 の メ リ ッ トが な い こ とか ら法 人格を取得 しよ うと しな い 団体が少 な か らず 見ら

れ た ｡ 実際 の と こ ろ は ､ 組織 に よ る自 己 定義と他者 の 定義に は 大き な隔た り が あり ､ そ れ

に伴う N P O の 範囲 の 線引きも流動的 で あ る ｡

結局 ､ そ の 定義は さ しあた っ て は研 究す る側 の 懇意性 に よ っ て ､ い く つ か の 要素か ら判断

す る しか な い と い う の が 妥当 なと こ ろ だろ う ｡ 例 えば ､ 交通 N P O の よう なま だ嘆 昧模糊

と して い る領域 を探索 して い るよ うな時 に は ､ 狭 量な規定 を急 ぐ こ とで そ の 実態 の 豊か な

多様性 を見 失う こ とに なり か ね な い の だ か ら なお さらで ある ｡ と は い っ て も ､ こ う した様 々

な N P O を見 る 際 ､

- 応 定義と範囲に 伴う類型化 ぐら い は して お か ねばな るま い o

4 ･ 日本 の N P O の 位置 付けに よる定義と範囲の 類型化

早瀬は
-

般 の N P O に は ｢ 公 益法 人と い う制度化 され た N P O + と ､
｢ 任 意団体と して 活

動する ボラ ン テ ィ ア ･ グル ー プや市 民活動 団体で ある羅 知され て ない N P O + が 二 層構 造

をな して き たと い う [ 1 9 9 8 : 1 6] ｡ こ こ で は 最近 N P O 法 人が施行され た以上 ､ 二層構埠が

三層構造に 移行 して い る こ と に 注目 した い ｡ つ まり ､ 財団 ･ 社団と い っ た民法法人 を含む

様 々 な公 益法人 と い う制度化 された 広 い 意味で の N P O と ､ N P O 法人 とな っ たも の と ､

(財 団 ･ 社 団並 み の 規模で あり) N P O 法人 に なりう る がそ れを敢えて して い な い 任意団

体が 潜在 的 な N P O に分 類で き る ｡

どこ まで 潜在的 な N P O と定義す る の か は流動的 な概念 に成らざる を得 な い が
､
少 なく と

も いく つ か の 要 素の 状況 か ら判 断す る の が 妥 当で あ ろう ｡ そ れは現 行法 の 位置付 け と進 路

目標 と して の N P O 法人 - の 移行性 ､ 非営利 ､ 民間主導 ､ 組織の 公 式性 な どの 要素が どの

く ら い 備 わ っ て い る の か ､ そ の 評価軸は ､ どの ように 評価す べ きか ､ さ らに は 当事 者と他

者との 関係 性 な ど多岐に わた る ｡

これま で の N P O に 関する藩論 に おい て 共通 点が 多い と思われ る要素と して ､ 非営利 ､ 民

間 が 主体 ､ 組織 の 公 式性 が 指摘で き る o こ の よ うな要素に沿 っ て N P O の 概念的 な定義を

行 なうと ､ N o n
-

P r o f i t O r g a n i z a t i o n - 非営利 組織とは それ ぞれ が ある 種 の 理念や 使命 な ど

の 共有に 基 づ き そ の 価値の 実現 に 向 け､ ボラ ン テ ィ ア を含む組織成員が 利潤 追求 を目的 と

する の で は なく ､ 社会 に 対 して 民間が 主体に な り ､ 自発的に サ ー ビ ス を提供す る組織特性

をも っ た集団 で あ る と して位置付 け られ る ｡

更に ､ 久 住､ 早瀬 ､
尾 形な ど の 言説 を参 考に しなが ら ､ ど こま で N P O と して み なす の

か とい う 日 本で の N P O の 範囲 に つ い て 次の よ うに論 じる ｡ 日本の 社会構造 と 必然的 な関

係 に あ る法 の 根 拠 【〔法 ; 特殊法人法 ､ 地方条例 ､ ( 民法 3 3 条 ; 民法 3 4 粂の 民法法 人 ､ 民

法 3 4 条の 特別 法人 ､ 民法 3 4 条の 特別法特 定非営利 法 - N P O 法 ､ 民法 3 5 条の 商法 ･ 有限

会社 法) ､ 任意〕 と 〔( 法 人 の 付与 シ ス テ ム ; 法令 ･ 許 可制 ･ 認 可制 ･ 認 証制 ･ 準則 主義 ･

任意)〕】 に よ る税 の 優遇措 置 の 程度な どと い う制度や活動主 体 の 機能の 視点 【行政の 外郭

団体 ､ 企 業 の 社会貢 献活動 ､ 市民 ･ 住民 の 非営利活動】 に基 づ い て組織 の 類型 を大 まか に

考え ､ 図 - 6 の よう に 概念図化 して みた o なお
､

こ の 図 - 6 は ､ 以 上 の よう な視点 に 基づ

き なが ら
､

日本 の 各種 団体の 事例 を通 して作成 した もの で ある ( なお ､ それぞれ の 組織 に

お ける組 織の 構成員の 行動論 の レ ベ ル の 類型 化 は ､ 今後の 研 究課題 と して 残 した い) ｡ 更

に ､ N P O 法人 の 概要 は ､ 表 - 2 に まと め て み た ｡
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目 的 特 定非営利活動を行う団体に 法人 格 を付与する こ と等に より
､ 市 民が行 う

自由 な社会貢献活 動の 健全 な発 展 を促進 す るo

特 定

定義 ･

不 特定か つ 多数 の もの の 利益 ( 公 益) の 増進に 寄与する こ と

活 動

* 1 2 の 活動分野 に限定

非常利 ①保健 ､ 医 療又 は福祉 ②社会教育 ③ま ちづ く り ④文化 ､ 芸術 又 は

活 動 の 分野 ス ポ ー ツ ⑤環境 の 保全 ⑥ 災害救援 ⑦地 域安全 ⑧人権 の 擁護又 は

定義 平和 ⑨ 国際協力 ⑲男女共 同参画 社会 ⑪子 ども の 健 全育成 ⑫前号

に掲げる活動団 体の 運 営又 は活 動 に 関す る連絡 ､ 助言 又 は 援助

特定

定義 ･ 営利を 目 的と しな い
･ 特定非営利 活動 を行う こ と を主た る 目的す る

要件

･ 報酬を受け る役員が ､ 役員総数 の 1 / 3 以 下

･ 宗教活動を 主た る 目的と しない

非常利 ･ 政治上 の 主義 の 推進 ･ 支持 ･

反 対 を主た る 目的と しない

活動法人 ･ 特定 の 候補者等又 は政党 の 推薦 ･ 支持 ･

反 対を 目的と しな い

･ 暴力団又 はそ の 構成員 の 統制 の 下 に あ る団 体で な い

･ 1 0 人 以 上 の 社員 を有する 等

所轄庁 ･ 事務所 が所在す る都道府県 の 知 事 ( 団体委任 事務)

･ 2 以 上 の 都道府 県に事務所を設 けるも の は経 済企 画庁長 官

設立

* 所 轄庁が条例等を定 め設立を認証

提 出 定款 ､ 役員名簿 ､ 設立趣 旨書 ､ 設 立者名 簿 ､ 議事録 の謄本 ､

認 証

申請

書類 財産 目録 ､ 事業計画 書 ､ 収支予算書 等

認 証 ･ 設立 の 手続並び に 申請書及 び定款内容 が法令 に適合 して い る こ と

基準 ･ 法人の 定義 ･

要件 に適合 し て い る こ と

事務処 理 期間 ･ 申請書受理 後 ,
2 月 間 縦覧 した後 2 月 以 内に決定

見 直 し規 定 ･ 施行か ら 3 年以 内に見 直 し

義
-

2 特定 非営利 活動法人( N P O 法 人) の 概要

まず図 - 6 を説 明す ると ､ 民間非営利セ ク タ
ー

の 中に は広 い 意味で の N P O と任意団体が

存在する ｡ こ こ で の 任 意団体は ､ 地縁 ､
血 縁 ､ 知縁 ､ 学縁 ､ などに よ る親族会 ､ 同 窓会､

同好会 ､ 各種団体な どが ある ｡ 広義の N P O の 中に は 民法 3 4 条の 特別法 による 法人 と して ､

学校法人 ､ 社会福祉 法人 ､ 宗教法 人 ､ 医療法人 (税率 は営利法人並 み) な どが認 可制と し

て存在 し ､ 労働/ 商工 組合や が 生産 / 消費生活協同組 合 な どが 準則 主義と して存在す るだ

けで なく ､ 公 益信託 法人 が 許可制 で 法人格 を取得 し存在 して い る ｡ そ の 他 に も民法 34 条の

特別 法 に よ る法 人も 多数ある ｡ なお 民法 3 4 条の 民法法人 と して財団 ･ 社団法 人格を取得と

した狭義 の 公 益法 人 は も ちろん 許可制で ある ｡

ま た狭 義の N P O に は ､ 民法 3 4 条の 特 別法特定非営利法 によ る認 証制 で法 人格 をと る N

P O 法人 も あ る ｡ そ して 最後に
､

N P O 法人格が ま だ取得出来 て い な い ､ ある い は敢 えて

する つ もり の な い 潜在的 な N P O が任 意団体 と して 多く存在する こ とは い うま で も な い
｡

ま た ､
こ れ ら の 民 間非 営利セ ク タ ー の 活動 を N P O とそ の 周 辺 か ら捉 え るため に ､ 官と民

と の 接点か ら捉 える行政 の 外 郭団 体｡ 営利側 の 非 営利的な活 動と して ､ 企 業が行 うメ セ ナ

- 2 1
-



並び に フ ィ ラ ン ソ ロ ピ ー と営利活動 の い わ ば中間形態 ( 後 に述 べ る営利と非営利 と の 接点

に もな る よう な立 場) とい っ たも の も含めて考 える ｡

つ ま り ､
N P O の 定義に つ い て は様 々 な議論が 行 い っ つ あるが ､ 筆者は 三 つ の 側 面 か ら

N P O を捉 え ､ 以 下 の 通 り に範囲を設定す る ｡ i .
｢ 広 義の N P O + は各種 公 益法人 / 財 団 ･

社団法人 と ｢ 狭 義 の N P O + を含む o ii .

｢ 狭義 の N P O + は ､ 現に 特定非営利 活動促 進法

に基 づ く N P O 法 人 とih . N P O 法 人 の 取得が 見込 め る 潜在的 な N P O ( 任意 団体) を指す o

本稿で は ､ 主 に ､ 新 し い 動き と して の ｢ N P O 法 人+ をめ ぐる N P O の 位置付 けを念頭 に

置き なが ら ､ N P O の 範囲 を活動 主体の 類型層文脈 こ と に 分けて 指す こ と に な る｡

広義 の

公 益 法人

民間

営利

クタ
-

広 義の

N P 0

狭義の

N P 0

任意団体; 地縁 ､ 血縁 ､

各種公 益 法人 ･

, ( 民法第 34 粂 の 特別法 : 許 可 ･

罷可 ･ 準則)

学校法人 (認 可) ､ 医療法 人 ( 認 可) ､ 宗教法人 ( 謬 可) ､

社会福祉法人 (認 可) ､ 各種( 協同) 組合 ( 準 則) ､

公 益信託(許 可) ､ そ の 他 ､ 等

狭義の 公 益法人 ; ( 民法第 3 4 条 の 民法法 人 : 許 可 制)

財団法人 ･ 社団法人

潜在的 な N P O ( 任意団体; 地縁型
-

折衷型
一

目 的理念型5

知縁 ､ 学縁な ど に よ る 親族会 ､
同 窓会､

同好会 ､ 各種 団体 な ど

図 - 6 N P O の 類型 ; 法 の 根 拠 に基 づ い て の 組 織の 類型

5 . 日本 の 広義 の N P O の ニ 層構造か ら三 層構造 へ の 細分化と移行化

つ ぎに ､ 以上 の よ うな N P O の 定義と範囲の 類型化 に 沿 っ て 日本 で の N P O を行政の 影

響力と組 織の 成熟度の 側面 か ら考えて み よ う｡ 日本 で の 広義の N P O は ､ 今回 の N P O 法

人 の 施行 に よ り ニ つ の 類型か ら三 つ の 類型 - 細分化 され移行化 して い る 点が特徴で あ ると

い えよ う ｡ それ は ､ 第
一

に行 政が 行 政の 視点か ら政策の 順機能 - の 協調 を求め る た め に責

任 をも っ て 指導す る こ とを制度化 し ､ 許可 制 と い う法人 付与方法 で法人格が 取待され る財

団法人や 社団法人 と い っ た狭義の 公 益法人 があ る ｡ 第 二 に ､ 民が 民の 視点か ら行政 の 順機

能 - の 協調 ･ 実践や逆 機能 - の 監視 ･ 警告 な どと言 っ た新 し い 動き と して ､ 潜在的 な N P

o で あ る任意団体が 考 えられ る ｡ 第三 に ､ 新 しく N P O 法案が施行 され る こ と に より現在

N P O 法人 格 を取得 した 団体が あ る｡ 潜在的な N P O と して の 任意団体は ､ 今後 ､ 税 の 優

遇措置な ど N P O 法 の 改 正 よ っ て N P O 法 人 の メ リ ッ トが増える こ とに伴 な い ､ N P O の

法人格を取得 して い く と考え られ る ｡ 因み に
､ 法人格 を取得 して い く利点と して ､

｢ 社会 的

信用 の 増加+ ､
｢ 会計な ど組織体制が し っ か りする+ ､

｢ 各 種契約や建物登記 が 法人名 義で で

き る+ な どが あ る反 面 ､ 法人化に伴う懸念す る点 で は ｢ 会計報告や総会開催な ど事務処 理

の 負担 増大+ ､
｢ 税負担 の 増加+ ､

｢ 人件費の 増加+ 等が上げなれ て い る ｡ なお ､ 国や 地方自

治体が
､

N P O に 公 的サ ー ビ ス を委託 し､ 行 政 の ス リ ム 化が 出来る ため に も
､ 今後 の 行 政

と N P O と の 関係 性 が 注 目 され る ｡

そ の 意味で ､ 日本で の 広 義の N P O が 二 つ の 類型 か ら三 つ の 類型 - 細分化 され移行 して

い く ｡ そ の 際 ､ 新た な 日本 の N P O 法案は よ り 活性化 な い し促進剤と して機能 し得 る点 が

期待で き る で あろ う ｡ 更 に 日本 で の N P O 法 人 の 位置付 けを組織の 設 立 の 難 易度と組織の
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成熟度と の 観点 か ら考 える と ､ 図 - 7 の よ うに なる ｡ 図 -

7 で は民法 3 4 条に 基づ く 法人 の

付 与 シ ス テ ム か ら の 設 立難易度 【任意 < 認証 制 ( 税制 の 優遇 を検討) < 認 可制 ( 部分的

な税 制 の 優遇) < 許 可 制 ( 税制 の 優遇) < 法】 に よ る行 政の 影響力 と税制 の 優遇度 など を

表 そ う と した｡ ま た ､ 図 - 7 で の 組 織 の 成熟度 は ､ 組織の 設立 の 難 異度や設 立 時期 の 経過

な どと の 関係 も あり なが ら ､ 組織 の 存立 の 形態 が どれく ら い 公 式 ( 法 人化) に認知 され て

い る か を指 して い る ｡ 任意団体の 中に は ､ 財 団 ･ 社団法人 の 規模を持 ちなが ら､ 許 可制 に

よ る狭義 の 公 益 法人 で ある財 団 ･ 社団 法人 の 取得の 難 し い こ とや N P O 法人 の メ リ ッ ト( 特

に 税の 優遇 措置) が な い こ と の 理 由か ら任意団体の まま活動 を継続 して い る 団体も現 に あ

る｡

広義 の N P O

財団 ･ 社団

狭義 の 公 益法人

任意団体
､ -

- l ●●
●- - - ● - 小 一 →

▼

i

特殊法

行政 の 影響j

塾生盈畳屋

特殊法人 法

◎･ づ← 許 可制

吃

匝司 組織成熟度

可 制

主 義

証制

' . ' ' . . .
' ' ' ト生息

虹ヱ旦墜ム聖墜畢生望
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●
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軒
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財団 ･ 社団
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? A

匝頭 組織成熟度 匡司

図 - 7 日本 の 広義の N P O の 二 層構 造か ら三 層構 造 - の 細分化 と移行化
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6 . おわりに

以上 ､ 新たな 日 本 の 特 定非営利活動促 進法 をめ ぐる N P O の 視点 - の位置づ け を理論 的

に 考察 して き た ｡ 今後 ､ 多様化する 民の 要望 に応 じる と同時 に ､ 公 的投 資の 効率化 を 図り ､

行政 の 限界性 を克服 する ため に は ､ 上 ( 行 政側) か ら の - 方 的 な方法 に よ る施策で は なく
- 共感 に基 づく 相互 関廃を作り あげ る ため の 施策

一

参加 に基 づ く対策が 実現する 事 が 必 要

で あ る ｡ それ を担う N P O の 役割が ､

一

例 え ば①市民 レ ベ ル で 言 えば ､ 地域を作り ､ 変え

て い く と い う参加 意識 を持 つ ｢ 市民+ と い う意識 が N P O の 活動や役割を ､ どの 程 度認識

し ど の 程度ま で期 待 しう る の か に か か わ っ てく る ｡ ② ｢ 狭義の N P O + の 組 織活動 は ､ 行

政 の 業務 の 省 略化 や財 政 の 効 率化 だけで は なく ､ ボラ ン テ ィ ア 活動 の 活性化 及 び ｢ 広義の

N P O + の 効率性 を もた らす可能性 に も つ なが る｡ ③ N P O 法 の 施 行 の 意義は ､ 問題 に か

か わ る活 動 主体及 び 分 野別 で ､ 新 し い 動 き と して の 組織を生み 出 して い る影響力 を持 っ て

い る .

- ますます大 き な意味を持 つ よう に な る と考 えられ る o

N P O 法人 - の 税 の 優遇 措置 を取 る べ き か 検討され て い る 日本 の 現段階で は ､ N P O の

概念的 な定義より も役割及 び機能 の 方に注 目す る の が 妥 当だろう ｡ しか しなが ら ､ 遅 か れ
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早 かれ 今後 の 日 本 の N P O 法改正 に も税 の 優遇措置 が 取 り上 げられ る ｡ そう考え る と ､ N

P O の 議論 にお い て概念 的な定義の 重要性 が 浮 か び 上が るだ ろう｡ なぜ な ら N P O 法人 -

の 税の 優遇 措置 は ､ 当事者が静 聴す る こ とと他者が規定する こ とに よ る幅 広 い 意味 で の N

P O に お け る N P O 法人 の 位置付けに 存在 し得る幅をより狭くする こ とが考えられ る か ら

で あ る ｡ あ る意味で 現段階は ､ そ の よう な過 程で の 相互 作用 が どの よ うに展 開 され る か を

模策す る準備 段 階と も言 える か も しれ な い
｡

N P O の 定義と範囲 に 関す る議論 を踏ま えた こ の 考察は ､ 日本で の 広義の N P O に お い

て ､ N P O 法 の 施 行 に よ り 図 - 6 ･ 7 の よう に 二 つ の 類型 か ら三 つ の 類型 - 細 分化 され移行

化 して い る 点が 特徴 で あ る ｡ そ の 際 ､ 今回 の 新たな 日本 の N P O 法 の 意義は ､ N P O 法 の

施行に よ り広 義の N P O - の 広 が り の 影 響力 と して ､ よ り活性化 な い し促進剤 と して の 役

割 及 び機能 し得 る 点が 期待で き る と位置付 けられ る ｡ ち なみ に ､ 日本の 狭義 の N P O 活動

が - 空 間的 ･ 量的 に 言 えば 一 部分的 な活 動か ら拡 大 し つ つ ある 現段 階で は ､ 組織 の 成熟度

に よ る
- 官僚制の よ う な 一

弊害を気 にする より成長 へ の 課題 を対 処 して い く方が 妥 当で あ

ろう｡ その 意味で ､ 全 体 - の 普及 ( 拡大速度) に お い て は ､ 行政に よ る経路の 方 が 市民参

加活 動よ りも ､ 量的な 問題 と して よ り現 実的 で ある と言 える だろう ｡ た だ こ こ で 重 要な の

は ､ 確 か に廟義の N P O 活動 は ま だ部分的 で は ある が ､ こ れ ら の 活動 が促 進剤 ･ 活性剤と

して ､ 行政 の 施策 に影 響を与 え て い る とい うこ と で ある ｡

【 注 】

( 1 ) 筆者 が 考え る 問題 - の 対応策 の ベ ク ト ル に は ､ 多角化 ･ 多層化 の 側 面 か ら の 問題 の 多様化 の 方向

- の 対応と捉 え る ｡ 例 えば多文化及 び 多人種な どに よ っ て 形成され て い る移 民 社会 の 歴史をも つ ア メ リ

カ の よ う に 多角化 (政治 ､ 経 済､ 社会 ､ 教育 ､ 歴史など様 々 な領域) が多層化 ( 多 民 族
･ 多人種

･ 多文

化な ど に よ る 階層化) され 共存す る場合 ､
α の 角度 が 大きく なり問題 が 多様化す る こ と に よ っ て 生 じう

る部分的な対応 に ､ 政府 の 対応 に は 限界 が あ り ､ N P O 活動 が よ り必 要 で あ るo なぜなら
､

ア メ リ カ で

の N P O 活動 は ､ 政府 の 対応 の 中 か ら こ ぼれ て し ま う細 か な要求 ､ 多数決 の 理 論 で は マ イ ノ リ テ ィ に な

つ て 埋も れ て し ま い そ うな需要 に こ た え て い くも の だ と い う認識 が あ る ｡

日 本 に お け る マ イ ノ リ テ ィ と い っ た ら 一

民族 で い え ば
- ま ず思 い 当 た る の は ア イ ヌ の 人 々

､ 朝鮮 半島 の

人 々 で
､

大多数 の 人 は 自分 は マ イ ノ リ テ ィ で は な い と思 っ て い る の で は な い だろう か ｡ また
､ 別 に 自分

が 何 か を し なく て もお上 が 何 か を し て くれ る ､ ま たそ の お 上 の 政策 は 大部分 の ｢ 日 本人+ に 同 じ よ うな利

益をも た ら し て くれ る ｡ そ の 利益 に 不 満 が あ っ て も ､ まわりも自分も お な じ ぐら い だ か らま あ い い や ､

と い う の があ る か と思う意織 が 日 本 で は 非常 に 強 い
｡ そ の 意味 で ア メ リ カ よ り 日 本 の 場合 α が 小 さ い ｡

まだま だ 先 の 話 だ が
､

い ずれ に し ろ こ の 先 日 本 で の N P O 皆勤 は 盛 ん に な っ て い く だ ろう｡ ア メ リ カ

ほ どア ドポ カ シ ー 団体 が 発 展す る 形 で は なく ､
｢ 個人 の 実現+ と い う形 で 発展 し て い く の で は な い の か ｡

こ れ か ら は ｢ 個人+ の 時代 で
､

｢ 自分 が 何 を し た い の か+ を突き詰 め て い っ た場合 ､
た と え ば余暇 の 領域 に

も ｢ 社会性余暇+ (『レ ジ ャ
ー 白書 9 9』( 1 9 9 9) ( 財) 余暇開発 セ ン タ ー

p . 8 7 -

1 2 0 .) と い っ た 表現 に も

現れ る よ う に 社会貢献をす る こ と自体 を 余暇 に 位 置づ ける など の 活動も注 目 され る よう に ､
｢ 自我実現+

の 選択肢 の
- つ に N P O 活動と い う が 入 っ てく る よ う に な る だ ろ う｡

( 2 ) ( 伊勢崎賢治 ･ 中村陽
-

[ 1 9 9 9 : 2 0]) を参考 に 筆者 が 作成 し た
o

｢ Ⅴ. A . P e s t o f f の 図 - 中村陽
-

の 修 正 図+ を ､ 筆者 が 参 考修 正 し た 上
､ 破線 と 矢印 で 動的な位置付けを試 み た

｡
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地方分権とN P O

鈴木 庸夫

1 はじめに

2 0 0 0 年 4 月 1 日か ら施行されたいわゆる ｢分権 一 括法+ によっ て ､ わが国の行政の大

半は, 自治体が担うこ とにな っ た｡ 日本の行政を自治体が担うことにな っ たと い うのは ,

中央政府たる 国が担う行政は直接執行事務を除い て , す べ て の行政 に関する事務が地方自

治体 に帰属する こ とにな っ たこ とを意味して い る｡

従来, 国の機関委任事務といわれて きたように ､ 都道府県, 市町村の 事務は , その 大半

が国 の事務を執行す る という体制で行われて きた｡ しか し
､ 分権

一

括法によ っ て ､ その 事

務の帰属主体は都道府県や市町村とい うこ とになり , そ の体制は 一

変した｡ こ の ような体

制変革は敗戦以来の こ とであり ､ 戦後改革に次ぐ第三 の改革とい われる｡

むろん ,
こ の こ とは中央政府が権限を失 っ たこ とを意味しない ｡ 分権 一 括法に よ っ て

,

従来の機関委任事務体制 - 上級庁 ( 国) -

下級庁 ( 自治体) とい う関係か ら, 法律 に基づ

く中央政府の ｢ 関与+ というか たちで ､ 中央政府の 権限は法律に拘束され ､ そ の 事続も厳

格に規制される ことにな っ たの で ある ｡ しか し ､ こ の ような体制変革によ っ て ､ 中央政府

と地方自治体に関係は質的な変草を遂げる ことにな っ た ｡ 中央官庁が適宜出して いた ｢通

逮+ 制度は全廃されたか ら､ 中央政府は法律にも とづく ｢関与+ しかで きなくな っ たの で

ある｡ この ことか ら, 総体的に見れば､ 都道府県, 市町村の ｢自治+ は質的にも量的にも

大幅にその範囲を拡大したことになる ｡

こ の ような分権体制の下で , 全国の地方自治体で は､ 従来の 国の下請け､ 出先機関 とし

て の役割から脱皮 して , 政策自治体として脱皮しようとする動きが急速に拡大して きた｡

こ の ような環境の中で , 注目されて い るのが
､ 自治体の ｢ 法務+ である ｡ 従来の自治体法

務は国 の法律を執行する立場か ら､ 国法に反しな いか どうかの審査を中JL ､ に行われて きた

が ､ 政策自治体として自立するようになる と, あらたに国法の制約条件は何か ､ 国法をど

の ように解釈す べ きか , ある い はどの ような条例が可能なのか｡ 全国自治体が模索は じめ

て いる の で ある ｡ 法令解釈に つ い て は自治解釈権､ 条例に つ いて は自治立法権､ さらに は

訴訟 につ いても独自のス タ ンスから訴訟を追行する自治体訴訟法務が議論され るように な

っ てきた｡ これらの動向を ｢自治体法務 ･ 政策法務+ と呼ぶ｡

他方､ 今次の分権改革で 正面からは取 り上げられなか っ た ｢住民自袷+ の動きも盛んで

ある ｡ これら の住民自治に つ い て は､ 従来, 地方自治法上 の 直接請求や監査請求 , 住民訴

訟 ､ 情報公開などが中心的もの であ っ たが､ 近時は, 自治体の基本政策を定める ｢自治基

本条例+ の策定 ヘ 向けて の運動 が盛んになり､ 北海道ニ セ コ町では ｢まちづくり基本条例+

として 成立 して い る｡

こ の ような動きは ｢参加+ と ｢アカウンタ ビリテイ+ として まとめる こ とがで きるが, パ

ー トナ ー

シ ッ プが重要なキイ ワ
ー ドにな っ て い る こ とが特徴的である｡ すなわち, パ

ー ト

ナ ー シ ッ プを樹立するために､ 参加の機会の 保障と情報公開を中心とするアカウンタ ビリ

ティが求められて い る というわけで ある ｡ パ ー トナ ー シ ッ プ ･ 参加 ･

アカウンタビリティこ

れらが十全に機能するための条件整備の作業が自治体法務 ･ 政策法務という七とになる .
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N P O がたん にボ ラ ンティア に とどまらな らい ため には ､ N P O が機能す るような環境を

整備しな ければな らな い ｡ その ため の ツ
ー ル と して 自治体法務 ･ 政策法務が重要な役割 を

果たす べ きで ある し, そ の ような関心が各自治体とも非常に高ま っ て い る と い えよう｡

さ らに N P O をサポ ー

トす るため の財源 ､ とく に減税 に つ い て は ､ 年間7 万円の 壁は ､ 存

外高い と い われて い る ｡ こうしたバ ー をどの よ う に超え る べ きな の か議論も活 発に行わ れ

て い るおおか たの 方向は ､ す べ て の N P O に特別減税 を認める こ とは ､ 現状で は妥当で な

く ､ よ り公益性の 高い N P O 法人を認定して 減税 を認 める と い うもの である ｡ 問題は こ の

｢ 公益+ 性の 認定を誰が どの よ うに ､ どの ような基準で行 うか で ある ｡ N P O 法で は ､
｢ 非

営利 性 は不特定多数人 へ の サ ー ビス と して消極的に定義されたが ､ 減税の 問題は さ ら に

｢ 公益+ 性の 積極的な基準や認定手続 を求 めて い る こと になる ｡

以下 の 節は , 以上述 べ た自治体法務 ･ 政策法務の動向､ 分権
一

括法の枠組み , 自治基本

条例 ､ そ して あらたな公益性認定手続に考察を加えたも の である ｡

自治体法務 ･ 自治体政策法務論 の 背景と理論

(1) 自治体法務 ･ 自治体政策法務 の 動向 Ⅰ

①自治体法務 ･ 自治体政策法務とは何か ｡

N P O の 活 躍 の 舞台は主 に自治体で ある . 家族 ､ 学校 , 介護 ､ 環境など, N P O が行

政 の パ ー トナ ー と して活動す る こ とが期待されて い る分野 は､ 身近な政府で ある地方 自治

体が多い こ とは ､ これ まで の N P O 法の 経緯か らして もあきらか で ある ｡

とこ ろで ､ わが国では 自治体の政策が安定した基盤を持 つ ためには､ 条例など の制度的

保障が必要 で ある ことがようやく認識される ようにな っ て きた｡ また国 の ｢ 法律の 範囲内+

で ある こ とを要求 して い る憲法の条項の制約もある ことか ら､ 国法 の 自治的解釈や運用さ

らに はこ う した自治解釈を争う自治体訴訟も注目され るよう にな っ ており､ こう した観点

か ら自治体の 法務に 関する 関心が急激に増大 して きた ｡ 以下で は ､ こ の ような自治体法務

がど の ように謬識されて い るの か ､ そ の 背景や基盤 にある も の は何か に つ い て ､ 見て お く

こ とにする ｡

昨今､ 自治体法務あるい は自治体政策法務に つ い て は, 議論が盛ん に行われ ､ 研修等で

もそ の 必要性が笹われて い るが ､ で はそれ らは 一

体何か とい う ことになる と い ろ い ろ議論

がある ｡ むろん自治体法務と自治体政策法務は同 じと い う考え方 もあり得な い わ けで はな

い し , 自治体法務は 政策法務 を含む と い う考え方もな いわ けで はな い ｡ しか し私は ､
｢ 自

治体法務+ とは､ 法 的なル
ー

ル の観点か ら自治体行政全体を観察する こ とである と考えて

い る｡ たとえば指導要綱 に基づく行政指導 を法的にみ る と , 権利や義務に直接的に影響し

ない と い う意味で事実行為で あるが､ そ れで も法律に違反をして はならな い と いう観点か

ら観察する ことが法 的ル ー ル の 観点か らみ るとい う ことで ある ｡ そ の要綱 が住民にと っ て

とて も望ま し い 政策 に基づく もので あ っ ても , 法的な評価 と い うもの が必要なわけで ､ 政

策 の善し悪 しと は別 に
､ 法的なル

ー ル の観点か ら観察する の が自治体法務というもの だと
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思う｡ 自治立法 の 例 として は , たとえば土地利用調整条例が, 都市計画法や そ の 他の開発

法規に違反 しな い か どうか が､ 自治体法務の 観点とい うこ とになる ｡ つ まり法的ル
ー

ル の

観点か ら自治体の 様々 な行政活動を法的に評価する こ と
,

これが自治体法務で あり ､ それ

には訴訟等 に対す る予防法務も含まれて い る と考えられ る ｡ 自治体法務は､
こ の よう に制

定 した条例や行政上 の 活動が適法であるか , 遵法で あるか と いう自治体行政 に対す る法的

な評価がそ の中心 にあ っ た ｡ こう した自治体法務は ､ 権力の 統制と い う観点か ら考え られ

るもの で , より具体的には政策の統制という意味合い が強 い ｡ 日本の 行政法学は どち らか

と い う と自由主義の 観点か ら国や自治体の 政策を統制して きたが
,

これ も権力の 統制とい

う意味があ っ たこ とは言うまで もな い ｡

こ れ に対 して ､
｢ 政策法務+ は 一

体どの ように捉え られて きた の か ｡ 政策法務とは , 自

治体が独自の政策やポリ シ ー の 実現手段 と して 法務を考え て い く こ とで ある ｡ 自治体法務

は , これ こ れ の こ とは して は い けな い と い う意味合 い の 少 し消極的なも の で ある の に対 し

て , 政策法務は ､ む しろ自治体独自の 政策を実現して い く手段として条例 ､ 計画 ､ 要綱 ､

その 他 の 種々 の行政基準を作り上 げて いく と い うも の で あり , 法務 の 積極的な側面が強調

さねばな らな い ｡ したが っ て ､ 自治体に と っ て の ポジテ ィ ブアク シ ョ ン として 法務 を考え

て い く と い う こ とが政策法務になる の で はない か と思う ｡

従来の 自治体法務 は ､ どち らかと いうと自治体の 政策を統制する色彩が強く ､ 国法に違

反 しない こ とが強調 され ､
｢ 法律 に使われ る+ タイプ の 職員が法務職員 と して 専門性を発

揮して いた ｡ しか し分権時代 にな っ て , 自治事務が大幅に増えてく る と, 自治体独自の ポ

リ シ
-

に基づい た条例や計画 ､ 要綱 , 行政基準が重要 にな っ てく る ｡ また法定受託事務 に

つ い ても地域 の 実情に基づいた条例の 余地が相当広がる こ とが考えられる ｡

また ､ こ･う した条例や計画 ､ 要綱､ 行政基準の 策定には ､ 法律の 先占領域 も しくは基準

をどの ように解釈するか が重要な鍵にな る ｡ そ こで 政策法務の重要な柱として自治体の法

令解釈権の行使が問題 となる
｡ 各省庁の 法令解釈と自治体の 法令解釈が衝突した とき には

国係争処理委員会, 自治紛争処理委員の しくみ によっ て 解決され ､ 最終的には裁判所によ

っ て裁断 される と いうの が ､ 分権推進委貞会 の 勧告, 分権推進計画 ､ 改正地方自治法の 考

え方で ある ｡ した が っ て ､ 自治体 の 法令解釈権 の あ り方も自治体 の 政策法務に は欠か せな

い 重要な要素 とな る ｡ 分権時代の 自治体で は ､ こう した ｢法律を使 い こなす+ 職員が求め

られる よう にな る ｡

②法的ル ー ルの 三 つ の 要素

星野英 一 先生 は ､
『民法の すす め』 ( 1 9 9 8 年岩波新書2 3 頁) にお い て ､ 法的ル

ー

ル

を ｢ 目的 ･ 理念 ･ 思想の要素+ ､
｢ 社会の 実情+ ､ ｢ ル

ー

ル を実現す るため の言葉の 技術+

の 3 つ の 要素に分類 して い る ｡

今まで の 自治体行政は､ 国がル ー ルを作り ､ 都道府県 の監督の 下に市町村が これ を執行

する と い う形で あ っ たので , どちらか と言う と､ 法務はそ の ｢ ル
ー ル を実現す るため の言

葉の技術+ に重点が置かれて きた ｡ また ､ 自治体の法制担当者は, ル ー ルを実現す るた

めの言葉の 技術を法制執務と捉えて きた の だろう と思う｡ しか し , 前述 したように , 自治

体が独自の政策を実現して いく手段として法務を考え ると､ 星野先生が言う 3 つ の 要素
'

o)

うち ､ ｢ 目的 ･ 理念 ･ 思想の要素+ ､
｢ 社会の 実情+ を十分に勘案して いく こ とが求め られ
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る ｡ 特に ,
｢ 目的 ･ 理念 ･ 思想+ は社会を どの よう に方向づけして い くか に関わ る重要 な

視点で あ り ､ それは ｢ 社会の 実情+ をどの よう に捉え るか と い うこととも深く関わ っ て い

る ｡ 最近 の 民法学 で は ,
｢ 思想と して の民法+ を 一 体どの ように捉え, これをポス トモ ダ

ニ ズム として擁護す べ きか どうか と い うこ とが議論されて い る ｡ こういう観点から見る と
,

例えば ｢ 思想と して の行政手続法+ とか ｢ 思想として の 河川法+ とい っ たも の を考えて も

おも しろ い と思う｡

市民社会の側か ら行政手続法が ど の ように 映る の か ｡ この法律は規制緩和の 一 環として

制定さ れた の だけれ ど､ そ れは どの ような日本の 市民社会像を前提と して い たの か ｡ こ の

よ うな ア プロ
ー チが必要で は ない か と思う ｡ また ､ 河川法は ､ 水系

一

貫管理と い う思想 に

貫か れて い る けれども ､ こうい っ た思想が果たして現代社会に マ ッ チ して い る の か どうか

と い う こ と自体が問わ れても不思議はな い ｡ 昭和三○年代後半に河川法 の大改正が行われ

るが ,
それ まで は各県が区間管理 をして い た ｡ その 後､ 水系主義に変更 され るが, それが

どの よ うな問題点を含んで い る のか , 本格的な研究はない ｡

私が思 う の は､ 種々 の 行政法規は 一 定の思想と法的技術が含まれて い るが , そ の 間題性

は, 現場 の 自治体職員がも っ ともよく知 っ て い る とい う こ とだ｡ 日本の 社会には 法律が ｢ 稀

榛+ 現象を起 こすな ど過剰に あるが ､ そう した個 々 の 行政法規 の 思想 の 問題が どこ にある

か ､ そ の 執行過程をどの よ うに分析 し, 検証 して い くか ､ そ れはじつ は自治体職員の 情報

な しには不 可能で ある ｡

問題 はそ う した問題を発見す る視点ない し視角で ある ｡
｢ 政策法務+ という用語 を初め

て使われた松下圭 一 先生の市民自治 の憲法理論は ､ 思想と して の 憲法学 の 埋論､ ある い は

思想 と して の 行政法理論 の批判で あ っ た｡ この批判の 視点 は ,
｢ 市民自治+ と い う定点か

ら ､ 憲法理論や行政法理論 に ドグマ テ ィ ッ ク に含まれて い るイデオ ロ ギ ー

を批判して いく

と い う も の で あ っ た ｡ 私は､ 現代社会 において は , こ の ような問題発見の ために ､ い か な

る視角 ､
い か な る定点を持 つ べ きか と い う こ とが問われて い る と思う o そ して , そ れには ､

日本社会 の 個人像ある い は人間像の レ ベ ル , コ ミ ュ ニ テ ィ の レ ベ ル ､ 市町村 の レ ベ ル ､ ネ

ー シ ョ ンス テ
ー トの レ ベ ル ､ そ して グ ロ

ー

バルス タンダ ー ドの レ ベ ル と､ い ろ い ろな レ ベ

ル がある と思う ｡ どの ような定点を持 っ て現代社会の 実情を眺め ､ 新たなル
ー

ル作りを し

て い く の か , そ して その ため の言葉の 技術 は何かと い う こ とが い ま ､ 我 々 に問われて い る ｡

③ 日本社会 の地殻変動

現在の 日本社会は ,
3 つ の レ ベ ル で 非常に深度の 深い社会変動が起きて い る の で はな い

か と思 っ て い る ｡ それを こ こで は ,
｢ 第 1 レ ベ ル+ ,

｢ 第 2 レ ベ ル+ ､
｢ 第 3 レ ベ ル+ と呼ぶ

こ とにす る ｡

｢ 第 1 レ ベ ル+ は ､ 行政の諸制度の 変動である . これは い つ の社会で もあるも の で ､ 例

えば､ 児童手当の制度を作る という ことや ､ 制度の見直しをする とい っ た レ ベ ル の ことで

ある ｡

｢第 2 レ ベ ル+ は､ 社会 シス テム 全体の 変動で ある ｡ これは , 今回の 地方分権改革の よう

に ､ 時代 を画する改革の こ とで ある ｡ 地方分権推進委員会は 明治維新, 職復改革に次 ぐ第

三 の 改革とい っ て い る ｡

｢ 第 3 レ ベル+ は , 我々 の 私生活 とか , ある い はもう少し深い生物学的 レ ベ ル の変動の こ

-
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とで ある ｡ 例 えば ､ 私生活 レ ベ ル で は, 家庭の あり方とか ジ ェ ンダ ー

と い っ たことが問題

にな っ て きて い る し , また , 高齢社会 の中で 現行民法ある い は行政法が維持で き るか とい

うこ とも問題 にな っ て い る ｡ 生物学的 レ ベ ルで はダイオキシ ンや環境ホルモ ン の 問題が挙

げられる ｡

昨今の 社会変動 は ､
｢ 第2 レ ベ ル+ か ら ｢ 第 3 レ ベ ル+ にまで達 して い る の で はな い か

とい う気が して い るが , こうい っ た変動の 中で 果た して 自治体はどの ような対応 をす べ き

か ｡ これは ､ 大変難しい問題で あ っ て ､ 自治体は困難な問題を突きつ けられて い る と言 っ

て 良い ｡ 自治体は政策 を持て と言われても ､ どの ように作 っ て い くか と い うこ と自体が非

常に 困難な問題 を含んで い る と思う｡ こ の 点 に つ い て ､ い く つ か の視点を述 べ て おきたい
o

前に述 べ た問題発見 の ため の枠組み とい っ て もよい ｡

第 一 は個人像な い し人間像で ある｡

意法学で も議論にな っ て い る ようであるが ､ 人権や権利 を主張して最高裁まで 闘 い抜 い

て い くような ｢ 強い個人+ や人間像が果た して法制度 と して適切なの か どうか ｡ い ます こ

し市民や住民に と っ て アクセ ス しやす い ､ 利用 しやす い仕組み はどの ようなも の である の

か ｡ また星野先生が指摘す るように ｢ 強く賢 い 人間か ら弱 い 愚か な人 間+ 像 へ の 変化が消

費者保護法 を生み 出 したように ､ 自治体の い ろ い ろ の 仕組みを考える とき ､ 弱い ､ 失敗 し

やす い 人間像を前提 とす べ きで はな い か ｡

第 二 は コ ミ ュ ニ ティ レ ベ ル の 問題で ある b

コ ミ ュ ニ ティ の崩壊が叫ばれて久 し い が ､ そ れをどの よう に復活させ る の か ｡ 従来の コ

ミ ュ ニ ティ行政は コ ミ ュ ニ ティ会館を作るとい うハ コ モ ノ行政 に終わ っ た｡ しか しそれを

真 に実現するための視点はい か なるもの か で ある ｡ これは 実は ｢内なる分権+ の 問題で あ

る ｡ 住民自治を真に実現す るに はど の ような分権, どの ような仕組みがよ い か ､ で ある ｡

決定権限の ない と こ ろに は コ ミ ュ ニ ティ は存在 しない と考 える べ きで ある ｡ こ の ような観

点を先取 り したも の に , 都市計画法の 市町村マ スタ
ー プランがあるが､

これは中学校区単

位の マ スタ ー プラ ン を住民参加 の うえで 策定する こ とにな っ て い る ｡ こう した参加 と い う

よ り自治をどの よう に行っ て い くか で ある ｡ また コ ミ ュ ニ ティ の 最大 の 問題点は プライバ

シ ー 保護の 問題で あるがそれ をどの ように具体化して い くかで ある. 介護を コ ミ ュ ニ ティ

で行っ て い く とすれ ばこ の 間題がす ぐ登場 して く る ｡

コ ミ ュ ティ の復活を考える とすれ ば､ 町内会改革も必然的に問題 とな っ てく る ｡ 市町村

の 末端機構化した町内会 , 選挙マ シ ー ン化した町内会をどのように改革す べ きか 真剣に考

えなけれ ばならな い ｡

第三 は市町村と住民の問題で ある ｡

こ こ で は住民の 捉 え方 が重要な切り口 となる ｡ 例えば ｢ 全日制住民+ と ｢ 定時制住民+

とい う捉 え方をす る と､ 都道府県で も市町村で も ｢ 全日制住民+ が過剰代表されて い る の

で はな い か とい う指摘が可能となる ｡ これは自治体の議会構成などを見る とは っ きりと見

て 取る こ とがで きる ｡

また ､ もう 1 つ の 切 り 口として ､
｢ 地線型住民+ と ｢ テ

ー マ型住民+ という捉 え方もあ

る . 環境保護の ため の 住民団体と地線型住民組織はたとえば道路の建設などを ぐ っ て めr<

っ て 激しく対立す る こ とがある ｡
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住民自体が こ の よ うに多様化して いる中にあ っ て ､ 自治体が どう い う対応をす べ きか と

い う こ と自体も , 政策課題 ある い は政策法務の 前提と して 考えなければならない 非常 に大

きな問題 で ある ｡ す なわち , 自治体は , 行政の正統性の 根拠 を住民に求め ､ またそれに基

づい て行政サ ー ビス を住民に対して 行うので あるが ､ そ の 場合 に 一 体住民 とはい か なる存

在な の か を真剣に考えて いか な けれ ばならな い 時期にさ しかか っ て い る の である ｡

第四 に これは ネ - シ ョ ンス テ
ー ト レ ベ ルで も問題 となる が ､

｢市場主義+ をど の よ う に

捉 えるか と い う間窃 が ある ｡
｢ 市場主 義+ に対す る言葉は

, 果たして どう い う言葉が適切

かわか らな い が ､ 例え ば ｢ 社会連帯主義+ と言う とす る と ､
｢ 市場主義+ の 立場 を とる の

か ､ ある い は ｢社会連帯主義+ の 立場をとるの か と いう こ とは ､ 非常に重要な問題 にな っ

てく る と思う ｡ とい うの は ､
｢市場主義+ というの は , 突き詰めれば優勝劣敗､ すなわ ち

強い者が生 き残っ て ､ 弱 い 者が生存の 危機に さら される と い う ことになりか ね な い の で あ

っ て ､ そ う い う こ とに対 して ､ 果た して国 ･ 自治体がどう い う役割を果たす べ きな の か と

い う こ とが問われ てきて い るからで ある o 自治体 レ ベ ル で は､ 例え ば ｢ 社会連帯主義+ の

立場か らセ ー フ テ ィ
ー ネ ッ トを張 っ て い く べ きだと い う考 え方もあるだろう し

､

一 方 ､
セ

ー フ テ ィ
ー ネ ッ トはもう張 る ベ きで はない ､

｢市場主義+ を も っ と推 し進め る ベ きだ と い

う ､
い わ ば行革 レ ベ ル の詰もあるだろう ｡ こうい う問題 に対 して ､ 地方自治体が どう い う

政策を と っ て い く の か とい う こ と自体が ､ 今後ますます非常 に大きな政策課題 にな っ て い

く と思 う｡ こ の 点 をもう少し敷術 してみ よう｡

所得 に対す る税 ･ 社会保険料の 割合で ある ｢ 国民負担率+ は ､ ヨ ー

ロ ッ パ 型で は高く

( ス ウ ェ
ー デン の 6 7 . 5 % ､ フ ラ ンス の 6 2 . 1 % ､ ドイ ツ の 5 6 . 7 % ) , ア メリカ

型で は低い ( ア メリカ 3 6 . 2 %
, 日本は 3 7 . 8 % ) . 経済学者は ､ ヨ ー ロ ッ パ 型は国

民全体で 助 け合う社会連帯が前提 となり ､ アメリカ型で は老後､ 病気の 面倒は個人 の 自助

努力で行う こ とになる ｡ 日本は どちらに向かう の か国民 の 選択だという指摘を して い る ｡

また著名な財政学者は ､ ヨ ー ロ ッ パ 型を志向し つ つ
, 高齢者 には現物サ ー ビス が中心 と

なる の で , 中央政府で はなく , 地方政府を大きな政府に したほうがよい と い う注目す べ き

意見を提出 して い る ( 神野直彦 『システ ム改革の政治経済学』 1 9 9 8 年岩波書店) o

以上は ､ 政策主体 と政策に関わる 人間 と集団の問題で あるが ､ くわえて 現代社会の 基本

的政策課題 の 問題もある ｡ すなわち ､ 政策対象 の 問題で ある ｡ 今回の ヒアリ ングで も明ら

か にな っ た こ とだが , 日本が直面する政策課題 は①高齢少子 ､ ②環境, ③フ ェ ミ ニ ズム で

ある ｡

高齢少子 の問題はじ つ は 人 口学的には内的関連があるが､ 政策的に は直接的関係を有 し

ない ｡ むし ろ少子社会の 問題は ､ 家庭の機能変化の 問題と考えた方が理解しやす い ｡ 端的

に い え ば子供を社会的に どの ように位置づける かで ある . スウ ェ
ー デンで は子供は 社会の

子 と して の位置づ けを持 っ て い る と い う ｡ わ が国で は戦前 ､ 子供 は天皇の 赤子 として ､ 逆

説的な意味で社会の 子で あ っ た｡ しか しそ の 反動もあ っ てか ､ 戦後 ､ 高度成長期を経て ､

子供の極端な ｢ 私化+ が進んだ｡ 子供は社会から隔離され , 学校と い う閉じた シ ス テ ム と

家庭に閉じこめられた の で ある ｡ 出産､ 育児という ことが私的な事柄と して だけで はなく ､

社会的な活動で もある ことが今後認知されて い くシステ ム づくりが必要となる ｡

高齢者も , 高度産業社会の中で ､ 生産人 口から除外されたあとは ､ 社会的な役割を極端

-
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に失う こ とにな る ｡ コ ミ ュ ニ ティ の 崩壊 によ っ て ､ 高齢者が コ ミ ュ ニ ティ で果たす べ き役

割 も不透明なも の に とどま っ て い る ｡ これ に介護 の 問題が加わる と問題は い っ そう複雑に

なる ｡ 介護の 問題は ､ たんに医療 の 問題で は なく, すなわ ち, 身体的ケア の み でなく ､ 精

神的ケア か ら魂の ケア まで含ん だ問題で あるか らである ｡ 先進国で は ､ こう した場面では

教会 の 果たす役割が大変大 きいが ､ わが国で はそれを自治体が行 っ て きた｡ しか し
, 宗教

的な次元 の 課題まで は , とても背負い きれない ｡ 生涯 教育の システム の中で死 生学などの

プ ロ グラム を考え る しか ない で あろう ｡

環境の問題 も広 い パ ー ス ペ クティブをも つ こ とが必要な領域である o しか し ベ ー シ ッ ク

なことは , 大量生産 ､ 大量消費の ライ フ ス タイルをど の ように転換 して い く か で ある ｡ そ

の過程で は ､ 国の 環境基準 へ の 上乗 の せ条例など の 必要性 も検討されるこ とに なろう し､

廃棄物処理 の仕組 み として , 製造者責任 ( 製造物の 安全に関する責任で はなく ､ 製造者の

循環型社会 へ の 取 り組み の 責任) などが検討 される ことになろう ｡ 自然保護に つ い ても近

代的土地所有権の 抜本的検討が必要 になる ｡

フ ェ ミ ニ ズム の 問題も産業社会の 構造変化 と深 い 関わりがあるo 女性の ライ フ サイクル

と産業社会の要諦が合わなく な っ て く る とき､ 女性の 社会的地位は い っ そ う低く位置づけ

られ ､ 家庭 に 閉じ こ められる結果とな る ｡ 家庭像もそ う した要諦と無関係で はあ り得な い ｡

現在 の 日本で は ､ こう した産業界の 要請と女性達の 自己実現 の 欲求 との ミ ス マ ッ チがあち

こちで 出現 して い る ｡ しか し ､ 女性の ライ フサイクル が自然的なも の である以上 , 社会の

仕組み をそ れに マ ッ チす る ように変える必要がある こ とはあきらか であろう｡ む ろ ん､ こ

の ことは女性の 多様な生 き方､ 自己実現を認める ことを前提とする｡ 自治体の 女性行政の

現場で は こ う した取 り組 みがすで に始ま っ て い る と こ ろもある ( 川崎市の男女平等オ ンブ

ド制度な ど) ｡

以上 , 自治体法務 ､ 自治体政策法務と い う観点か ら , 幾 つ か の 政策課題に つ い て , そ の

視点 ､ 問題意識を大づかみ に指摘した ｡ 法務と い う観点か ら はやや政策 的視点 に傾斜しす

ぎて い る と い う意見 もあるか もしれな い ｡ しか し､ 自治体は､ いま独自の 政策をも っ て ,

その 政策上の 価値実現のため の 法的仕組み を考えて い かなければならな い ｡ こう した時期

に は専門の 学問領域 を越えた, 素人的で あるが広 い 生活者の 視点が必要である o ｢ 生活世

界からの法創造+ (名和田論文 『法 の 臨界』 1 9 9 9 年東大出版会 , 所収) とい っ て もい

い か もしれな い ｡ 日本社会が非常に大きな地殻変動 を して い る今日, 自治体がど の ような

政策を行 い
､ そ して そ の政策を実現する手段 として どの ような新たなル

ー

ル を ､ どの よう

に作っ て い くか と い う ことが､
い ま問われて い る ｡

(2) 自治体法務 ･ 自治体政策法務の 動向Ⅱ

①, 自治体法務 ･ 政策策法務の考え方

松下圭 一

氏に よれ ば, 政策法務の取り組みが始め っ てか ら､ すで に 3 0 年が経過 して い

る とい うこ とで ある ｡ それで もなお , 政策法務とは何かが問われる の は,
い く つ か の 原因

がある . そ の第
一

は , 政策法務の取 り組みが固定資産税 の 免除や公民館の コ ミ ュ ニ ティ･
･

セ ンタ ー ヘ の切 り換えなど､ 国法システ ム の周辺的なと ころで ､ 断片的に行われて きたか
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らで ある ｡ 第二 に
､

しか し､ 自治体が こう した独自の 政策をも っ て ､ 国法シス テム を運用

し､ ある い は回避す る ような措置をとる こ とに対 して , 法律による行政の原理 - 法治主義

の立場か らか な り つ よい ブレ ー キがかか っ て いたこ とで ある ｡ 第三 に , 政治過程から産み

出され る政策 と法 システ ム との間で は , 本来的に緊張関係があるはずなの に ､ 政策法務論

は これ をやすやすと超えて しまうよ うな印象があり､ そ の体系化は政策的には ともかく法

的に は到底お ぼつ か ない と い っ た印象が あっ たか らで ある ｡ 政策法務の こう した三 つ の 側

面は ､ じつ は政策法務論 を提唱する側にも ､
つ よく意識されており , 自治体政策の 独自性

を断片的で なく , 総合性 をも つ も の とす る こと ､ 国法法治主義に対 して は独自解釈権の主

張や条例 ･ 要綱制定 で対抗す る こ と ､ そ して ､ こう した ｢ 法務+ を強化するために人材育

成や組織の 手 当を促進す る こ と, などが強調されて き た｡ とく に重点がおか れ たの が政策

の ｢ 制度化+ で あり ､ 条例や要綱 の 策定 の ありか たに つ い て現在 も模索が続 けられて い る ｡

本報告書 で も ､ 政策法務はなお 生成中の分野で あり ､ 今後明らか にされ なけれ ばならな

い領域もか なり多く , そ の体 系化は未だなされて い ない という立場 を と っ て い る ｡ も っ と

も本報告書の ため の 研究会によ っ て ､ 政策法務 の 内容 は格段に充実した も の にな っ て い る o

さて , 政策法務論で は ､ すで にあきらか なように ､ 自治体 の 立法法務, 解釈 ･ 運用法務 ､

訴訟法務 と い う フ ィ
ー

ル ドがある こ とが共有されて い る o これらをま とめれば ､ 政策法務

とは ､ 自治体 ｢ 政策の 法的認知活動+ とい うこ とがで きる ｡ こ こ で法的認知 と い うの は ､

実定法で い う と ころ の ｢ 法源+ に基づ い て政策が法論理的 に正当化 されなければならな い

こ とを意味して い る ｡ こう した認知活動 には立法活動 も含まれる ｡

と ころ で心理学的な意味で認知活動 に も発達段階がある よう に ､ ｢ 法的認知活動+ にも

発達段階が あり ､ 自治体職員が自分の 行っ て い る行政を法的なも の と して認知 して い ない

段階か ら法的な認知 を して い ながら ､ そ れを巧み に利用する段階まで さまざまな レ ベ ル が

考え られる ｡ リ
ー ガル マイ ン ドが強調 される段階か ら ､ じつ はそれはリ ー ガル マ イ ンド ･

コ ント ロ
ー ルで は ない かと い う批判的な段階まであるわ けで ある｡ 最近 の 法心理学 の 研究

によれ ば, 法的な発達段階は､ 前慣習的水準 ( 法に違反すれば処罰 され るか ら法 を守 る段

階) , 慣 習的水準 ( 法を守る こ とが社会全体の ため になる か ら遵守する段階) ､ 原則的水

準 ( 法は合理的な手続に の っ と っ て合意されて い るか ら公正で あり ､ 普遍的な倫理原則に

従っ たより合理的な法を作ろ うする 段階) がある と い われて い る ｡ これは ｢ 法に従う道徳

悼+ か ら ｢ 法を維持 する道徳性+ を経て ｢ 法を創る道徳性+ へ 至る と い う法的社会化 の 段

階的発達を展望したも の で ある ( 山岸明子 ｢ 道徳的判断とそ の 発達+ 応用心理学講座 5 木

下
･ 棚瀬編 『法の 行動科学』 所収1 9 9 1 年福村出版) ｡ 政策法務も こうした発達段階に

応じてそ れぞれ の 研究領域なり ､ 研修段階が考えられる ｡ 本報告書第
一

章で基礎法務嶺域 ,

審査法務領域 , 企画法務領域 ､ 戦略法務領域 の 四 つ の 段階を整理して い る の は ､ こう した

法的認知活動の レ ベ ル に対応 して い るもの と い えよう ｡ こ の うち企画法務､ 戦略法務の 段

階が これまで 政策法務として重点が置かれて きた領域で ある ｡ こう した分析によ っ て ､ 自

治体法務 ･ 政策法務の より立体的な構成が明らか にな っ た ｡ また自治体の 法令解釈権は い

ずれ の領域 でも不可欠なもので あるが ､ 自治体の 法令解釈は法律関係の第 1 次的形成 を伴

う作用で ある こ とが再認識され る必要がある ｡

これ に関連して ､ 政策法務の にお ける ｢ 政策+ と ｢ 法+ との 関係をい かに捉えるか の
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問題がある ｡ この 間題は機略法務や訴訟法務におい て とく に問題とな る局面で ある ｡ また

政策法務におい て は , 法は 政策を実現す る手段と して 位置づけれるか ら､ 法は政策 に従属

して しまい
､ 近代法を経由 して われわれが獲得して きた法治行政や法治主義の 原則が無視

されて しまう の で は ない か と い う危慎も こ の 問題 に関わ るもの である ｡ こ の 間題は ､ じ つ

は法と権力をめ ぐる古典的なテ
ー マ で あ っ た ｡ 近代的な無法は､ 何故に憲法それ自体 を制

定 した主権者を拘束す る こ とがで きる の か
､

と い う問題で ある ｡ こ の ような問い に対 して

寮法学説は ､ 主権の ｢ 自己拘束+ としての憲法とか主権とは 区別 された ｢ 制定された権力+

と して国家権力 と い う説明 を して きた ｡ おそらく こう した説明が政策法務にも妾当す る の

で は ない かと思われ る ｡ つ まり政策法務は､
｢ 法+ を ｢ 政策+ の侍女化す るもの で は なく ､

む しろ ｢ 政策+ と ｢ 法+ の 緊張関係 を維持しながら, 自治体毎の ｢ 均衡点+ を探ろ う とす

るもの で ある ｡ い いか えれ ば ｢ 政策+ が ｢ 法+ を規定し ,
｢ 法+ が ｢ 政策+ を規定す る ,

そ う した相互 の 緊韻 関係の なか で ､ 均衡点が模索され る の である ｡

他方 ､ 法治主義を強調す る場合も , ｢ 法+ が自閉的な システ ム とな っ て い な い か十分点

検する必要がある ｡ 国法を素直に適用したら住民の 生活 は破壊されて ､ 紛争が も っ と激化

した例 はなど い まさ らいう まで もな い か らで ある ｡

② ロ ー カル
･ ル ー ル の 創造 と自治立法権の活用

今日求 められて い る の は ､ まず社会 の 状況 に適合 した法 シス テム である ｡
｢ 応答的法+

(r e sp o n si v e L a w ) と い われる こう した法 の 社会理論 は, 法的安定性 - 予測可能性を前提 と

す る近代法の役割 の 終憲 を宣言し , 参加や手続によ っ て あたらたな法シス テム の構築をめ

ざすも の で あるが ､ それは同時 に近代的な法治主義や法の 支配の あり方をも批判の対象 と

す る ｡ こ の ような観点か ら ､ 近時 の 法 システ ム の ありかた , とく に自治体をめ ぐる法的状

況 をどの ような視角からとらえる ぺ きか ､ さまざまな方法が紹介されて い る ｡ また ､
コ ミ

ュ ニ ティ ･ ル
ー

ル ヘ の フ ォ
ー カスも応答的法の重要な側面で ある o

こ う した応答的法 の 探求の
一

つ の 到達点は , 法 として は自律的で ありながらか つ 社会に

拓か れて い る法 シス テム で ある ｡
｢ 学習する法+ とか ｢ 自省的法+ (r efl e x iv e L a w ) と呼ば

れ る こうした法シス テム で は ､ 手続や参加が重要な機能をも つ もの として位置づ けられて

い る ( グンタ - . トイ ブナ - 『オ ー トポイ エ ー

シス
･ システ ム として の 法』 土方透 ･ 野崎

和義訳未来社 ( 1 9 9 4 年) ｡ つ まり法 システ ム 自体に社会的要請, 住民の 声が反映 され

る ような法的な仕組み で ある ｡ わが国 の行政法シス テム は こうした応答的法の観点か らも

自省的な観点か らも不十分な も の で あり , 自治体は い まなお綱渡り的な立法や 法解釈論を

しなければならな い 状況にある ｡ 匡l 法 と条例や自治体法令解釈権がい まなお議論の 対象と

な っ て い る ことは ､ こ の ような自閉的な行政法の体系がい まなお堅固に維持されて い る こ

とをしめす もの で ある ｡ したが っ て , 政策法務の 課題もこうした国法体系を立法法務､ 運

用法務, 訴訟法務の各段階で いかに ブレ ー クス ル ー して いくか にある .

確認的に い えば ､ 松下圭 一 氏は市民主権の 活性化を述 べ ておられる の で ,
この ような主

権の 日常化は人民主権論とも相通じる側面があり ､ そ れに応 じて ､ 法治主義や人権論な ど

か ら批判も出て くる ｡ しか し､ 松下理論の 面目は
, 国法の自閉的な性質や運用 ･ 解釈 に対

して の批判にある の で あ っ て ､ 法による権力の拘束や人権保障を否定するもので は ない し ､
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む しろ伝統的な法治主義や人権諭 の 無内容さを批判して い るようにさせみ える ｡ こ の よう

な観点か らすれば､ 政策蔭務を以上に述 べ た応答的法や自省的法と して の 文脈 に位置づけ,

政策法務の 内容をさ らに充実す る こ とが求められて い る とみ る べ きで あろう ｡ 松下理論で

は
､ 国家主権の 相対化や人権に つ い て の シビル ミ ニ マ ム 論など今日的課題を先取 り した提

言が豊富になされて いる ｡ こ う した揚言 に防衛的にな る こ となく , 法治主義の 内容や人権

の内容 を充実させ る仕組み を考 えて い く べ きで あろう｡

自治体政策法務は ､ い まなお 生成中の 法分野である ｡ しか し
､ 社会に対する認識論 と し

て も実践論 と して も ､ 時代を先取 り して きた政策法務論の 功績は誰も否定で きな い で あろ

う ｡

③ 自治体法務におけるア カウンタビリテイ

参加 とア カ ウンタ ビリティは , 先進国の 行政法原則 の キ ー

ワ
ー ドとな っ て い る も の で あ

るが ､ 本章の 説明は ､ こう した文脈 の 自治体版で ある ｡ またアカウンタ ビリティは訴訟法

務にお い て重要な機能 を果 たして い る ｡ こ こで は今後､ 自治体が制度設計を行う場合や提

訴 ･ 応訴な どを行う際 の基本的な論点や政治性､ 分権 一

括法下 の 法務大 臣権限法 の 運用上

の 問題点が論じられて い る ｡

④ 自治体法務 の マ ネ
ー

ジ メ ン ト

従来 ､ 自治体法務に つ い て は
､ 法務組織論 などそ の マ ネ ー

ジメ ン ト組織やそ の プ ロ ト コ

ルな どが議論 され て きた ｡ その 重要性は現在で も変わ り はな い ｡ しか し, その マ ネ ー ジメ

ン トの全体像は かな らず しも組織や手続に尽 きるもの で はなく , そ の 総合性が重要な視点

となる . も っ とも, 自治体の法務マ ネ ー ジメ ン トに つ い て は, その座標軸や総量枠などが

未発達で ､ ト ー タル に自治体法務の 全体像を押さ える視点があきらかで はない . 本章で は

こう した問題点が指摘さ れ る ｡ またそれ らの 視点と連動 して ､ 自治体の立法管理や法務体

制の現況や あらたな試みが報告されて い る ｡

こ の よ うな観点か ら注目 され る の が ､ 最近 の 自治基本条例 の制定や 策定の動 きで ある ｡

自治基本条例 はル
ー

ツを市民意華や都市憲章の運動 にもつ もの であるが ､ 他面で こ れらは

地方自治法の 大綱化 をも射程にお い ており ､ 自治体法務 の体系化をより い っ そ う進めるた

めの マ ネ ー ジメ ント ･ ツ
ー

ル と して 構想 されて い る と云え よう.

最後 に政策法務担当者を配置する自治体も出て きたので ､ その任務 は いかなる ものか に

つ い て述 べ ておきた い ｡ 政策法務担当者は総務部門や企画部門におかれ るが ､ その任務の

全容はまだあきらか ではなく ､ 手探りの 状態で あるとい う話をよく聞く ｡ 政策法務とは何

かが まだ議論されて い る状態で あるか らそ れはやむをえな い ことで ある ｡ しか し､ 分権改

革に よ っ て ､ 政策法務も第二
､ 第三 の段階に入 っ てきたので あるか ら ､ ある程度の 方向性

は持たなくてな らない ｡ 結論的 にい えば､ 自治基本条例の制定に向けて 始動すべ きで ある ｡

むろ ん, 自治基本条例は自治体毎に異な っ て よい ｡ 都道府県や市町村によ っ て もその内容

や性質 に多様なも の がある ことは当然で あろう｡ しか し , 自治基本条例を策定する となる
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と, これ まで の 条例 の 位置づ けや住民の 位置づけ､ 参加 の 手法など様々 な問題を検討 しな

けれ ばならず, 担当者は 好むと好ま ざる を問わず, 所属自治体の 法制の 全体像を描か なけ

ればならな い ことに なる ｡ これが結果的 に ､ 自治体法務 ･ 政策法務の任務を明らか にする

こ とに なる ｡ 自治基本条例は 自治体法制の O S ( O p er ati o n S y st e m ) で あるか らで ある ｡

基本構想や総合計画 の法的な位置づけもあきらか になる ｡ こうした作業 を通じて ､ 法的手

法や訴訟等の位置づ けも次第に明らか にな っ てく る し､ 何よ りも自治体の 法務 マ ネ ー

ジ メ

ン トの 座標軸が あきらか になる ｡ むろん , 政策法務担当者が必ず自治基本条例 を研究 しな

けれ ばな らな い と い うの で はな い ｡

そ れは目標地点で ある ｡ しか し､ こ うした目標がみ え る の とみえ ない の では任務の位置づ

けは まるで 異な っ てくる ｡ 将来の 自治基本条例 に向けて意見提出手続に つ い て検討を始め

るとい う事 で よ い の で ある ｡ しか し
､

こ うした検討 をして お けば ､ 各所管がばらばらに求

めてく る法的支援 にも ー

定程度応える こ とができる ようになる o

こ の ような作業が法的な ソ フ トの作業な らば､ い まひ と つ 法務マ ネ
ー

ジメ ン トの ハ ー ド

面の 作業も重要で あ る｡ 条例集の編別の 仕方や要綱集の 発行など自治体の 法的装備はまだ

まだ未成熟で ある ｡ これ ら の 作業は例規 の電子化 と相倹っ て法務担当者の重要な仕事 にな

るで あろ う｡

政策法務担当は今後 しだい に重要なポス トになる べ きで あるし
､ ならな ければな らな い ｡

政策法務担 当者は自治体における法務の ス ペ シ ャリト として , 自覚的な活動 をして もらい

と思う ｡

分権 - 括法 にお ける自治体の 役割および事務

(1) 地方公共団体の役割と国の配慮

改正地方自治法 ( 以下､ 改正法 と い う) は､ 今回 の 分権改革の基本目標と して ､ 国 と地

方 の 役割分担 をあげ ,

一 条の ニ ①項 ､ ②項 ( 地方公共 団体 の 役割 と国の 配慮) ､
ニ 条②項

( 立法の 原則) ,
二 条⑫項 ( 解釈運用基準) の 規定をお い て い る｡

① 改正 法
一 条の 二第

一

項は , 地方分権の目的 ･ 理念 ､ 改革の 方向を示 したも の で ､
｢ 旧

来の 中央省庁主導 の 縦割り の画 一 的行政シス テム+ を､ 地域社会の多様な個性を尊重す る

｢ 住民主導の個性的で総合的な行政シ ス テム+ に変革する こ とをうた っ たも の で ある ( 中

間報告第
一

章Ⅱ) ｡ 地方分権は､ 中央集権型行政 システ ム の 変革をめざず規制緩和政策と

軌を -

に して い る と い われ , その 目標は自治体 の 自己決定権を拡充 し ､ 自己責任の 確立す

る とこ ろ にある ｡ 中間報告は､ 地方分棒型社会に移行したときは ､ 地方公共団体の ｢ 自ら

漁める+ 責任の 範囲は飛躍的に拡大し, 地域住民の代表機関として の 首長と議会 の責任が

格段に重くなる こと ､ 職員もその日々 の事務の管裡執行にお いて 国の各省庁 による指示 を

口実に主体的な判断 を回避する ことも､ また困難な事態に直面して安易に国の 省庁の指示

を仰ぐような こ とはもはや許されな い こ と,
これまで以上 に地域住民の 広範な参画 をもと

め ,
そ の 期待と批判に鋭敏かつ 誠実に応答す る責任を負うことになる として いる ｡ 本条 1

項 は､ こう した ､ 自治体の 自己決定権の拡充､ 自己責任の 確立 をうた い 上げた もの で ､ 地
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域における 民主主義の徹底を要請したも の とい え よう ｡

② 一 条の 二 条第二 項は, 国と地方自治体の 役割分担の 原則 に つ いて規定したも の で ある .

国の 役割 を限定する ことに対 して は ､ こ の ような事項 は意法事項で あり､ 地方自治法 に規

定する こ とに は 問題がある との 内閣法制局の意見があり ､ 議論の結果､
｢国の 配慮原則+

とい うこ とで 落着 したも の とされて い る ｡ こ こで いう ｢配慮+ とは､ 国が , 立法や行政あ
一

るい は 司法 の 場で , 地方公共団体の 制度の 策定や施策の実施に関して問題が生じた ときに

は , 適切な役割分担 と地方公共 団体 の 自主性や自立性 に つ い て十分な考慮を しなければな

らない こ とを意味 して い る ｡ 具体的 には , こ の ような場合 ､ 地方公共 団体の自主性や自立

性を阻害しない こ と を､ 国が挙証 ･ 立証 しなければならな い こ とを意味して い る と解す べ

きで あ ろう｡

こ の ような考え 方 の背景 にある の は ､
｢ 国の役割限定+ の考え方であ る｡ 本条二 項の も

ととな っ た地方分権推進法四条の規定に至 るさまざまな答申や提言で は 国の 役割限定が分

権改革 の 基本的前提 とな っ て い た ｡ 分権委 の中間報告で も ｢ こ の 地方分権型行政シス テム

は ､ 国 ･ 都道府県 ･ 市町村の 各 々が担う ペ き役割と責任 の 範朗を明確に区分 けしよ う とす

るもの で ある+ ( 中間報告第
一 章Ⅱ 3 ) と して い た｡ しか し, 実際の と こ ろ 国と地方自治

体の役割分担 に つ い て 明確に線引きを行う こ とはかなり困難である ｡ また流動する 国際状

況や 国内状況 に鑑み ると､ こう した線引きは､ 理念的に は ともか く ､ さは ど現実的で はな

い ｡ とくに諸外国 に比 べ て 広範な事務執行権限を有す るわが国 の 自治体の 現状か らみ る と

き､ そ の 困難さは い っ そ う著 しいもの となる ｡ また ｢ 国の 役割+ を明確に規定す る こ とは ､

憲法事項 で はな い か と い う先に述 べ た疑問や後 の 立法権 を拘束す るような規定をお く こ と

は憲法四
一 条 に反す る の で はな い か と い う議論 もあ っ た ｡ 1 条の 二 第二 項の ｢ - - 役

割を重点的 に担 い -

+ とい う例示規定は
､ 地方分権推進法第四条をそ の まま承 けたも の

で あるが ､ 分権委の 勧告やそ の後の 立法作業で も, これ以上 の 規定ができなか っ たこ とを

示して い る ｡ こ の こ とは ､ 国の 役割 と地方自治体の 役割を完全に分離 しよう とす る完全分

離論 や分権分離論が ､ 本条で は採用 されなか っ た こ とを意味す る ことになる ｡

も っ とも ,

一 条 の 二 第二 項 の規定をも っ て ､ たんなる理念規定, 精神規定とす る こ とは
､

本条の 趣旨を嬢小 化する もの で ある ｡ というの も､ こ の 規定は役割分担に つ い て 明確な べ

ク トル を持 っ ており ､ そ の ベ ク トル が分権の方向性と力を持 っ て い るか らで ある ｡ つ まり

一

条の 二第二 項 は , 国の 役割を限定 しようとする ベク トルを働かせ よう とするもの で あ り､

今後の 立法､ 行政 , 司法 を含む国 の 役割は ､ そ れが直接執行で あれ , 関与で あ れ それら

を正 当化するだけの十分な根拠が必要で ある こ とを要求して い るこ とになる ｡ 機関委任事

務の 廃止 に伴う国の 関与の縮小廃止 ､ 膝詰め交渉を通 じて行われた自治事務と法定受託事

務の振り分けな ど､ 分権
一

括法 に至 る作業は , すべ て こうした国の役割限定の 一 環 として

行われたもの であ っ た｡ したが っ て ､ こう した経緯を踏まえる と,

一

条の 二 第二 項 は , 分

権 一 括法の 水準を下 げな いよう歯止め をかける とともに
､ 国が新たに役割を担う場合は ,

そ の ｢適切性+ に? い て の 立証責任を負担させ る趣旨と解す べ きで あると思われる( 1) 0

学説 は本条二 項を宣言的 ･ 指針的性格を有する としながら ､ 二条
- 一

項の立法 の原則 , 同

条
一 二 項の法令の解釈 ･ 運用基準とを結びつ けて , それなりの法的意義を持つ もの で , 裁

判規範として作用する可能性を持つ として い る(2) ( 成 田 ･ 阿部) ｡ 私も基本的方向と し

-
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て こ の ような考え方に同調する もの で あるが ､

一

歩進め て立証責任の 観点を踏まえた い と

思う ｡ も っ とも, 先 に述 べ たよう に役割分担 を実質的 ･ 実体法的 に決め る ことはか なり困

難で あるか ら , そ の ような場合 には , 国が六団体の 意見を徹する とか ､ 自治体に対する意

見提出手続を実施す る とか ､ 手続法的な工 夫を加味しつ つ ､ 国が担うこ と の適切性に つ い

て 立証す る ことも ー つ の 方法であると思われる ｡

なお ､ 国と地方自治体が 一

体として事務遂行の機能を分担 し合う と い う機関委任事務体

制下 の 機能分担論や 事務区分の 際, 意見 と して出され た共同事務論は
一

条の 二 第
一

項 ,

項で否定されたも の と考え られ る｡

(2) 自治事務に つ い て の 配慮義務

改正法 は ､ 自治事務 に つ い て ､ とくに地域 の特性に配慮するよう､
二 条

一

三 項で特別

の 配慮議規定お い て い る ｡ こ の 条項は ､ 地方自治体 の 事務 に関する国の立法 の 原則 の ひ と

つ と して , とく に自治事務 ヘ 配慮を規定 した も の で ある ｡ 前述の役割分担 の原則 を踏 まえ

た立法 の原則 とは 異なり､ 自治事務に つ い て ｢地域 の特性+ を ｢ 特に+ に配慮する よう国

に求めて い る もの で ある ｡

自治事務 へ 立法上 の 配慮 に つ い ては
, 中間報告を承けた第

一

次勧告は ､ つ ぎの ような原

則を提言 して い た ｡
｢ 国は ､ 自治事務 ( 俊称) に つ い て基準等を定める場合 には ､ 全国

一

律の 基準が不可欠で条例の 制定 の 余地 がない と い う場合を除き､ 地方公共団体がそ れ ぞれ

の 地域 の 特性 に対応で きる よう , 法律又 は これに基づく 政令に より直接条例 に委任し ､ 又

は条例で基準等 の 付加 , 緩和, 複数の 基準から選択等ができる よう配慮しな けれ ばならな

い ｡ + (
一

次勧告第
一

章2 (2) ③) こ こ で は､ 自治事務における条例主義の原則 ､ それ に伴

う法律の 規律の あり方, 委任の 手法が述 べ られて おり ､ 規律密度に つ い ての配慮義務がう

たわれて い る ｡ しか し大綱および推進計画段階になる と､ 明示的な 条例主義の 原則は消え ,

｢ 地域 の 実情+ へ の 特別 の 配慮義務 となり , 改正法も基本的に これを永けた形 とな っ て い

る ｡ こ の 点に つ い て ､ 立法担当者は ､ 自治事務に つ い て の ｢ 基準等+ の意味が瞭味なうえ ,

地方自治体の 自主性を確保す る手法は ､ 条例 に限定され るもの で はない ため ､ 自治事務 一

般 へ の 配慮義務 とな っ た と説明して い る(4) ( Q & A 4 4 P ) ｡ 改正法で 自治事務 - 条例

主義の 原則 がなくな っ た とする と､ これは あきらか に後退で ある ｡ と い うの も , たんなる

配慮義務 だ とする と役割分担原則 における配慮義務と大きな違い がなくなり , 国は自治事

務に つ い ても濃密な法令の 基準を自治体に押し つ ける危険があるか らである ｡ 現に介護保

険などで は自治事務とされて い る にもか か わらず､ 画 一

的で 詳細な法令が制定されてお り ､

自治体は厚生省の基準待ち とい う, 分権に逆行す る事態が生 じて い る ｡ しか し本項 の解釈

論として , 私は ､ 条例主義の原則がなお生き続けて い る と解したい ｡ 立法担当者の意見も

第
一

次勧告の趣旨を否定して い るわけで はなく , 自治体の自主性が条例主義に限定されず,

法令による場合もある こ とを述 べ て い る にすぎない . い いか えれ ば､ 自治事務が条例主義

の 原則 によらない場合に つ いて は, 国はとく に法令に よらなければならな い ことを立証す

る責任があるとい う ベ きで あろ う｡ こ の ように考 える と ｢ 特に+ 配慮しなければならな い ､

とい う規定の趣旨は､ 条例主義の原則 を物差しとと して捉える ベ きことになる o

-
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(3) 地 域 の 事務 とは何か ｡

改正法は ､ 地方自治体の あらたな事務範囲に つ いて次 の ようなより包括的な規定おき､

同時に 二 条三項か ら -

○項まで の事務例示規定を削除した ｡

ニ 粂二 項 ｢ 普通地方公共団体は ､ 地域 にお ける事務及びそ の 他の 事務で 法律又 は これ

に基づく政令によ り処理す る こ ととされ るもの を処理する 0 +

この規定 は ､ 従来の 公共事務 ･

委任事務 ･ 行政事務 の 区分を廃止して ､ 地方公共団体の

権能を ｢ 地域 にお ける事務+ と地域 と直接関わ り の な い事務であ っ て も､ 法律 ･ 政令で 処

理する こ と と された ｢ その他 の 事務+ と した も の である ｡
｢ 地域における事務+ とは , 区

域外 にお ける事務 を含むほか ､ 住民福祉の ために行う行政事務 一 般を行う権能さすも の で ､

地方自治体の は とん どの 事務が これ に該当する ｡ 立法段階で
､ 法定受託事務が含まれるか

どうか に つ い て ､ 規定ぶ りが問題にな っ たが ､ この ｢ 地域における事務+ には法定受託事

務も含まれ る ｡
｢ そ の他 の事務+ の例 と して は ､ 国際協力の 目的で外国 の 地方公共団体 ､

外国の 政府機関 , 国際機閑等 に職員を派遣 した り ､ 北方 四島 に本籍を有する者の戸籍事務

を模室市が行 っ たりす る場合 がある ｡ なお ,
｢ その 他 の 事務+ に つ い て は ､ 法律文 は これ

に基づく政令 とな っ て い るため､ 省令 による こ とは許されな い とする意見がある ( Q & A

1 5 ) ｡

事務 の 例 示規定の 廃止 によ り ､
｢ 地域 にお ける事務+ に つ い て は制限 はなくな っ た｡ と

くに従前の 三項 一

八号の 建築規制などまちづく りに関す る規定 ､ 手数料等 に関する 同項 ニ

ー 号 の 規定が削除され ､ ｢ 法律の定める と ころ に より+ と い う制限がなくな っ た意義は大

きい . こ れに関連して , 旧法 二 条 - ○項も削除された結果 , 国の 事務 とされて きた事務 に

つ いて も地域 の 事務 とする こ とがで きるか が問題 となる ｡ この 点に つ い て は , 司法 ･ 外交
･ 防衛 ･ 通貨 ･ 輸出入規制 ･ など国が本来果たす べ き役割 は ､ たとえ住民に身近な地域 に

お ける事務で あ っ ても自治体 の 権能の範囲外だ とす る見解がある ｡ そ して こ の 見解は ､ あ

る事務を国の事務 とするか ､ 地方自治体の事務とす るか は地方自治の 本旨には しない 限 り

憲法四 一 条に よ っ て 国会が決定する もので ある する ( 成田論文) ｡ しか し , 憲法四
一

条と

九二 条の 関係は従来か ら明確なも の で はなか っ た し､ 右に例示された事項もそ の境界はか

なり流動的で ある ｡ 自治体外交 ､ 自治体司法な どもどの ような範糾で行うこ とがで きる の

か , 議論 の ある と こ ろで あり､ ア プリオリ に国の 事務 と決め つ ける ことはで きな い と も思

われ る . 改正法はむ しろ議論をオ ー プ ンにする と い う趣旨であ り､ 役割分担の 原則 に照ら

して今後の 議論を待 つ とい うの が正当で あろ う ｡

(4) 都道府県事務と市町村事務の関係

改正 法は基礎的地方公共団体で ある市町村の 自己決定の拡充をめざして ､ 都道府県 の

事務 を次 の よう に限定した｡

ニ 粂五項 ｢都道府県 は , 市町村を包括する広域の 地方公共団体として ､ 第二 項の 事務で ,

広域 にわたる もの ､ 市町村に関する連絡調整に関するもの及びその規模文 は性

質において
一

般の市町村が処理する ことが適当で ないと認められるものを処理

するもの とする ｡ +

-
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本項 は都道府県 と市町村との 関係が対等協力の 関係にな っ たこ とに伴い ､ 都道府県の

事務の 四 区分を三 区分に再整理 したもの で ある ｡ 改正前の自治法で は都道府県は ｢ 統
一

事

務+ ｢ 広域事務+ ｢ 連絡調整事務+ ｢事務の規模か らする事務+ の 四 区分の 事務が あるとさ

れて い た. 改正法 は ｢ 統
一

事務+ を廃止し ､ ｢ 広域事務+ ｢連絡調整事務+ ｢ 事務の 規模又

は性質か らす る事務+ の 三 区分 に した｡ 従来の ｢ 統 一 事務+ とは全県的な い しは全国的に

同
一 基準で行う べ き事務 を指 して い た が , 都道府県を単位 として行う べ き事務で あれば｢ 広

域事務+ と して位置 づける こ とが可能で あり,
こ と さらに統 一

性を強調するこ とは 分権改

革の 趣旨に反する とされたもの で ある ｡ 具体的例 と して は地教行法, 学校教育法の 改正 に

より ､ 市町村立 の 教育課程の 基準や学期の決定権が都道府県の教育委員会か ら市町村 の教

育委員会の 権限とな っ た こ とが挙げられ る ｡ 広域事務とは市町村 の 区域を越え るもの で ､

数市町村 にわたる もの ､ 全県的なも の 等の 事務 である ｡ 連絡調整事務は ､ 従来､ 都道府県

の 中間的性格を表す も の と して市町村 に対する指導的立場 を明らか にす る も の で あ っ た

が､ 改正法は都道府県 の 関与 の ありかたもル ー

ル に基づく こ と にな っ た の で ､ 今後 , 都道

府県は こ う した指導的立場 は に立て なくなる ｡ ｢事務の 規模文 は性質か らする事務+ は従

来､
｢ 補完事務+ と い われたも の で あり ､ 今後は市町村 の 自主性､ 自立性を尊重 したうえ

で
､ なお適切で な い 事務を行う こ とと したも の で ある ｡

( 5) 自治事務 と法定受託事務

周知 の よう に , 機 関委任事務廃止後 の事務 に つ い て , 国の直接執行 ､ 廃止 とと もに ､ 地

方自治体の 事務区分 として 自治事務 , 法定受託事務を つ ぎの ような規定をおい た o

二 条八項 ｢ こ の法律において 『自治事務』 とは､ 地方公共団体が処理する事務の うち ,

法定受託事務以外 の もの をい う ｡ +

二 条九項 一 号 ｢法律又 は これに基づく政令により都道府県 , 市町村又 は特別 区が処理する

こ と とされ る事務の うち , 国が本来果たす べ き役割に係るもの で あ っ て ,

国 にお いて そ の 適正な処理 を特に確保す る も の として 法律又 は これ に基づ

く 政令に特に定める もの ( 以下 ｢ 第
一

号法定受託事務+ とい う o)

( 以下 ,
二号法定受託事務､ 法定受託事務 に関す る別表に つ い て は略)

こ の 規定は､ 今回の分権改革のなか で最も重要な事務区分で あり､ 今後の地方自治体に

事務遂行に と っ て も , また関与 のあり方から しても ､ キ ー

コ ンセ プトとなる もので ある ｡

とく に法定受託事務 が い か なる性格の事務か に つ い て は ､ 国や地方自治体が いか な る立場

におか れる かを理解するうえで も ､ 枢要な地位を占めて い る ｡

まず立法関係者がど の ような シ ェ
- マ で事務論, 事務区分論を考えて い たか を図で考え

て見 よう ｡
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国の 事務か自治体の事務か ?

直 接 執 行

役割分担の 原則

利便性 ･ 効率性

地域にお ける事務

自治

事務

法定受託

事務

法定受託事務の 性格をめ ぐっ て は ､ その定義が 第
一

次勧告以来 ､ 変遷 した来た こ ともあ

っ て ､ 種 々 の 議論が あ っ た と こ ろで ある ｡ しか し
､ 最終的に は, 図で示 したよう に

､ 立法

関係者は ､ まず国の事務か地域 にお ける事務 か を決め､ 地域 における事務 の なか で ､ 自治

事務 と法定受託事務 の 区分を したも の で ある ｡ こ こ で は事務 の 性質 と事務 の 帰属 とが明確

に区分 され , 自治事務 と法定受託事務の 差違 は関与 の 区分 とな っ た ｡

こ の ような整理 の 背景 と して まず裡解 しておか なければならな い こ とは , 分権委が ｢分

権融合論+ とい う戦略を採っ た ことい うこ とである ｡ 分権委は 当初, 日本の 地方 自治の現

状を ｢ 集権融合型+ 地方自治ととらえて いた ｡ 集権とは地域 に関する決定権限の多く を中

央が持 ち , 自治体の自主性､ 自立性が抑制されて い る状態｡ 融合というのは , 自治体が国

の 仕事 と自治体の 仕事 の 双 方を担 当 して い る ことで ある ｡ こ の 文脈からするす る と ,
｢ 分

権分離+ とは国の 仕事は 国の機 関が ､ 自治体 の 仕事 は自治体がそれぞれ固有に分担す る こ

とにな る ｡ しか し ､ 分権委の 基本戦略 は こ う した ｢ 分権分離+ で はなく ､
｢ 分権融合+ で

あ っ たの で ある｡ い い かえれば , わが国の自治体はすで に多くの 事務事業を幅広 く担当 し

て い るが , その悩み は主 として通達行政 , 必置規制､ 補助金行政 によ っ て , そ の 自主性が

強く削がれて いる o したが っ て ､ 改革の基本戦略は関与の 縮小廃止 とな っ たと い う こ とで

ある ｡ こ う した基本戦略 によ っ て ､
｢ 分権分離論+ または完全分離論は当初か ら分権委の

戦略の 姐上 には上 らなか っ た こ とになる ｡

この ような背景 を前提に 自治事務, 法定受託事務の 性格ない し帰属 の 問題 を考 えて み

ると, まず自治事務, 法定受託事務は ｢ 地域における事務+ と して整理されたこ とが理解

され る ｡ 第二 は ､ 分権委の 基本戦略が関与 の縮小廃止で あ っ たから, 自治事務 ､ 法定受託

事務の 差違も関与の 区分の差違 と して理解される ｡ 分権委の 作業は , 自治事務を原則 とし

て例外的に法定受託事務を承認 して い くと い う方法で進行したが､ そ こ で は事務の 帰属 の

問題 は背景に退き､ も っ ぱら関与の あり方に焦点が移っ たので ある ｡ 現住所主義とか本籍

は問わない という議論も ､ 直接執行を除けば､ 法定受託事務も ｢ 地域における事務+ のな

か で処理す る ことに な っ た こ と をの で ある ｡ い いかえれば ､ 事務の帰属の 問題は国の直接

執行との 関係で 決まる の で あ っ て , 法定受託事務の性質から事務の帰属が決まる と いう手

法は とられて いない ｡
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も っ とも , この ように解す ると法定受託事務か自治事務か は ､ も っ ぱら立法裁量に よ っ

て決め られ , 慈恵的になりやす い し､ 関与の あり方や条例制定権の 範囲なども国の 裁量に

任 される て しまう という危険がある ｡ 私は別稀で ､ 法定受託事務の 内容 に つ い て とく に区

分をせず ､
｢ 強い 制約 を受けた自治体の事務+ としたが ､ これに対して は , よ り精査が必

要で はな い か と の 批判を頂 いた ( 北村 ･ 自治研究) ｡ 私の 意見は ､ 自治事務 と の 対比 の 文

脈で 書かれたも の で ､ 法定受託事務をい っ ぱひ とか らげで捉 える こ とを意図したも の で は

ない し
､ 法定受託事務 に も関与の基本原則 ( 自主性 ･ 自立性 へ の 配慮 ･ 必要最小限度の 原

則) が妥当す る ことを述 べ た つ もりで ある ｡

学説で は ､ 本来的法定受託事務と非本来的法定受託事務を分ける意見が出て きて い る ｡

条例制定権や関与 に つ い て , 国政選挙な ども っ ぱら国家的利害に関わるもの と地域 の 利害

にも関わ るもの とを区別 しようとする も の である ｡ しか し法定受託事務は こ の ような こ 区

分 に区分 けで きる ほ ど単純で あろうか ｡ また こうした法定受託事務二 区分論に は ､ 事務の

性質か らす る も の と
､ 事務 の 帰属論からす る も の ､ 両者が混在して い るものが考 えられ る

が､ 事務の 帰属静か らする アプ ロ ー チ は , 前述 の ように分権委 の ｢分権融合論+ に連合的

では ない し , また改正法 の 趣旨に適うも の で は ない ｡ 他方, た しかに法定受託事務が事務

の性質 をま っ たく顧慮して い ない とい う の も問題で ある ｡ 改正法は ､ 法定受託事務は事務

の性質 - 事務の帰属 とは考えなか っ たが , 自治事務 と の差違を設ける と い う趣旨で ､ 事務

の性質 を踏まえた も の で ある こ とは当然で あろう ｡ ただそ こ に は ､ 右の 二 区分で は すまな

い雑多なも の が含ま れ て い る｡ こう した観点から ､ 私は本来的法定受託事務 と非本来的法

定事務の 二 区文論には賛成で きな い が , 国の 利害 と地域 の 利害と の あい だで , さ まざまな

グラデ ー シ ョ ン (g r a d ati o n) がある こ とは認 めた い ｡ そ れ らを個々 の ケ
ー

ス毎 に積み 重ね

る こ とによ っ て , 将来的 には法定受託事務の 分類学 とそ の関与や条例制定権の 範囲 に つ い

て の ｢ 相場+ がきま っ て く る の で はない か と思われ る ｡ なお ､ 法定受託事務の 八個の メル

クマ ー

ル は 分権委の作業指針で あるが , 今後の グラデ ー シ ョ ン の 判断に は立法関係の 資料

と して 重要な判断要 素となる と考えられる ｡

(1) 立証責任 の 考え方 に つ い て は､ 西尾勝 『未完 の 分権改革』 3 0 貢

(2) 成田頼明 ｢ 改正地方自治法の 争点をめ ぐ っ て+ 自治研究 7 5 巻 9 号 6 頁 ､

阿部泰隆 ｢ 地方自治法大改正 へ の 提案+ 月刊自治研 1 9 9 9 年5 月号 3 9 頁

(3) 役割分担の 内容 ､ 意義､ 実質 に つ いて は磯部力 ｢ 国 と自治体の 新たな役割分担 の原

則+ 西尾勝編著 『地方分権と地方自治』 (新地方自治講座) 7 5 貢

(4) 成田頼明 ｢地方自治の本旨+ 憲法の 争点 ( 新版) 2 4 4 頁

(5) 地方自治制度研究会 『Q & A 改正地方自治法のポイ ント』 8 頁

(6) 前掲注(5) ･ Q & A 4 4 頁

(7) 成田 ･ 前掲注(2) 8 貢

(8) 成田 ･ 前掲注(2) 8 頁

(9) 分権融合論に つ いて は西尾 ･ 前掲注(1) 1 0 7 貢

(1 0) 拙稿 ｢ 分権
一

括法案における関与と係争処理+ 月刊自治研1 9 9 9 年 5 月号 5 4 頁

(l l) 北村書宣 ｢ 法定受託事務と条例 ( 上)+ 自研 7 5 巻 8 号 6 7 貢
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なお改正地方自治法は次の 規定をお い た｡

一 条の 二 地方公共団体の 役割と国の配慮

｢ 地方公共 団体の , 住民の福祉を増進 を図る ことを基本と して ､ 地域 における行

政 を自主的か つ 総合的に実施する役割を広く担うも の とす る ｡ +

第二 項 ｢ 国は､ 前項の規定の趣旨を達成す るため ､ 国におい て は 国際社会における国

家として の存立 にかか わる事務, 全国的に統 一

して定める こ とが望ま し い 国民

の 諸活動若しくは地方自治 に関す る基本的な準則に関する事務又 は全 国的な規

模で若 しくは全国的な視点に立 っ て 行わなけれ ばならな い施策及び事業の 実施

そ の他の 国が本来果 たす べ き役割 を重点的に担 い
, 住民に身近な行政 は行政 は

で きる限り地方公共 団体に ゆだね る こ とを基本と して ､ 地方公共団体と の 間で

適切に役割 を分担す るととともに , 地方公共団体に関す る制度の 策定及び施策

の 実施に当た っ て , 地方公共団体の 自主性及び自立性が十分発揮さ れ るよう に

しなければな らない ｡ +

ニ 条第
一 一

項 ｢ 地方公共団体に関す る法令の規定は ､ 地方自治の 本旨に基づき, か つ
､

国 と地方公共団体の 適切な役割分担を踏まえたも の でなけれ ばなら な

い ｡ +

二条第
一 二 項 ｢ 地方公共団体に関す る法令の規定は ､ 地方 自治の 本旨に基づいて ,

か つ
､

国 と地方公共団体 との適切な役割分担 を踏 まえ て ､ こ れ を解釈し ､ 及び運

用す るよ うに しなければな らな い ｡

- ･

+

二条 一 三 項 ｢法律又 はこ れに基づく 政令により地方公共団体が処理す る こ ととされる

事務が自治事務で ある場合 にお い て は ､ 国は, 地方公共団体が地域 の 特

性に応 じて 当該事務 を処理する ことがで き る よう特に配慮 しなければな

らない ｡+

自治体法務 ･ 政策法務論 の 今日的到達点として の ｢ 自治基本条例+

( 1 ) 自治基本条例前史

分権
一 括法の 成立によ っ て , わが国もようやく ｢ 分権型社会+ が定着す るこ ととな っ た ｡

官治集権型の 法体制か ら分権自治型 の 行政が本格的に展開 され る基盤整備が 一 応整 っ た こ

とにな る ｡ しか し ､
｢ 未完の分権 改革+ と い われるよ うに , こ の 度 の 改革は団体自治の O

s をセ ッ ト しただけで , 個別法 の レ ベ ル で は まだまだ国法 の 規律密度は高く , 自治体が自

己の政策をじゆうぶん展開で きるだけの余地 を与えたも の で はない ｡ 政策法務論 で は , 自

治体行政は法令の執行で はなく , 政策の実行で ある といわれてきたが , その ための法的装

備はい まなお生成中で ある ｡ 中央政府は ｢ 基準行政+ ､ 都道府県は ｢ 補完行政+ , 市区町

村は ｢ 基層行政+ な どと い われ るが ､ そ うした区分もまだ自明なもの とな っ て い ない ｡

ところ で ､ 分権改革を契機に ､ 自治体の 基本法たる地方自治法が､ 分権改革に沿 っ た内

容とな っ て い るか に つ いて ､ さ まざまな課題が残されて い る ことがあらためて認識され る

よう にな っ た｡ たとえば自治体の運営手続に つ いて はどうか ､ 組織の面の制約や 民主的で

-
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効率的な行政の 確保の 面で障碍 になっ て い ない か , な どで ある ｡ こ の ような観点か ら､ 地

方自治法の ｢ 基本法+ 化構想も現れた ｡ 地方自治法の ｢ 大綱法+ 化す る作業を進める こと

は､ 上に述べ た中央政府の ｢ 基準行政+ を具体化す る構想の ひ と つ と い えよう ｡ こう した

動 きに 呼応して 自治体で も ｢自治基本条例案+ を研究策定す る ところも次第 に増えて きた｡

そ して ､ こ の 傾向 を 先取 りする かたちで ,
｢ ニ セ コ 町まちづく り基本条例+ 2 0 0 0 年 1

2 月 2 2 日に成立 した ｡ ( 本報告書で こ の 条例を取り上 げた の は ､ 最新の もの であ る こと､

高知県案, 群馬県案やすで に実施されて い る大阪箕面市など の取 り組み を総合化 , 体系化

して おり , 今後 の 自治基本条例 に大い に参考になる と考 えられるか らで ある o) 以下 で は ､

自治基本条例 の 位置お よびそ の 内容に つ い て 若干 の コ メ ントをくわえる こ ととした い｡

( 2 ) わが国で ､ 自治基本条例の 先駆的な形 と して ､ 構想されて きた の は い わ ゆる ｢都市

憲章+ で ある ｡ 自治体の 意法である都市恵華や自治憲章は ､ 断続的にブ ー ムとなり ､ そ れ

ぞれ構想案が つ くられたが ､
い ずれも廃案とな っ て きた｡ そ の 流れをみて おこう ｡

わ が国 の 都市憲章, 自治憲章には大 きく い っ て , 三 つ の潮流があ っ た ｡ ひ と つ は ,
｢ 市

民憲章+ の ながれで ある ｡ これ は萩市や小野田市などで ､ 戦後の 道徳的 エ アポケ ッ トを何

とか埋 め よう とす る新生活運動か らは じま っ たも の で , 市是や愛市寮費 ともよばれ ､ また

たく まに全国 に広 ま っ た もの で ある ｡ ある種 の 保守性は拭えない し
､ 日本的な道徳運動 の

一 環 と位置づけられ る も の で あ る｡ 第二 は ､ 都市学ある い は都市計画学 ､ 都市社会学など

か ら提唱され た ｢ ア テネ意章+ ｢ デ ロ ス宣言+ の系統で ､ 都市関連の 学会で は , 1 9 6 0

年代, さか んに都市憲章が議論された ｡ これは当時の ｢ 都市間題+ ｢ 都市の危機+ に対応

して現代都市がそ の 基本的ル
ー

ル をも つ べ きだとするもの で ､ こうした考え方が自治法上

の ｢ 基本構想+ に つ な が っ て いく こ とになる ｡ 第三 は現代版自治体恵法の 策定 ともい う べ

きも の で , 日本国意法や地方自治法などを踏まえた上で ､ 日本国憲法 の 自治体化やそれ を

超え得るよ うな理念と権利義務を詣う も の で ､ 川崎市都市憲章条例案､ 逗子市都 市憲章条

例案な どが これ にあたる ｡ これ らの 条例案の特徴は ､ 住民の実体的権利義務を規定した点

で ､ 従来にな い提言 で あり , 当時､ そ れらの実体的権利と義務が条例と い う形式で定めら

れる の か､ そ の制定手続は いか にある べ きか が種々 議論されたが , 結局 ､
い ずれ の 案も陽

の 目を見る こ とは なか っ た

こ の ような都市憲章の 種々 の 流れ に通奏低音と して ながれ て い る の が ､ ア メ リカの 州政

府と地方政府の 確執か ら生まれたホ ー

ムル
ー

ルチャ
ー タ ー 制度で ある ｡ ホ ー ム ル

-

ル チ ャ

- タ 一

に つ いて は , 州 の 憲法で 保障して い る ものや州法で み とめて い るもの ､ そ の なか で

種々 の オプシ ョ ン を認める もの など様々 で ある ｡ 共通 して い る こ とは ､ 地方政府の b y
- L a w

と異なり ､ 州法 として の効果 をもち ､ そ の限りで地方政府の b y
- L a w より上位の 法と位置

づけれて い る ことで ある ｡ この とこ ろがわが国の条例で は乗り越えられない壁とな っ てお

り､ 都市憲章条例､ 自治憲章条例い ずれも最高法規性の基礎付けに つ い て い ろ い ろ の 工夫

が試み られた ｡ また大都市の研究会､ 明日都市懇が , 大都市特例の ひ とつ として憲章都市

制度を提唱した ことがある ｡ これは国法の効力をも つ 憲章を認める案で ､ 法律の 構造とし

てはア メリカ の ホ ー ム ル
ー

ル チ ャ
- タ

一

にも っ とも近 い 制度であ っ た｡

以上 の ような都市憲章の涜れに対 して ､ 自治基本条例は､ 地方自治法の 基本法化を にら

んだ制度で あり , 都市憲章の流れも ､ いよい よ第三 段階に入 っ た ことになる . つ まり市民

棄牽から都市憲章のながれは, 市民道徳規範から都市の危機を呼応した都市憲章､ 基本構

-
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想 ､ それ に憲法の 地方自治版と して の都市寮章が構想されたが ､ そ れに対して , 自治基本

条例 は , 分権改革 という新たなス テ
ー

ジ に対応する地方自治法の 大綱化, 多様化をタ
ー ゲ

ッ トに したも の で ある o むろん ､ 地方自治法という法律が存在す る以上､ そ こには立法上 ,

運用上 の 限界が ある こ とも覚悟 しな ければならな い ｡ しか し ､ 自治基本条例 は以上 の よう

な流れ の 中で ､ 試行錯誤 して きた憲章構想の ひ と つ の 到達点で ある ｡ 内容や法的性格をめ

ぐっ て は今後 とも以下の ような斌論があるで あろうが ､ こう した条例が成立 し
､ 運用が 開

始され る こ とは , わ が国の地方自治史にあらたな - 貢が加わ っ たこ とは間違 い ない で あろ

ろう ｡

( 2 ) ニ セ コ 町まちづくり基本条例の 特徴

ニ セ コ 町 まちづく り基本条例 ( 以下､ 本基本条例という) に つ い て 深く検討する には ,

そ の 審議過程や意見交換過程な ど詳細な情報が必要で あるが ､ そ れらは関係者の これか ら

の説明 を待 つ こ とに し, こ こで は条文構成をみた範囲で の 感想と若干の 論点に つ い てふ れ

ておく こ とと したい ｡

本基本条例 は ､ 住民自治を中心に組み立 て られ て い る o こ の 点は , 分権 一 括法が主 と し

て団体自治 に 向けられて い た の に対 し
､ それ に対応す る形で住 民自治 の制度の 充実化 を目

指したもの と い え る ｡ まちづく りにお ける ｢ 自治の 実現+ と い うの は , 条文の 構成か らみ

る と住民自治 に向けられたもの である ｡ そ の具体化原則 は ､ 情報の 共有原則, 情報 へ の 権

利､ 説明責任 ､ 参加 の 原則 とされて い る ｡ そ して これ ら の 原則 を具体化するため の 手続や

参加 ､ 町 の 役割 , 計画策定手続, 町民投票制度､ 本基本条例の 最大限尊重義務等が 誼われ

て い る ｡ 以下 ,
い ます こし具体的に みて い こう ｡

①情報共有 の 原則 ( 第三 章)

こ こで は､ 情報提供制度､ 会議公開制度, 開示請求制度, 意見提出制度, 情報管理､

個 人情報保護制度が体系的に情報 共有化原則 に位置づ けられ る ｡

②まちづく り参加権 ( 第四 章)

こ こ で は企画立案､ 実施及び評価過 程にお ける 町民 の参加の 原則 の 下に
､ 町民の 平

等参加がうたわ れ 外国人や未成年者､ 障害者､ 女性もそれ ぞれ の 関心 ､ 期待か らの

参加 が保障され る ｡ また町民 の 自治活動 へ の町の 不当干渉, 差別的取り扱い の 禁止が

明文化され る と とも に ､ 町民もまちづく り主体 として の 責務が強調 される｡ こ の 章で

は
, 未成年者の 参加権に とくに

一 条がさか れ ､ 年齢に応じた参加が規定されて い る ｡

④ コ ミ ュ ニ ティ

こ の 章で は, 他の自治体で は見られな い コ ミ ュ ニ ティ活動 の促進 , まちづくり にお

ける担 い 手と して地位､ そ の支援原則が規定され て い る ｡

⑤町の 役割 と責務

この章で は､ 町長お よび三 役及び執行機関の 公正誠実な職務執行の責務 , 宣誓の

ほか , 職員が専門ス タ ッ フ として 町民を支援する立場 で ある ことが規定されて い る｡

さ らに町 の組織 は､ 情勢に応じ柔軟で な ければならな い こ と ､ 審議会 へ の 公募委員･

を加える努力義務､ 苦情等の 対応手続 , 対応機閑､ 行政手続の法制化が規定されて

い る ｡

⑥まちづくりの協同過程

-
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こ の 章では 主と して計画過程の原則 として ､ 提案 ･ 要望等の発生源情報 , 代替案､

他の 自治体と の 比較､ 町 民参加 の 状況 , 根拠となる計画や法令等の 情報提供に関す

る努力義務 ｡ 基本構想お よびこれ を具体化す る総合計画 の 整合性 , 体系化 ､ 進行管

理 ､ 費用 , 期間に つ い て の努力義務｡ 計画策定手続 として意見提出手続 を行うこ と

が規定されて い る ｡

⑦財 政

予算編成 ･

執行は総合計画に基づ い てお こなう こ と｡ 予算編成 ･ 執行過程 の透明化｡

決算が 評価の ために役立 つ よう に調製され る こと . 財産管 掛ま管理計画 に基づく こと ｡

財政状況 の 公表 は個別の 条例を定 める ことがうたわれて い る
｡

⑧評 価

まちづく り の 評価は仕事 の再編､ 活性化 ､ 状況 の 変化に対応して継続的に改善され

る べ きこ とが規定されて い る ｡

⑨町民投票制度

重要事項 に つ い て 町民投票 がで きる根拠規定 をおかれた ｡ 町民投票参加資格は個

別条例 によ る こ と｡ 町民投票結果は ､ 町長が事前 にその 取り扱い に つ い て あき ら

か にす べ きこ とが規定されて い る ｡

⑳連 携

町外の 人々 との 連携､ 近隣自治体との連携､ 広域連携､ 国際交流､ 国際連携など

根拠規定がおか れた ｡

⑰条例制定等の 手続

法令 の 改正 に伴うも の や用語 の 整備などを除き ､ 提案者は町民の 参加又 は 町民

の 意見を聞か なけれ ばならな い こと o 提案者は参加 に状況 に関する事項を付し

て 議案を提出す べ きこと｡

⑫本基本条例 の位置づ け

本基本条例は他の条例, 規則 , 規程の制定するときに は､ 最大限尊重す べ きこと o

⑬条例 の体系化

町は ､ 分野別 の 基本条例 の 制定に努める と とも に ､ 他の 条例規則等 の体系化 を図

る こ と ｡

⑭本基本条例の見直し ･ 検討

町は 4 年 ごとに本基本条例の検討 を行 い
, 見直すなど の 措置をとる こ と ｡

以上が ､ 本条例の 概要で ある ｡

この条例 をみ る と , いく つ かの 特徴がみ られる ｡ 第 一

は ､ 従来の 都市憲章型 の条例案

と異なり , 実体的な権利義務規定があまり存在せず, どち らか とい うと手続的な法制に主

眼が置かれて い る ことで ある ｡ これは , 地方自治法の大綱化をにらんだ条例で ある以上 ､

当然の ことかもしれない o また実体的権利も情熱こ対する権利が中心とな っ てお り ､ 情報

化時代を反映したも の とな っ て いる
｡

これなども都市棄草案が検討され た時代環境と の差

異を物語っ て い る ｡

第二 は住民参加というより住民参画 , パ ー トナ ー シ ッ プが弓虫調されて い るこ とで ある
-

o

従来の都市憲章案で も住民参加 , 住民主権､ 住民本位が強調されたが､ それらは住民 の生

- 4 6 -



活 を防衛したり､ 発展させる とい う実体的な権利とそ の 責務を行政側に課すも の で ､ 文字

どお りの 住民の 自己決定権を保障するもので はなか っ た . しか し , 本基本条例は ､
コ ミ ュ

ニ ティの 役割や 町民 へ のパ ブリ ッ ク コ メ ントや パ ブリ ッ クイ ンボル ブメ ント ､ 町民投票な

ど, 住民 の 自己決定をより促進す る内容とな っ て い る ｡ 職員の 役割も専門スタ ッ フ とされ

てお り ､ 町がまちづく り支援セ ンタの ような機能に純化 して いく ような位置づ けがな され

て い る ｡

第三 は ､ 従来の 都市喪章の実体的な権利や義務に関わる ものが ､ 基本構想や総合計画を

ツ
ー ル と して実現される べ き目標の 位置を与えられて いる こ とで ある o こう した位置づ け

は ､ 総合政策と して の 総合計画 , 総合政策に基づく個別政策の ｢ 制度化+ と して個別条例

( ある い は分野別 の基本条例 ､ それら の 体系化) を目指 して きた政策法務の 流れ とも符合

する o

( 3 ) ニ セ コ まちづくり基本条例 の 法的性格

その ほか本基本条例 に は いく つ もの特筆す べ き点があるが ､ そ う した個別の 論点に つ い

て の 検討 は他日を期すこと に して ､ 最後に ､ 本基本条例の法的な性格という純法律的な問
題に つ い て述 べ て お きた い ｡ と いうの も本基本条例の法的な性格を 一 種の 裡念条例と位置

づける こ とも可能で ある し､ それだ けに止まらな い と の見解も可能で あるからである ｡

一 般的に い え ば, 条例 を含む法制度は､ 価値 レベ ル と制度 レ ベ ル そ して個別 の 運用 レ ベ

ル の 三 つ の 位相 を持つ と考えられ る ｡ こ の ような枠組みで み る と, 本基本条例は , 棄法第
八 草の ｢ 地方 自治+ の 保障の うち ､

｢ 住民自治+ と い う価値 を促進す る手続を用意する も

の で ､ 憲法価値 の実現の面 で は まことに時宜を得た条例で ある ｡ 問題は次の レ ベ ル で ある

制度 レ ベ ル で ある ｡ こ の レ ベ ル で は地方自給法との 整合性が問題 となるか らで ある ｡ おそ

らく 関係者の苦心も こ の 制度レ ベル の抵触問題や解釈にあ っ た と思わ れ るが､ 本基本条例

に基づく制度の 多く は ､ 若干 の 規定を除い て ､ 今後 の個別条例 に任せて おり , む しろそれ

ら の 条例 に根拠 と枠付けを与 えたも の とな っ て い る ｡

最も重要な問題 は
, 本基本条例 は裁判規範た り得るかで ある o しか し､ 従来か らの観念

によ ればおそ らく裁判規 範性を 認定す る ことは発し い と い う意見が大勢を占める で あろ

うo も っ とも分権
一

括法によ っ て ､ 少なくとも自治事務に つ い て は地域 の ｢ 自主性+ ｢ 自

立性+ が特に配慮され る こ とにな っ たの で あるか ら, か りに今後の 個別の 条例 と国法 と の

抵触問題が出て きた ときで も､ ｢ 自主性+ ｢ 自立性+ の 証し と して本基本条例が機能す る

こ とは大 い にあ り得る し
､ その ように機能す る こ とを期待 したい ｡ また ､ た とえ ば本基本

条例で は条例の 提案者に住民の 参加状況の 開示を義務づ ける など 一 定の加重要件を定めて

い るが , こ の ような規定が自治法と抵触す るか どうか の 判断も , 最終的に裁判所が上 の ｢ 自

主性+ ｢ 自立性+ をどの ように解釈す るか にかか っ て い る ( も っ とも ､ こ の 加重要件を提

案権の要件とせず提案の 正当化手続と解す る余地もある ｡) 0

いずれに せ よ, 現段階で ､ 本基本条例に性急に裁判規範性をみ とめる こ とは問題がある

し ､ 逆に裁判規範性がな い から本基本条例はたんなる理念条例だとする こ とにも問題があ

る ｡ こ の ような観点か ら本基本条例は行為規範性は有して い るが裁判規範性は今後の 運用

にかか っ て いる と解した いと思う ｡ 法規範はすべ て裁判規範性を有して い るもので はな い

ことは法律学の常識で ある ｡ 憲法の いく つ かの 条項､ 特に統治機構に関わる条項にも裁判

-
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規範性が なく , ただ行為規範と して の 性格 しか有しな いものが多い ｡ したが っ て , こ の よ

うな行為規範と して本基本条例が制定され , それが運用される こ と
､ そ してそ の 積み重ね

がやがて裁判規範性をも獲得して いくと い う こと､ こうしたことを認識し つ つ 本基本条例

を守り育て る こ とが大事で あろ う｡
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･ 税 の優遇措置制度の ため の あらたな ｢ 公益+ 認定手続に つ い て

(1) 民法上の 公益法人 に い う ｢公益+

周知に ように 民法上 の公益法人は祭紀 ､ 宗教, 事前, 学術及び技芸を例示 し ､ それ以上

は主務官庁の 許可 を要件とす る ことを掲げる の み で
, 公益 の 概念に直接の言及は して い な

い ｡ 通説は , 公益 と は ､ 構成員の利益や特定の者の 利益で はなく , 社会全体の 利益 ､ す な

わち不特定多数 の 者の利益 を意味して い る として いる ｡ こ こ に い う不特定かつ 多数の 者の

利益 とは厳密な意味で はなく , 当該法人の提供するサ ー

ビスが社会全体に広く公開されて

い る こ と , 受益が特定の もの に 固定化 して はならない ことを意味して い る とされて い る ｡

そ して実務手引き書に おい ても ｢公益性の 認定+ つ いて 次の ような困難とその 自由裁量性

が述べ られて いる ｡

第
一 は､ 民法が ､ 法人 を営利法人 と公益 法人とを区分したことによる制度上の問題である o

ドイ ツ民法の ように , 法人の目的を営利, 非常利 (公益目的と営利も公益も目的と しな い

中間的目的 を含む) との 二種に区分し ､ 非営利を目的とす る社団でも登記 をする こ とによ

つ て 法人とする ことがで きる場合 に は
, 認定は比較的容易で ある ｡ しかし我が国で は非営

利 の みで はなく ､ 積極的な公益性を認定しなければな らな い ため の 困難で ある o

第二 は公益法人の設 立に つ い て許可主義を採用 して い る こ とに伴う困難で ある ｡ 現行民法

の 制度の もとで は主務官庁の設立許可という行政行為を通して公益性の内容が客観化され

るが , この客観化され る公益性の内容は時代の経過に適応し ､ 環境の 変化に順応 しながら
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推移する性格を持 っ て い る ｡ したが っ て , 公益性の認定をす る権限を有す る主務官庁 にと

つ て なにが公益か に つ い て の客観的基準を設 ける ことはいち じる しく困難で あり ､ 設立許

可 ごとに個別 に判 断せ ざる を得ない 困難 さがある ｡ 公益性 の内容が時代 の 推移によ っ て 変

化する もの で奉る ことを考える と､ 民法 の解釈を逸脱しな い 限度 にお い て ､ 柔軟な対応が

必要 とされ るで あろう ｡

以上が公益法人 の 設立 に関す る標準的な実務書の解説 であるが ,
こ こには公益認定 の 困

難さが逆 に主務官庁の 自由裁量性を生み 出 して い る こ とがうかがえる ｡ 設立許可と い う行

政行為を通じて公益性が客観化される と して い るが ､ それは行政庁の主観的事情､ 主観的

判断 に依存す る と いうことを物語 っ て いる ｡ ここ には公益判断に困難性を感じながらも､

公益判断は行政の み が独占す るとい う思想が貫かれて いる ｡

なお公益法人に関して は ､ 昭和6 0 年の 総務庁 の行政監察が注目すべ き勧告を行 っ て い る ｡

監察は ｢ 中間法人制度の 創設及び公益法人 の 事業内容の是正+ と題 して概要 ､ 次の ように

述 べ て い る ｡

公益法人 は ､ 自主 ､ 自律的な活動により積極的に不特定多数の 者の 利益を図る こ とを

目的として 設立され る非営利法人で あるが公益 に関する定義及び許可基準に関す る規定が

なく ､ 主務官庁の自由裁量 に委ね られ て い る｡ 公益法人は , 社団法人にあ っ ては 会費等を ,

財団法人 にあ っ て は 出えん された財産の運用収入等を基礎財源 として い るが､ 目的事業の

財源 を補うために付随的 に収益事業を行う こ とも認められて い る ｡ また公益活動 を助長 ､

育成する 観点か ら法人税等にお い て ､ 課税対象の 限定 , 税 率軽減等 の 措置が諦ぜ られて い

る ｡

しか しながら ､ 次 のよ うな団体は公益性が不明確とな っ てお り , 課税上の不均衡も生

じて きて い る ｡

①特定団体の構成員等の福利厚 生を主たる目的と して い る法人で事業 ( 不動産の 貸賃 ･ 販

売 ､ 物品 の 販売等) を行い
､ それ によ る利益 を特定 団体 の職員等 に対する退職給付金支給 ,

傷病見舞金等 の 事業に使用 して い るもの

②法人 の 目的事業 ( ゴル フ 場 ､ 自動車教習所, 外国人用ホテル の経営) 及びそ の内容が ､

そ の 後の 社会情勢の の 変化 により , 営利企業によ る経営が著しく普及 した ことに伴 い ､ 営

利企業の 事業と競合する こ ととな り ､ 公益法人の事業と して妥当性が乏しくな っ てもの

③事業内容が収益事業に傾斜 して い る も の ( 病院等) , 複数の 目的事業を行っ て い るが ､

大きな利益 を伴う特定の 事業 ( 出版､ 事務請負) に傾斜して い るもの
､ 事業か らの利益を

特定団体の 職員等 に対す る レクリ エ ー シ ョ ン ､ 文化事業等の 助成に使用 して い るもの ｡

行政監察 はこ のような団体の事業のあり方､ 経営の あり方 を問題で あるとし , そ の 原因

を中間法人の 存在を認めて い な い こ とに求め ､ 次の よう に述 べ て い る a

民法で は公益 に閲しな い非営利法人すなわち中間法人の 存在を認めて い ない ため, 特定

多数の 者の 利益を目的とするもの に つ い ても公益法人と して許可して きたが､ 昭和4 7 年

以降の ｢ 公益法人設 立審査基準等 に関する申し合わせ+ ( 昭和 4 7 年3 月 2 3 日各府省公

益法人監督事務連絡協議会) により､ この種の法人を許可しな い方針がとられて い るが ､

それ以前に許可されたこの種の法人に つ いて 特段の措置がとられて こなか っ た｡

公益法人として の妥当性が乏しくな っ てな っ た場合の措置につ い て 民法でなんら規定が

なか っ たため, 主務官庁にお いて も適切な措置が とられて こなか っ た｡
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公益法人が付随的 に行う ベ き収益事業をどの 程度行 っ て い よ い か ､ 収益をどの よう な使

途 に用 い るか等に つ い ても主務官庁の 裁量 に委ねられて い るが ､ 指導監督が不徹底とな っ

て い る ｡

監察 は , この よう に述べ て , 公益 に開しない 非営利団体に つ い て も , 中間法人 と して の

法人格を付与す る途を開く ベ きことを検討す べ きで ある と して い る
｡

こ の 監察 は公益法人

の性格を持 たな い も の は中間法 人とせ よ ､ として い る ので あ っ て ､ 直接的には今回の N P

O 法との 関連性は薄 い が ､ 従来の 公益法人にお ける ｢ 公益+ 判断の 一 端をうか がわせ るも

の として 注目 され る ｡

民法 にお ける公益法人に つ い て は , こ の ように ｢ 公益国家独占主義+ が前提とされて き

た｡ そ して ､ そ こで い う ｢ 公益+ は ｢ 国家的関与 を正当化す る機能+ と ｢税制など の優遇

措置をあたえ る根拠+ と して の 機能をも っ て い た｡ 前者は各省庁や都道府県 の監督を正当

化す る機能を, 後者は所得税な どの 公共法人 ( 所得税法に よ っ て所得税 を課せ られない法

人) や法人税の軽減の 根拠 として使われて きたのであ る｡ こうした指摘によ っ て ､ 公益法

人制度の 矛盾が あきらか に され ､ また主務大臣､ 都道府県知事 の 自由裁量 とい う原則が､

慈恵的な設立 , 運用 を許して きたこ とがあきらかにされて きた と い え るだろうo

(2) ｢ 公益+ に つ いて原理的考察

① 公益とは ､ 公共 の利益 を約 した言葉で あるが ､ 現実の 政策過程におい ても ､ 法的な過

程にお い て も､ そ の 具体的な意味は必ずしも明確で はない ｡ しか し , 公益概念 をどの よう

に とらえる かは , 新しい非営利法人法制 の も とで税制との 関係論じる必要もあ り ､ より原

裡的な考察 と具体的なア プロ ー チが必要 となる ｡

まず､ 以上述 べ たような ｢公益国家独占主義+ や ｢ 自由裁量+ が現象する の は なぜだろ

うか ｡ 公共経済学や 公共政策学の 研究によ れ ば, 政治や政策過程で ､
｢ 公益+ がそ れぞれ

の アクタ ー

の レ ント シ ー キン グ活動 を正当化す る シ ンボル と して使われて きたか らで ある

とされて い る . こ こ で い う レン トとは政治や行政過程で得られる特別の 私的な特殊的利益

である ｡ 端的に言えば公益法人 と認定されれば税が軽減されるなどの レントを求め る活動

と い う こと になる ｡

一 定の 政策をめ ぐ っ て , そ れが政治的､ 政策的なイ シ ュ
ー

とな っ た場

合は , お互 い がそ の レントを ｢公益+ の名の 下に主張 し合う こ とになり ､ 混乱は い っ そう

大きくな る ｡ したが っ て , われわれは こう した レントを射程に入れ つ つ ､ 適正な ｢ 公益+

を発見して い か なければならない ｡

② 公益活動は ､ 経済学で い う公共財 の提供やサ ー ビス , 公害や環境保全のため の ｢外部

不経済 へ の対処+ な どの活動で あるが ､ 国防や警察な ど非排除性や非排他性の 高い サ ー ど

スはともか く ､ どの 範囲の財やサ ー ビスを公益 と して 政府の活動 の 範囲とす るか は必ずし

も
一

義的 に決ま っ て い るわ けで はな い ｡ まして , こう した政府 の活動が隠れた私的､ 特殊

的利益 と複合的に結びつ いて い るとき には, 公益判断に多数の 変数が絡むようになり ､ そ

れ らの調整の結果が ｢ 公益+ とされる よう にな る ことは ( 1 ) で述べ たとおりで ある｡

たとえば公益活動は 一 面で , 介護サ ー

ビス の ように所得再配分の機能を持つ ｡ しかし ,

その サ ー ビス を提供する のが民間会社である ときには , それは私的な利益 と結び つ く こと

が避けられない ｡ 介護サ ー ビスが政府や自治体の直営で行われる場合も , 公務員に対する

-

5 0
-



賃金や労働条件と い う公務員個 人 の 利益 と切り離して 論じる こ とはほ とん ど無意味 と い っ

てよ か ろ う｡ こ の こ とは 公共財 の 提供やサ ー

ビスや公害 ･ 環境保全 の ための 活動など の 外

部不経済の ため の 活動 に つ い て も い え る こ とで ある o

また逆 に 民間機関が コ ン ピ ュ
ー

タ の 普及活動を広く行い
､ そ の こ とによ っ て 利益 を上 げ

た と して も ､ 結果と して コ ンピ ュ
ー

タリタ ラ シ
ー が大幅に解消 され て , 社会の 有益 な活動

に繋が っ て い けば ､ そ れ も ｢ 公益+ 活動 と い え るで あろう ｡

③ 公益 を め ぐる こ の ような理論状況 の も とで は ､ あらゆる私益か ら独立 した客観的な 公

益が存在す る とす る こ とは困難で あり ､ 各人 の 主観的価値 が公益 の 具体的な内容 に投影 さ

れ る の だ とする議論もある ｡ しか し
､

こ う した議論は立法や 司法 と い っ た国家 によ る純粋

公共財 の 存在自体も否定しか ね な い も の で あり ､ あま り に政治学的な議論で ある ｡ 立憲主

義の も とで は ､

一

定 の 国家の活動 , 政府 の 活動が公益活動 として前提されて い る の で あ っ

て , そ れ は憲法自体が国家や政府の存在を承認 して い る こ との 理由で もある ｡ 私人 が自己

の 利益の 最大化を目指して 行動す るよ りも国家や政府に任せ た方がよ い公益活動は た しか

に存在す る o

問題は境界 をどの よう に引くか で ある ｡ 従来の ｢ 公益 国家独占主義+ は こう した ｢ 線引

普+ をあげて政府や政党の 密室 による取引 ､ 交渉に委ぬて きた と い えよう ｡

(3) ｢ 公益空間+

① 以上述 べ て きたように
､ 公益概念 は本来的に多義的で あり ､ その 意味内容も公益と い

う言葉の 使用者 のそれぞれ の 文脈に よ っ て異なる の で あっ て ,

一 般的な公益概念 と いうも

の が存在す る と い う ことは意味がな い し ､ また ､ その 意味内容も抽象的か つ 空疎な内容 た

らざる を得ない o む しろ ｢ 公益+ は ア クタ ー

に と っ て の ｢公益空間+ と い うも の が それぞ

れの 社会的領域で存在 し､ その 文脈毎 に とらえる方がわか りやす い し , 正当で ある ｡

こ の ような ｢公益空 間+ をど の ように構想する か に つ いて は ､ 二 つ の 手法が考えられ る ｡

一 つ は実体的に ｢ 公益 団体+ や ｢ 公益活動+ をメ ンシ ョ ンする こ と によ っ て ､ それら の 基

準に合致す る 団体や団体の 行動 を ｢ 公益+ とする方法で ある ｡ た とえ ば､ 市民公益活動 は ,

少数の 人や 一

部の 人の 利益か ら生まれたも の で あ っ て も ､
いずれ多数の 人々 や社会 の 多く

の利益に広がりうる可能性を持 っ た活動で ある ､ と定義され る こ とがある ｡ こ の ような ｢公

益+ の とらえか たは, 不特定多数の全体的利益を担うと して きた ｢ 公益国家独占主義+ よ

りは 数段優れて いる o な によりも こ こでは市民公益活動 は発見され ､ 作 られて いくも の で

あ っ て ､ 公益が動態的にとらえられて い る ｡ 特定の個人の ためにや っ たこ とで も , そ の効

果が ｢ 開か れて い る+ ならば､ そ の行動が 一

般的に波及 し ､ やがて は地域や国家全体を巻

き込んで いく可能性が開かれて いる ｡ 抽象的な不特定多数の 全体的利益 という こ とが公益

で ある とすれ ば, そ の ような ｢ 公益+ は社会的な動態を見失 い ､ 公益活動 の 芽を摘んで し

まうおそれがある ｡ この ような意味で ､ こうした動態的 ｢ 公益+ 概念は ､ 現代に より適合

的な公益概念で ある とい えるで あろ う｡

しかし, 問題はこうした公益活動が どの ように ｢ 開か れて い る+ かで ある ｡ また この定

義も具体化される過程で は､

一

定の基準や活動を列挙す る形とな らざる得ない ｡ こう した

基準主義や列挙主義を法定しようとすれば , 結局, 目指す べ き公益活動を硬直化させ , や
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が て は公益国家独 占主義に回 帰させ て しまうお そ れが ある ｡

② 新し い 非営利法 人法制の もとで は , 非営利法人が準則主義の も とで 認証 され る こ とに

なる の で ､ こう した状況 の下で あらた に ｢ 公益+ 概念をたて る場合には ､ 公益 の 発見過程 ､

その 開か れた発見過程が重要とな るo い い か え れ ば公益発見過程 の手続きやそ の ル - ル が

重要 な役割 を果たす こ とになる ｡ そ こで は ｢ 公益+ を発見する主体 とそ の 手続きが問題と

な る ｡

新たな非営利法人法制の もとで税制の 優遇措置が与えられ る べ き団体や活動 の 基準作り

が課題 となる ｡

具体的な案と して は次の ような仕組み と手統きが考 えられ る｡

③ ｢ 公益+ 認定機関

③ - 1 独立の 第三 者機関 ( 国家行政組織法の 3 条機関)

③ -2 大蔵大 臣も しくは国税庁長官の 付属機関 ( 国家行政組織法8 条の 諮問機関)

ただし ､ 諮問機関の場合に は大蔵大 臣も しく は国税 庁長官の 諮問手続きが必要 な要件

である こと ､ 答申に拒否権が留保される の が原則である こ とに注意して おく必要がある ｡

も っ とも諮問手続 きが法定され て い る場合に は , 諮問 しな い こ とや答申を尊重 しな い 場合

には 合理的な理 由が必要で ある と い うの が通説判例 の態度であ り ､ 最近で は情報公 開法案

の不服審査会に よう に第三 者性の 高い 諮問機関が多用される傾向にある ( 地方公共 団体の

情報公開条例 の 審査会 ､ 個人情軸保護審査会は
, 地方自治法上第三 者機関が作れな いた め､

ほ とん どが諮問機関で ある ｡) 0

③- 3 ア ドホ ッ クパ ネル 型機関

常置機関と して で はなく ､ 問題毎 ､ 領域毎も しく は課題毎 にア ドホ ッ ク に委員会を組織

する こ とが考え られ るo この場合にも(訂型②型双方の タイ プが構想で きる ｡ ア ドホ ッ クパ

ネル の 特徴は
､ 常置機関を置く こ とをせず , そ の都度､ 委員会な い しは諮問機関 を組織す

る こ とで ある ｡ 我が国で は 司法試験管理委員会が司法試験委員をそ の 年度毎に選任す る こ

とにな っ て おり ､ 地方分権推進委員会の 推進計画 に い う団地方係争処理委員会もア ドホ ッ

クパ ネル型とな っ たo こ うした組織形態が採用される ことにな っ た背景 には , 常置機関の

設置 が行政改革 の 趣旨に反する ことや常置機関の場合 の 事務局 の主導性が問題で あ っ たか

らで ある ｡ 認定機関 が多様な公益活動 を評価 しなければならな い とすれ ば, 事務 局主導を

抑制す るために ､ こ の ようなタイプの 機関もありえる ｡ ア ドホ ッ ク パ ネル型で は選任委員

会を常置する場合 と選任機関を置かずに大蔵大 臣もしく は国税庁長官が委員を選任す る場

合があり得る ｡

③ -4 民間 の 中立的な機関

民間の 専門家が集まっ た集団で ､ ある程度客観的な基準を設定し, そ れに適合する団体

や団体の活動を ｢公益+ 団体として認定する方式で ある ｡ こうした考え方 の背景 にあ る の

は, 行政機関とい うの はどうして も政治的な圧力を受けて しまうから中立で は ありえ ない ｡

む しろ専門家を組織化して客観的な基準を決 めさせ るほうがより中立的で ある と い う判断

がある o ドイ ツで は日本の = 業規格に 当たる D I N 規格は私的な団体によ っ て決 められて

お り , 民間基準を行政が採用す る と い う方式がとられ て お り ､
｢ 公益+ 団体の 認定基準

を こうした民間組織 にゆだねる方式も検討に値する ｡

-
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④ 公溢 認定手続

認定機関 が非営利法人 の 参加 の もと に , 公益を認定して い く 手続き として 参考 にな る も

の と して は ､ まずアメリカ の ル
ー

ル メイキ ン グの 方式が あ る ｡ こ の 方式と しては 正式規則

制定手続 , 略式規則制定手続 , こ の 両者の 中間的手続き である ハ イ ブリ ッ ド ( 渥交) な規

則制定 手続 ､ レグネ グ手続 き がある ｡

正式規則制定手続は事実審型聴聞を行う も の で , 聴聞主宰官が利害関係人 の 主張立証 を

ま っ て 決定す るもの で ､ 手続 き として は裁判に近い 手続きがとられ る ｡ こ の 方式を採用す

る場合 には , 公益団体 と して ,
つ まり租税優遇措置 を受ける資格に つ い て ､ 非営利 団体が

個別 にそ の 公益性, 租税優遇措置 を受 ける必要性に つ い て 主項立証しなけれ ばな らない こ

とに な る ｡

略式規則手続 は ､ 規則を公告し , 利害関係者からの意見の提出を求め､ 行政機関が こ の

意見書を 検討 して 最終的に規則 を制定す るもの で ある ｡ い い かえれ ば原案の 告知 と意見書

の 提 出手続か らなる手続 きで あ る. こ の方式 による場合 には ､ 認定械関が基準案 , 原案を

公告 し､ 関係団体か ら意見書の 提出を求 め ､ こ の 基準 に沿 っ て ｢ 公益+ の 認定が行われる

こ と にな る ｡

ハ イ ブリ ッ ドな手続きは原則的 に略式規則制定手続きと同様で あるが , 特定の イ シ ュ
ー

､

特に重 要な 問題 に つ い て ､ 事実審型の 聴聞を行う場合であ る｡

レ グネ グ手続きとは , R eg ul at o ry N e g o ti ati o n 手続き の 略で , 交渉によ る規則制定手続

き と称 され るもの で ある ｡ 具体 的には行政規制の 対象 となる関係者､ 団体が協議会を設置

し , これ を公衆に告知したうえで協議会 の メ ンバ ー が適正 かを検討し , そ の う えで ､ 協議 ,

交渉を 行い ､ 合意をえ て規則素案を制定す る と い うも の で ある ｡ したが っ て ､ そ の 後に さ

らに行政機関による意見徴収手続きが行われる ことに なる ｡ レグネグ手続き の 特徴は 行政

械関の 代表者も当事者の 一 人にす ぎず､ 他 の 当事者と同等 の 権利と責任を持つ にすぎず ､

リ ー ダ ー シ ッ プをとる こ とはな い と い う点 にある o 行政棟閑も含めて コ ンセ ンサス を目指

す手続きで ある ｡ 公益認定手続き に つ い て も､ 認定基準の 作成 の ためには , レ グネグ方式

も検 討 に催す る ｡ こ の方式によ る場合は , 関係団体によ る協議会の 設置 と素案の 作成 , そ

して認定械閑 によ る意見聴攻手続き が行 われ ること になる ｡

以上 ､ 公益認定横開とそ の 手続き に つ い て ､ 参考 になる と思われ る方式 に つ い て述 べ て

きた . い ずれも従来の主務官庁方式 とは大胆 に異なる方式で あり , 今後 の 公益 の あり方を

発見す るため､ 十分に検討 に値する もの と考え られ る ｡

公益概念は多義的で ､ 実体的な概念をたて る ことは困難であ る
一

と述 べ
､ そ れを認定して

行くに は , 種々 の議論に開か れた手続的ル ー ル ､ 過程論的 に開かれたシス テム が必要であ

声ことを述べ て きた ｡ しか し ､ 公益 をどのように規定す るかは, われわれの市民社会の あ

りかた ､ ひ い て は人間観とも関連する重要な課題で ある ｡

最近の注目すべ き動向として , 人間はひ とりで は欲求や欠乏を充足で きな い か ら社章を

構成するの で はなく ､ 人間
一 人 一

人が持つ その 豊かさ故に社会を構成するとい う社会連帯

主義に根ざした考え方もある ｡ たしかに現実の人間は互 い に自己の所有欲をみたすため に

社会を形成するが , こうした近代的な個人像､ 社会像で は 2 1 世紀に向けられたあらたな

-
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｢ 公益+ 概念は 個人的欲求 の 総和以外で は ありえなくな る し ､ 個人は完全に祉会に従属 し

て し まう o む しろ ､ 個人 の 活動には ､ 欲求や 欠 乏を満たすだけではなく ､ 非営利団体や 真

に ｢ 公益+ 団体 の 活動 の ボ ラ ン ティア活動 の よう に , 正義や 自由, 社会的な 連滞 を動機 と

する活動が 存在す る ｡ 経済学も政治学も法律学 も近代主義の もとでは ､ こ う した 個人 の 人

格的な無償的活動 を完全 に無視 してきた ｡ しか し現在求め られて い る の は ､
こ う した人 間

連帯的な ｢ 公益+ 活動 の 枠組み である
｡

しか し
､ わ れわ れ は

､ 抜きが た い 近代主義の 遺産

を引き継 い で い る か ら ､ こう した真の ｢ 公益+ 活動を社会的に認知して い く ため には ､ 上

に述 べ た 近代 の 人間観 , 社会観に つ い て の わ れわ れ の 意識 の 転換, メ タノイ ア ( 回心) が

必 要 とな る o 公益発見手続 きは こ の ような社会的メ タノイ アをどの よう に 行 っ て い く の か
､

と い う こ と と深く 関わ っ て い る o また こ う した理念 の 転換をめ ざす こ となし に , 非営利活

動や 公益認定が行 われて いく の だとすれ ば, そ れはあらたな政治的 レントを生み 出す にす

ぎな い こ と になる ｡ 論者によ っ て は ､ これ を無償財 と定義する場合もある ｡ こう した社会

連帯主義を強制 に よ らず に実現して い く過程 こそ ､
｢ 公益+ の枠組みである こ とを 確認 し､

それ を動態的 ､ 過程的 に とらえ て い く こ とが ､ 今日の ま さ に焦眉の 課題と い え る で あろう｡

ー
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交通事故予 防活動をめぐる行政と市民 I 住民との 関係性 へ の考察

一

日 本の 交 通安全母 の 会とか かわる事例 からみる N P O の( 不) 可 能性をめぐっ て -

朴 相 権

P A R E , S a n g
- E w e o n

1 . は じめ に

当然 なが ら交通 は ( 特 に都市) 生活 の 維 持 に なく て は な らな い 必 須的 な要件で ある が ､

他方交 通渋 滞 ､ 交通事 故 ､ 交 通 公 害､ 交通 弱者 ､
エ ネ ル ギ

ー 問題 な どと い っ た様 々 な交通

問題 も も た ら し つ つ あ る｡ 中で も ､ より直接的 で深 刻な被害を市民 に与 え る と い う意味で

最 も重要 で深 刻 な課 題 と言える の が 交通事故 の 問題 で あ る . そ の 実態 の - 例と して ､ 1 9 9 9

年 の 交通 事 故件数は 8 5 0
,
3 6 3 件で ､ こ れ に よ る死 者数は 9 , 0 0 6 人 ､ 負傷者数 は 1

,
0 5 0

, 3 9 7

人 で あ っ た 1 )
｡ 交通 事故 に よ る人命の 死 傷の 年間損失額も ､ 1 9 9 6 年 の 場合 ､ 3 兆 4 , 4 6 0 億

円 ( 人 身損失額 ; 1 兆 6 , 7 6 0 億円 ､ 物的損失額 ; 1 兆 7
,
7 0 0 億円) に達 して い る

2 )
. ま た ､

人命 の 死傷 の 側 面 だ けで は なく ､ 様々 な安全対策 と して 投資され る 2 0 0 0 年度の 政府予算 だ

けで も 1 兆 7 , 2 0 1 億円 に達 す る状況 で あ る ( 総務庁編 [ 2 0 0 0 : 4 6 8]) ｡ 行財政が非常に 悪

化 して い る今 日 ､
こ れ ほ ど費用が か さん で い る事 自体が 問題 な の で ある ｡ 更 に ､ 非公 的で

私的 な領 域に お ける 事故 防止 - の 投入 費用や 努力 と事故 に よ る付随的な損失 ( 経済的 ･ 精

神的 ･ 社会的等) を考 える と ､ 交通事 故が よ り深刻な 問題 を抱 え込 ん で い る ｡

そ れ ゆ えに ､ 交通 事故をめ ぐる対応と して ､ 主 に 事故 防止 対策､ 事故分析 ､ 事 故被害者

対策等 の 側 面か ら捉え ､ 行政主導に よ る 交通安全管理対 策に基 づ い て対応 して き たと い え

よう｡ 中で も ､ 交通 事故 - の 主 な予防処 置 の 側 面と して ､ 交通 規制 ､ 交通 安全 運動 ､ 交通

安全教育な どと い っ た人的側 面 を中心 と した施策も行 われ つ つ ある ｡ 確か に､ こ の よう な

交通 安全計画及 び推進体制 と い っ た交通安全管理対 策は ､ 交通 事故防止 を は じめ ､ 人命 ･

財産 の 被害 を最小 限す るた め の 工夫な どが な され て い る ｡

しか し ､ こ う した努力や投 下費用 に も か か わらず ､ 事故 によ る死者数は こ こ 二 十年間 ほ

ぼ横這 い に 近 い も の の ､ 事故件数の 増加 に伴う負傷者数 は年 々 増加 して い る所 こ そ 問題 解

決 に お ける 限界性 あ る い は 対費用 効果 の 逓減性 を見 る べ き で は ない だ ろう か ｡ ただ こ れ ま

で は ､ そう した努力 は ､
い わ ば上 か らの 規制 や説得 と い っ た

一

方通行 的 なと こ ろ に
一

つ の

限界 が 生 じた の で は な い か ｡ 言 い 換えれば ､ こ れ ら の 多く の 対策は ､ 現実の 交通 問題 を交

通管理 の側 面 ( とり わ け交 通規制 の 側 面) か ら の 分析 が 中心だ っ たため ､ 政策 レ ベ ル に お

い て も 交通参 加者 の 受動的 で ､
シ ス テ ム - の 編入 の み が 強調 され る側 面が あ っ た の で は な

い か ｡ それ で ､ 今 日 に 至 る 交通安全教育及 び 交通安全運 動 に は ､ 交通参加 者 で ある 市民 ･

住民 の 能動 的な側 面 をよ り 引き 出す こ とや 安全 な交 通社会 の た め に 市民 ･ 住民 の 潜在的 な

力量 を活用 す る必 要 が あ る こ と を認 識 しなが らも ､ 結果論 的 に は そ の 限界 性 を克服す る こ

とが 出来 な い 現状に 直面 して い る の で は な い か と筆者 は 考えて い る ｡

従 っ て
､ 本稿で は 上記 の 問題 意識 に 立 ち ､ 日本 の 交 通事 故予 防の 側 面か ら活動 組織 を注
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目 し､ 事故予 防 - の 組織 が 対応 に お い て 重要 で あ る と思 われ る行政 ･ 市民側 い っ た活動 主

体と N P O が どの よ う な関係 性 を持 ち ､ どの よう な役割と機能 を果 たす の か な どに 焦点 を

当て る . そ こ か ら
､ 従来の 事故予 防 - の 対 応 の 限界性 を克服す る新たな

一

つ の ア プ ロ
ー

チ

と して N P O に よ る 問題 改善 の ( 不) 可能性 を考察す る た め に ､ 日本 の 交通事 故予 防に 対応

す る 組織活動 を取 り 上 げ ､ 行政と市民 ･

住民側 と の 関係性 を N P O の 視点に 照 り あわせ な

が ら交通安全 へ の 参加 の 側 面 ( 有効性 と 限界性) を論 じる ｡ 因み に ､ 本稿は 筆者が 修士 論

文([ 1 9 9 9]) で 取り 上 げた調査 の
一

部分と ､ そ の 後の 調査 をもと に新 し い 展 開 を試み なが ら

再構成 した も の で あ る ｡

2 . 交通事故 予 防活動 の 現状をめ ぐる組織 の 対応 を中心 に

事故予 防活 動 と して ､ 交通規制 ･ 交通安全 運動 ･ 交通安全 教育な どを取 り 上 げ ､ 対応の

現状 に焦 点 を当 て なが ら ､ 行政主導に よ る施策 の 限界性 と い う問題 を考えて み た い
｡ そ こ

か ら ､ N P O に よ る 問題 改善の 可 能性 を考察す る ｡

( 1 ) 交 通事故 予 防活動 の 現状

① 交通 事故 - の 予 防処 置の 側 面と して の 交通 規制

主 に 交通 事故 問 題 を交通 事故防止 対策と して捉 え ､ 道路交 通事故に 対する 原因 を究 明 し ､

交通安全改善の た め の 様 々 な施 策が 今ま で 行 われ て き た｡ とり わけ ､ 交通事故 - の 予防処

置 の 側 面 の
一

つ で あ る 交通規制 は ､ 交通安全社会 の 秩序を守 らせ る ため に 必要 で あ る o 確

か に ､ そ の 効果 も否 認 で き な い
｡ 道路にお け る危 険 を防止 し､ そ の 他交通 の 安全 と 円滑化

を図り ､ 道路網全 体 の 中で の それぞれ の 道路の 社会的機能 ､ 道路の 構造 ､ 交通 安全施設 の

整備状況 ､ 交通流 ･ 量 の 状況等地域の 実態 な どに応 じた 効果 的な交通規制 を行 うと交通 白

書に も記 して ある ( 総務庁編 [1 9 9 8 : 3 3 4]) ｡ 古く は警視庁に 白バ イ 復活 ( 4 5
'

) ､ 道路交通

とり締り 法 (4 8
'

) ､ 歩行者 は右 ･ 車 は左 の 対 面交通 とな る ( 4 9
'

) ､
パ トカ

ー 登 場 ( 5 0
'

) ､

ゴ ム 風船使 用 飲酒 運 転取 締り (5 1
'

) ､ 等 の 交通規制 か ら交 通事故の 予防策が 始 ま っ た訳 で

ある ｡ しか し
､

こ れ ら の 多く の 対策は , 現実 の 交通 問題 を交通管理 の 側面 ( と り わ け交通

規制の 側 面) か ら の 視点が多か っ た ため ､ 政策 レ ベ ル にお い て も交通参加者 の 受動 的で ､

･

シ ス テ ム - の 編入 の み が 強調 され る側 面が あ っ た ｡ 確 か に ､ こ の ような施 策は 1 9 7 0 年代 の

交通 取締 まり件数と 交通 事故件数が 反 比例 して い る と い う事態も有 っ た よ う に うまく 機能

したか の ような時期も あ っ た ｡ し か し交通事 故対策 の 成熟期 とも言われ る 現在 ､ そ の 限界

性 が表 面化 して い る o 少 なく とも ､ 交通規制 は 交通 事故を抑 制す る
一

つ の 要因 にす ぎな い

こ とで ある ｡ か え っ て ､ 交通規 制 を乱用する と規制 の 効果 は 薄れ る ばか り か ､ そ の 反動 に

ょ る逆効果 と い う事態も 生 じうる ｡
い ずれ に して も ､ 交通 問題 が多様化する こ と に 伴い ､

交通規制 ( とりわ け法制化) も 増えて きた事だ けは 間違い な い ｡ 実に ､ 様 々 な交通 規制が

あ る し
､

こ れ か らも 更 に ふ えて い く こ とだ ろう ｡ 今後､ こ の よう な事態 を行政と市民 ･ 住

民 は どう考 え対応 して い く べ き な の か ｡ 深 刻な交通 事故 問題 を少 しで も解決 し ､ 交通事 故

を減らす た め の 効果 的対策 に は ､ 交 通環境並 び に 車両 の 改善な ども ある が ､ 何 よ り交通 に

か か わ る参 加者が 自発 的 に 交通 安全 - の 意識 を持 っ て 安全な行動を取る こ と が 基本 で あ り
､

重要 で あ る と思う ｡

-
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② 交通 事故 防止 の た め の 交通 安全運動

｢ 国 民
一

人
一 人 に 交 通 安全 知 織 を普及 し ､ 交 通 安 全 思 想 の 高揚 を図 る と と も に ､ 交

通 ル ー ル の 遵守 と 正 し い 交通 マ ナ
ー

の 実践 を習慣 付 け る こ と に よ り ､ 交 通 事 故 防止 の

徹底 を 図 る た め ､ 春及 び 秋 の 全 国 交通 安全 運 動 を始 め と し て ､ 国 ､ 地 方 公 共 団 体及 び

民 間 交 通 安全 団体 が
一 致協力 し て ､ 幅広 い 国 民 生 活 を展 開 し た+ ( 総務庁 編 [ 1 9 9 8 :

3 3 4 ]) ｡ 中 で も ,

｢ 交通 安 全 国 民 運 動 中央大 会 の 開催 は ､ ( 財) 全 日 本 交通 安全 協会 が

認 可 さ れ た 1 9 6 1 年 1 月 1 9 日 に 開催 され ､ 以来 ､ 寝年 年頭 に 都道府 県 交 通安全 協会と

共 催 し ､ 響察庁 ･ 総 務庁 ･ 文 部省 ･ 運 輸省 ･ 厚 生省 ･ 建 設 省 ･ 自 治省 ･ ( 財) 全 国安

全 会 議 ､ ( 社) 全 国 交 通 安全 母 の 会連合 会の 後援 で 開 催 され て い る+ ( 日 本 損害保 険協

会 [ 1 9 9 6 : 1 5 6]) ｡ 交通 規制 の 限 界 を掃う た め に も ､ 交 通 参 加 者 で あ る 市民 の 能 動的

な参 加 を 引き 出 そ う と推 進 して い る ｢ 例 えば ､ 春や 秋 の 交通 安全 運 動 に し て も ､ 警察

や 自 治体 の 指 導型 で ､ そ こ が 計画 した も の を住民 に 実 行 だ けさ せ る の で は 全 く 参 加 に

は な ら な い し ､ 住 民 の 価値 を 変容 させ る こ と に も な らな い こ と を示 し て い る+ ( 鈴木

[ 1 9 9 3 a : 2 9]) ｡ 轟年 ､ 似 た よ う な 内容 で ､ 決 ま っ た 時期 に ､ 行 わ れ て い る 交 通 安全 運

動 は ､
マ ン ネ リ 化 して い る こ と は ､ 第

一

線 で 活 躍 し て い る 多く の 方 々 か ら 聞 い たと こ

ろ で あ る ｡ 上 述 し た と お り
､ 交通 安全 知 識 を普及 し交 通 安 全 思想 の 高揚 を図 る 目的 と

した 交 通 安 全 運 動 が ､ 行 政 主 導 に よ り 長 年 や られ る こ と に よ り ､ 形 式 化 ･ マ ン ネリ 化

して い る こ と は 確 か で あ る ｡ 少 な く と も ､ こ れ ら の 限 界 性 を克服 す る た め に も ､ 上 か

ら 下 - の
一

方 的 な 関係 や ｢ 擬 似参 加 3 )
+ と い う よ う な 関係 よ り ､ 主 体 的 な参加 に よ る

双 方 性 を考 え な けれ ば な らな い 時 期 に 来 て い る よ う に 思 われ る ｡

③ 交通 事故防止 の た め の 交通安全教育

交 通安全運動が 運動 の 側 面が強 く ､ その 活動 の 効果 を高 め る ため に も交通安全教育壮 ､

欠 か せ な い ｡ そ の 教育も ､ 講義型 , 研修型 ､ 体験 型 ､ 講習型 ､ 参加 ･ 体験 ･ 実践 型等 と い っ

た様 々 の 形態 が あ る ｡ ( 財) 交通安全教育普及協会 は ､ こ れ ま で の 講義が中心 で あ っ た交通

安全 教育 に加 えて ､ より効果 の 高い 実践的 な参加 ･ 体験 ･ 実践型 の 実施 を して い る ｡ 地方 で

の 交通安全教育は ､ 各都道府県 ･ 市町村 の 交 通安全協会が 教育を普及 して い る o
｢ 交通安全

教育 に つ い て は ､
1 9 9 7 年 の 道路交通 法 の

一

部 を改 正 した法律に お い て ､ 公 安委員会が 住民

に住民 に 対する 交通 安全教育を行 う ようよ う努めな けれ ば ならな い と規定され る ととも に ､

市町村 ､ 民間 団体等 に よ る交通安全 教育が 更 に効 果的 か つ 適 切 に行 われ る ように す る ため ､

国家公安委員会が適正 な交通 の 方法や 交通事 故防止 に 関す る技 能 を修得する機会を提供す

るた め の 交通安全教育の 内容 ､ 方法 等を定 め る交通 安全 教育指針 を作成 し ､ 公表す る こ と

が規定され た ( 総務庁編 [ 1 9 9 8 ‥ 3 3 4]) + ｡

こ の よ う な記述 をみ て も ､ 行政主導に より交通 安全教育に は ､ 実行 の み の 参加 形態 に 留

まる 擬似参加型 に と どま る傾向 があ っ たo
｢ 交通安全対 策推進 大会で の 演説 4 ++ を聞 い て も ､

マ ン ネリ化 ･ 形式 化す る交通 安全 運動 ･ 交通安全教育の 側 面が指摘され て い る の だ と ､ 筆

者に は 聞 こ える の で あ る o 少 なく とも ､ 交通安全施策 を担 う当事者 で ある人 々 も気が つ い･

て い る わ けで ある ｡ 交通安全 社会 - の 民 の 役割が 問われ る 今 ､ 鈴木は ｢ 大事 な こ とは ､ 住

民 を計 画 段階 か ら参 加 させ ､ 評価 の た め の 業績基準 を 一

緒 に つ く っ て い く こ とだ+ ( 鈴 木

[1 9 9 3 : 2 9]) と言 う ｡

- 7 1 -



( 2 ) 事故予 防活 動の現 状をめ ぐる対応組織 - の N P O の ( 不) 可能性と意救

今 日 に 至 る 交 通 事 故 - の 予 防処 置 の 側 面 と し て の 交通 規 制 ､ 交通 安全 運 動 ､ 交 通 安

全 教育な ど に は ､ 交 通 環 境 に お け る 交通 参 加 者 の 能 動 的 な側 面 を よ り 引 き 出す こ と や

安 全 な交 通 社 会 の た め に 市民 の 潜 在的 な力 量 を活 用 す る 必 要 が あ る こ と を 羅 織 し な

が ら も ､ 結果 論 的 に は そ の 限界性 を克服 す る こ と が 出来 な い 現 状 に 直面 し て い る ｡ 更

に ､ 様 々 な 事 故 予 防 活 動 に お い て ､ 異 な る 性 格 を持 つ 行 政 ･ 企 業 ･ 市 民 側 と い っ た 活

動 主 体 に よ る 問 題 - の 認 識 の 差 が ､ 問題 - の 取 り 組 み の 差 を 生 ん で い る ｡ そ の 結果 が

障害 を 生 み 出 し
一

社 会 現 象 5 ) も 多様 に 現 れ て い る よ う に
-

対 応 問 題 も 表 面 的 に 多様

化 され つ つ あ る ｡ 問題 が 多様化 す る こ と に 対 し て 多様 な対応 を講 じる こ と に よ り ､ 問

題自 体 を少 なく す る 対応 の 組 織 が 必 要 で あ る ｡ なぜ な ら ､ 組 織 の 活 動 主 体 を は じ め 活

動 分 野 や 機 能 な どが 交通 問題 の 現 実の 推移 と 隔離 して い る と ､ 具 体的 な 交 通 問 題 の 解

決 が で き な い ば か り か ､ 問題 を よ り深 刻 化さ せ る 可 能 性 す ら あ る か ら で あ る ｡ 成熟 期

の 交 通 安全 対 策に 取 り 入 れ る 重 要 な点 と し て ､ 交 通 参加 者 が 自発 的 か つ 能 動 的 に 参 加

し た 柔軟 で 革新 的 な 発 想 が 必 要 で あ る ｡ なぜ な ら , 上 か ら 下 - の
一

方 的 な 関係 や 擬 似

参 加 型 と い う よ う な 関係 よ り ､ 自 主 的 に 交通 安全 活 動 を 取 り 組 む 市民活 動 の 相 互 性 と

し て 考 え て い か ね ば な ら な い と 考 え る か ら で あ る ｡ そ の 役 割 を担う 可 能 性 の 一

つ と し

て ､ N P O と い う 視 点 が あ る ｡ 市民 が 主体的 に 参 加 し活 動 しや す い 参加 シ ス テ ム の 導

入 に よ り ､ 行 政 の 業務 の 省 略化 ･ 効 率化 が 図れ る 上 ､ 交通 安全 に か か わ る サ ー ビ ス に

市民 の 役 割 も よ り 引 き 出 せ る 力 が N P O の 活 動 や 機能 に 秘め られ て い る ｡ し か し ､ N

P O の ア プ ロ
ー

チ は ､ 保 守 的 で 持 続的 な行 改 悟 動 や 事 業的 で 選択 的 な企 業活 動 と は
-

線 を 画 し て ､ 細 か く 多様 な 交 通 安全 に か か わ る サ ー ビ ス に順 応 力 を発 揮 し な が ら も ､

住 民 の エ ゴ に 結 び つ か な い と も 限 らな い 上 ､ 寄付 や 助 成金 を主 な財源 と す る た め組 織

力 が 弱 い の で
一 時 的 で 部分 的 な 活 動 に 留ま る 場 合も あ り 得 る ｡ が ､ N P O の 先 駆 的 で

且 つ 開拓 的 な活 動 は ､ リ ス ク は 高 い が そ の 先駆 性 や 情熱 な ど に よ っ て リ ス ク を 克服 し

な が ら ､ 持 続 的 な 活 動 に 伴 い そ の 活 動領域 を拡 大す る 場 合も想 定で き る ｡

従 っ て ､ 筆者の 基 本的 な ス タ ン ス は ､ 交通事故予防に お ける行政 シ ス テ ム や企 業 に よ る

市場 シ ス テ ム と い っ た側 面 の 不 十分 な点や 問題 点を市民側 ( 主 と して N P O に よ る) が補

完 し ､ 逆 に N P O の 限界性と い っ たも の は行政 ､ 企 業が 補 っ て い く と い う余 地や 方 法 を工

夫す る 必 要 が あ る と考えて い る ｡ そ こ で ､ 行 政の 外 郭団 体と の 接点 ､ 企業 の 社会貢 献活 動

の 観点 ､ 市民 の 自主 的 な取り組 み と い う視点な ど の 側面 か らも捉 える が ､ 今 回は行 政と市

民 ･ 住民 側 と の 関係性 を N P O の 視点 に照 り あわせ な が ら交通安全 - の 有効性 を論 じる o

N P O に 関 す る 様 々 な 議論 が 行 な わ れ る 中 で ､ 本 稿 で は概 念的 な 定 義 と し て ､

N o n
- P r o f i t O r g a n i z a t i o n

- 非営利組織とは ､ ある種 の 理 念や使命な どの 共 有に基 づ き そ の

価値 の 実現に 向け ､ ボラ ン テ ィ ア を含む組織成員が利潤 追求 を目的とする の で は なく ､ 民

間が自発 的に 主体 に な り ､ 市民自 ら社会の ニ
ー ズ に 積極 的 に取 り組 ん で い る運 動 の 受け 皿

と して ､ 多く の 市民 の 自主的 な参加 と支援に よ っ て サ ー ビ ス を提供 する組 織の 特性 をも っ

た集団 で ある と位置付 ける ｡
また

､
どこ ま で を N P O とみ なす か と い う範囲 に つ い て は ､

日本で の N P O を 日本 の 社会構造 と必然的 な関係 に ある 法 の 根拠 に よる税金 の 優遇 処置 の

程度に 基 づ い て 組織 の 類型 を以 下 の 三 つ の 類型 か ら捉 え る ｡ ( i ) 広 義の N P O は 各種公 益

法人 ､
財 団 ･ 社団法人 ､ 狭義の N P O を含む . ( 辻) 狭義の N P O は ､ 現に 特 定非営利活 動
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促 進法 に 基づ く い わ ゆ る N P O 法人 と ( 山) N P O 法 人 の 取得 が 見込 め る潜在的 な N P O

( 任意 団 体) を指す ｡ 本稿で は ､ 特に 新 し い 動き と して ｢ 狭 義の N P O + の 活動 に 注 目する ｡

( 3 ) 研 究課題 へ の 調査 の 対象と方法

こ の よ うな考察を踏ま えた本稿で は
一 交通 安全思想 を地域社会 に 普及 させ る た め ､ 全 日

本安全 協会 ､ 交通 安全母 の 会 ､ 日本 交通 安全 教育普及 協会 ､ 幼児 交通安全 ク ラ ブ ､ 交通少

年団 ､ 安全運 転管理者協会 ､ 民間 交通指 導員な ど の 活 動が 交通事故予防 - 及 ぼす効果 を射

程 に 入 れ な が ら ､ 今回 は紙 面 の 制約 上 一

交通安全 に か か わる 行政 と の 接点 を持 つ 交通安全

母 の 会 の 事例 を取 り 上 げ ､ 中央省庁 ･ 都道府 県 ･ 市町村 レ ベ ル で 行政と市民 ･ 住民側 と の

関係性 を考えて み る｡ と りわ け ､ 交通 安全母 の 会の 事例 を中心 に ､ 交通 行政 と か か わる 民

間交通 安全団体 の 実 態 を探り , 日本 の 民間 交通安全 団体の 効率化 を図る た め の 方 向性 を考

察 して み た い ｡ そ の 際､ 交通 の 安全性 を向上 す る た め の
一

つ の 新た なア プ ロ ー チ と して ､

N P O ( 潜在的 な N P O 法人 で あ る任意団体 と い っ た狭義の N P O を含む) に よ る 問題 改

善の 可能 性 を､ 交通事 故 の 予 防活動 を取り組 ん で い る任意団体 ( 市民 ･ 住民側 に ある母 た

ち の 活動) を取 り上 げ行 政との 関係性な どを考察する ｡ そ の 事例 と関連す るア メ リカ の 母

た ち の 活 動事例 も考察す る ｡

なぜ
､ 交通 事故 予防 へ の 母親た ち の 活動 を軸に して 事例 をと り あげ る か と い うと ､ 第

一

に 世代 別 の 関係性 の 中で高齢 者と子 供 の 間で の 中心 的 な母 の 役割 ､ 第 二 に 各 家庭 か ら輪を

広 げ地 域 へ の 交通安全活動 を展 開す る 時 の 母 の 役割 ､ 第三 に 母 の 愛と い う名 の も と で ボ ラ

ン テ ィ ア を増やす 活動 が 取り 組み やす い 等 と い っ た側 面 が 想定 され う る か らで あ る ｡ そ し

て ､ そ れ ぞれ の 事例 を通 して ､ 組織 の 役 割や機 能 をは じめ ､ そ の 取り組み - の 参加者 の 活

動性 ･ 関係 性 に よる相互 作用 な どに 秘 め られ て い る機能 を筆者なり に考察 し､ 有効性 の 側

面 を応用 へ の 可能性 まで を引き 出す こ と を目標 とす る ｡ なお ､ 今回は 紡 面 の 制約 状 ､ 事故

予 防に 関わ る分野 と して道路 ､ 車両 ､ 交通管理 ､ 人 的な どの 要因 の 改善が上 げられ る が ､

人的 要 因 を中心 と した活動 を取 り 上げ る ｡

* 調査対象 と して の 事例の 溝 定 と調査 方法

① ( 中央省庁 ･ 都道府県 ･ 市町村 レ ベ ル で の) 交通安全母 の 会 ,

i . 中央省庁 レ ベ ル で の 調 査対象 ; ( 社団法人) ｢ 全 国交通安全 の 母+ ( 主務官 庁 は総務庁)

正 . 都道府県 レ ベ ル で の 調 査対象 ; 千葉県 ｢ 交通安全母 の 会+ ( 1 9 9 9 年現在 2 6 支部)

ii . 市町村 レ ベ ル で の 調査 対象 ; 松戸 市交通安全 の 母 ､ 千葉市の 母 の 会 ､ 白子 町 の 母 の 会

千 葉県 の 2 6 支部 の 中で ､ 上記 の 調 査対 象を選 ん だ の は ､ そ れぞれ の 設 立経緯や地域的

な特性 な どか ら､ 行改との か か わり が 違う の で は な い か とい う観点か ら で あ る ｡

② 交通 事故の 予 防活動 を取 り 組ん で い る任意団体

交通行政と の 接点 をも つ ｢ 交通安全 の 母+ と比較する た めに ､ 市民 ･ 住民側 に ある母 たち

の 活 動を持続的 な活 動と 一

時的 な活動 を取 り上 げな が ら ､ その 事例と の 関連する ア メ リ カ

の 事例 を考察する)

i ∴ 子 供 の 安全ネ ッ トワ
ー

ク ･ ジ ャ パ ン ( チ ャ イ ル ドシ ー トの 普及 - の 持続的 な啓 発活 動)

辻 . 交通 犯罪で 子 供 を亡 く した母 親た ちの 草の 根活動 ( 規制 の 強化 - の
一 時 的 な署名活 動)

iii . 反 飲酒 運転運動 を実施 して い る ア メ リ カ の M A D D ( M o t h e r s A g a i n s t D r u n k D r i v i n g)

③ 具体的 な調 査方 法と資料に つ い て は ､ そ れ ぞれ の 事例 ごとに 後述す る ｡

- 7 3 -



3 . 交通 安全 母 の 会 ( 中央省庁 ･ 都道府 県 ･ 市町 村 レ ベ ル で の 事例)

( 1) ( 社) 全国 交通 安全母 の 会 ; 中央交通 行政 との 関わりを持 つ 社 団法人

* 調 査方 法 ; 聞 き 取り (( 社) 全国交通 安全母 の 会 の 担 当者)

･ 資料 ; 聞 き取 り の た め に 訪問 した際 に収 集 した資料 ､ ( 日本損害保険 協会[ 1 9 9 6 : 1 5 6])

① 設立経 緯

1 9 7 1 年 1 月 ｢ 交通 安全 国民運動 中央大会+ に お い て ､
｢ 交通 安全母 の 会+ の 設 立提 唱が

行われ ､ 1 9 7 2 年 に は ｢ 全 日本 交通安全母 の 会連絡協 議会+ が 結成され た｡ 各都道府県 で も

組織 化 が 進 み ､ 全 国交通 安全 母 の 会連合 会 が 1 9 7 4 年 5 月 に 任意団体と して 発足 され
､ 同年

9 月 に ( 社) 全国交通 安全母 の 会と して ､ 総理府 ( 現 総務庁) の 誰 可を得て 法 人化 され た o

現在 ､ 4 7 都道府 県が加 入 す る ボ ラ ン テ ィ ア組 織に発 展 して い る ｡

参考と して ､ 都道府 県 ･ 市町村 レ ベ ル で の 交通 安全母 の 会 は ､ 自治体 が指導育成 して い る ｡

ま た ､ こ れ ら の 連 絡 先 と して の 事務室も ､ 自治体の 中 の 交通安全対策深 ､ 若 しく は 交通安

全対策係 り が 担 当 して い る ｡ 中 に は ､ 市民 の 手 に よ り ､
｢( 社) 全 国交通安全 母 の 会+ より ､

先に作 り 自主 的 に 運 営され て い る と こ ろも あ る ｡
い ず れ に しろ

､ 中央の ｢( 社) 全国交通安

全母 の 会+ と の 接点 は少 な い と い え よう｡ む しろ ､ 地域の 督察や安全協会と の 接点 が 強 い

こ と が ､ 今 回 の 調査 で も明 らか に な っ た｡

② 事業活 動 の 内容

( 社) 全 国交 通安全 母 の 会 は ､ 各都道府 県に 設 けられ て い る母の 会 の 連合体と して の 団

体で あ るが ､
｢ 母親 は ､ 家庭 にお け る交通安全管理者で あり ､ 交通安全家族会議 の 主宰者で

あ る+ と位 置付け ､ 特 に 子 どもや 高齢者な ど の 事故防止 を図 るため ､ 交通安全母親全 国大

会の 開催 ､ 母 親活 動全 国指導者講 習会 の 開催 ､ ブ ロ ッ ク別母親指導者講習会 の 開催 ､ 各都

道府県別母 親指導者講習会 の 開催 ､ 交通安全啓発 全 国キ ャ ラ バ ン 隊 の 派遣､ 各 種調 査 ､ 交

通安全 教育新聞 ｢ 全 交母+ 発行 ､ 交通安全 教本 の 作成配 布 ､ 損害保険会社の 支援に よ る幼

児 向 け交 通安全絵本や紙芝 居 の 作成配布 ､ 交通安全 カ レ ン ダ ー の 作成配布 ､ 教育用 ビデ オ

の 製作 ､ 交通 安全 用 品 の 斡旋な ど の 活動 を行 っ て い る ｡ こ れ ら の 多く の 活動は ､ 経済変動

状況 の 影響 な どに よ り
- 会員 に な っ て い る 団体や 個人 の 景気 が芳 しく な い も の で ､

一 括 動

の 方 に も そ の 影響 をう け ､ 活動自体が 制 限 され つ つ あ る と担 当者は い う｡

③ 考察

( 社) 全 国交通 安全母 の 会 は ､ 様々 な交 通事 故予 防活 動 に 向けて 活動 して い る ｡ た だ ､

こ の 組織か ら開拓 され たサ ー ビ ス ( 若 しく は 開発 研 究成果) は ､ 不特定な人 々 に 広く影 響

を与 え る と思 う が ､ そ の 成果 を受 ける人 々 との 接点 が 弱 い
｡ あ る い は ､

こ の ようなサ ー ビ

ス を開発 する た め
､ 受 け辛 が そ の 組織に入 り難 い 上 ､ 主体的な参加が 出来 な い と考えられ

る ｡ なお ､ 行 政の 影響力が強 い こ の 組織は指導監督の 機 関 ( 主務官庁は総務庁) の ｢ 官僚

制 の 弊害+ と い う制約 を外 れ ､ どの く ら い 主体 的 な効率性 をも っ て い ける か が 今後の 課 題

だと い っ て よ い ｡

( 2 ) 地 方 交通 行政 との 関わりを持つ 任意団体( 千葉県 にお ける交通安全母 の 会を 中心に)

こ こ で は
､
千葉 県警察本 部編 ｢ 交通白書+ か ら ､ 千葉県 と干葉市の 交通安全推進 体制 を ､

まず大 ま か に み る ｡ 次に ､ 千葉県 に お け る交通安全母 の 会 を中心 に ､ 三 つ の 市町村 レ ベ ル

の 事例 を取 り 上 げ ､ 官 民
一

体 とな っ た推進 の 現状 をみ る ｡
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① 民間 交通 安全 関係団体 ; 都道府 県 ( 千葉 県 を中心 に)

以下 の よう に ､ 民間 交通安全関係 団体に 対す る都道府 県の 指導 育成が 行 わ れて い る ｡ そ

の 際 ､ 運営 に 欠 か せ な い 資金 源 は ､ 補助金 や委託 事業な どで 賄う の が 現状 で あ る ｡ なお ､

下記 の 活動 以外 に も ､ 多く の 民間団 体 の 活 動が 想 定す る た め ､ 更 なる調 査 が 必 要 で ある ｡

i ･ 交 通 安全協会 は(財) 千葉県交通安全協会 と 各警察署 (
一

部幹部交番) 単位 に 結成 され て い るo

な お
､

地 区交通安全協会 は 4 4 協会 が あ る ｡

止 . 王墓星空適度皇壁旦会連全会 は ､
1 9 9 2 年 に 千葉鼎 交通 安全協会 の 婦人 部 か ら独 立 さ れ 結成 した

任意 団体 で あ る ｡ 現在 ､ 千束県交通安全 母 の 会連合会 に は 2 6 支部 が あ る｡

ni . ( 社) 千葉 県安全運転管 理 者 協会 は
､

1 9 6 6 年 に 結成 され ､
1 9 8 8 年 に 法人化さ れ た o

iv . 千 葉県高速道路交通安全 協議会 は ､ 1 9 8 1 年 に 結成 され た o

( 千葉県笹森本部編[1 9 9 8 : 2 3 8
-

2 4 6])

② 民 間交 通安全 関係団体 ; 市区 町村 ( 千葉市を 中心 に)

市 区町 村 レ ベ ル に お い て も ､ 民間交 通安全 関係団 体活 動 は ､ 交通行政が 指導育成 して い

る ｡ た だ し ､ 千葉市の 場合 ､ 政令都市と い う こ とも あ っ て ､ 千葉県 か らの 補助金 を受ける

こ と が 出来 な い ｡

i . 交 通安全協会 は
､

1 9 9 7 年度末時点 で 5 ケ 所 が あ る ｡

良 . 民間交通指導員

乱 安全運転管 理 者

iy . 地 域交通安全活動推進委鼻

Ⅴ . 千葉市交通安全 母 の 会 の 会員

( 千葉県督察本 部編[1 9 9 8 : 2 3 8
-

2 4 6])

こ の ような活動 の 規模 を ､ 以 下 の 表
-

1 に 千葉市に お け る 民間交通安全関係 団体の 活 動

の 規模 と して ま と めて みた ｡ なお ､ 民 間団体の 活動と して ､ 千葉市交通安全母 の 会 の 会員

は ､ 区 単位 の 支部 は なく ､ 干葉市全体で ､ ( 1 9 9 9 年現在) 4 1 名. で あ る ｡ そ の 他 の 民間団 体

の 活 動 が あ るた め ､ 今後 ､ そ れ ら の 更 な る調 査が 必 要で あろ う｡

千葉中央 東 西 南 北

交通安 全協 会員 1 6
,
7 1 8 4 0 , 1 9 6 4 8

, 1 8 6 4 4 , 1 1 3 4 7
, 0 6 2

民間交通指 導員男子/ 婦人 ( 3 9 / 2 2) 6 1 ( 3 0/ 1 5) 4 5 ( 3 9/ 1 6) 5 5 (4 3/ 1 9) 6 2 ( 3 6 / 1 7) 5 3

安全運 転管理者 正 9 9 4 副 2 0 0 正 4 3 2 副 4 2 正 4 6 6 副 1 1 0 正 4 3 7 副 6 0 正 4 8 9 副 5 8

地域交通安全活動推進委員 3 4 1 7 2 7 1 7 1 8

義 - 1 千葉市 にお け る 民間交通安全 関係 団体の 活 動の 規模

出典 ; ( 千葉県警察本部編 ; 交通白書〔1 99 8 : 2 3 8
-

2 4 6]) を参考 に 筆 者が 作成

次に ､ 千葉県 に お ける 交通安全 母 の 会 に つ い て ､ 詳 しく 述 べ る こ と にす る ｡
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( 3 ) 千葉県 にお ける交通安全母 の 会 を中心 に

今回 の 調査 で わ か っ た こ と は ､ ( 社) 全 国交通安全 母 の 会 は主務官庁が 総務庁 で ある が ､

都運府 県 ･ 市町 村 レ ベ ル の 交通安全母 の 会は ､ 各自治 体の 役所 の 中に ある 交通 安全対策祝

や係 り が 指導 ･ 育成 して い る ｡ ま た ､ 地方 レ ベ ル の 交通安全母 の 会は
､ ( 社) 全 国交 通安全

母 の 会 連合 会と の 接 点 が 少 なく ､ む し ろ 自治体や 交通 安全 協会 ､ 瞥察 な どと の 密接 なか か

わ り を持 っ て い る ｡ よ り 詳 し い 事情を千葉県 にお け る交通安全母 の 会 を中心 に ､ 以 下 の 三

つ の 事 例 か らみ る こ とに す る ｡

( 3 ) -

1 . 千葉 県 の ｢ 交通安全母 の 会+ の 事例 を 中心 に

① 干葉県 の ｢ 交 通安全 母 の 会+ の 事例調査 方法と資料

i . 直接参加 ; 千葉県交通 安全推 進 大会に 参加 ､ 千 葉県 交通安全母 の 会の 会薄 に参 加 ､

立 . 聞き 取 り調 査 ; 千葉県 の ｢ 交通 安全 母 の 会+ に か か わる 県督 ･ 県庁 の 担 当者

千葉県 の 母 の 会長 ､

iii . 資料 ; 千葉県 交通安 全 母 の 会 の 資料 ( 連絡 組織状 況 ､ 結成の 手引き ､ 支部名 簿な ど) ､

② 千葉 県 交通安全 母 の 会 は ､ 1 9 9 2 年 3 月 2 6 日 ､ 任 意 団体と して結成発 足 され ､ 現在に は

2 6 支部が あ る ｡ そ の 後 ､ 急速に 作 られ始 め ､ 多く の の 支部 の 構成員が 交通安全 協会 の 婦

人部 か ら 交通安全指 導員が 軸に な り つ つ ある ｡ 資金 面に は ､ 市町村の 交通安全 県 の 補助

金 ( 1 5 万) と市町村の 予算 (1 5 万) で設 立 され 運営 されて い る ｡ 例外 と して は ､ 千葉

市の 場 合 ､ 政令都 市と い う関係 で ､ 県 の 方か らの 支援 は受 けて ない ｡ 支部の 事務室 は ､

市町 村の 交通安全 課若 しく は交通 安全係 りが 担当 して い るo こ の よ うな背景か ら行 政の

主導で 作 られ た と 言 え る ｡
1 9 7 0 年 交通事故 に より 子 供 を失 っ た母 の 呼び か けで 作られ始

ま っ た 松 戸 市の 母 の 会は 例外 で あ る ｡

③ 交通安全母 の 会 の 役 割

i . 家庭 内 の 交通 安全 教育 ; 母 親自ら交通安全 に つ い て 理解 し ､ 正 し い 交通 ル
ー ル や マ ナ

ー を実践 す る ｡ 子 供 ､ 若 者 ､ 高齢者等 ､ 各 々 の 交通 事故の 特徴や心 理的特 性 を理解 し
､ 家

庭 内に 話 し合 い の 場 を設 け る ｡ 会員の 家庭 内 の ほ か ､ 地域の 各家庭 に ｢ 交通 安全 は家庭か

ら+ の 輪 を広 げ る ｡

正 . 地域 に お ける 活動 ; 地域交通安全 活動 - の 参加 をは じめ ､ 交通安全 キ ャ ラ バ ン 隊 を迎

えて の 広 報活 動 ､ 戸 別訪 問及び施設訪 問活動 ､ イ ベ ン ト ･ 講習会の 開催及 び参加 等 が あ る ｡

④ 事例 の 選 定と調 査方 法

* 調査 対象 ; 松 戸 市交通安全 の 母 ､ 千葉市交通安全 の 母 の 会 ､ 白子 町 の 母 の 会

千葉県 に お け る ｢ 交通 安全母 の 会+ の 2 6 支部 の 中で ､ 以 上 の 調査対象を選 定 した の は ､

交通 安全 母 の 会と言 えともそれ ぞれ の 設立経緯か ら ､ 行政との か か わ り が違う の で は な い

の か と い う観点で あ る ｡ i . 松 戸市交通安全 の 母 は ､ 千葉県の ｢ 交通安全母 の 会+ が発足

され る前 か ら活動 して き た民 間 の 非営利な任 意団体で あ っ た ことか ら選定 した o ii . 白子

町 の 母 の 会は ､ 農村 と い う地域特徴を持 ちなが ら､ 現在千葉県 の 母 の 会 の 会長 が 属 して し
.

､

る こ と か ら選 定 した ｡ i五 . 千葉市の 交 通安全 母 の 会は ､ 政令都市と い う地域特徴 を持 ち な

が ら
､ 筆者 が

､
外 国 人と して 七 年 間千 葉市に居 住する こ ともあ っ て 取り上 げた ｡

h r
. そ れ ぞれ の 事例 ( 松戸 市 ･ 白子 町 ･ 千葉市の 交 通安全母 の 会) の 調査方 法 と 資料に つ

い て は ､ 後述 す る こ と にする ｡
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まず ､ 組 織構 成員の 状 況 を ､ 調 査対 象 を中心 に表 - 2 に ま と め て み た ｡

内容

市

結成

年月 日

I

会員数 組織構 成 ( 人)

母 の 会 P T A 地域 安 全 協 会 幼児 そ の

町 村 婦人 会 婦人 部 ク ラ ブ 他

千葉県全 体 現 在 2 6 支部 3 8
,
5 6 8 3 , 7 8 9 2 7 , 4 5 4 1

,
9 5 4 3 9 0 4 , 3 6 4 6 1 7

松 戸 市 1 9 7 0/ 3 ･ 5 3
, 0 4 4 3 , 0 4 4

白 子 町 1 9 9 2/ 3 ･ 1 9 3 4 1 8 2 9 2 5 0

子葉市 1 9 9 3/ 4 ･ 1 5 4 1 5 2 3 4

秦 - 2 千葉県交通安全 母 の 会連合 会組織状況 ( 調査 対象 を中心 に) ( 1 9 9 9 年 6 月 1 4 日 現在)

出典 ; ｢ 千葉県交通安 全 母 の 会+ の 資料 に よ り ､ 筆者 が 作成

( 3 ) - 2 . 松 戸 市交通 安全 母 の 会

* 調 査方 法 と資料

･ 直接参 加 ; 千葉 県交通安全推進 大 会に参加 ､ 千葉 県交通安全母 の 会の 会諸に 参加 ､

･ 聞き取 り ; 千葉県 と 松戸 市に お ける 母 の 会 担 当者 ､

･ 資料 ; 千葉県 交通 安全母 の 会 の 資料 ( 結成 の 手 引き な ど) ､ 松戸 市の ｢ 母 の 会だよ り+ と

い う会報 ､ そ の 他 ( 電話 と郵便物に よ る バ ン プ レ ッ ト ･ 広報誌)

まず ､
松 戸 市の ( 人 口 ､ 交通安全母 の 会 ､ 交通事 故発 生) 状況 の 概要 をみ る と以下 の よ

う な表
-

3 で ま と め られ る ｡

松 戸 市の 人 口 ; 4 5 7 , 1 0 8 人 年度 交通 事 故発 生
●

件数 死者数 負傷者数

交通安全 母 の 会 7 0 年結成/ 3 , 0 4 4 名 (9 9 年) 1 9 9 6 年 2
,
0 5 2 件 1 7 人 2

,
5 1 0 人

人 口 千人当た り 死 傷者数 5 . 4 人(9 7 年) 1 9 9 7 年 2 , 0 1 7 件 1 9 人 2 , 4 3 9 人

秦 - 3 松 戸市の ( 人 口 ､ 交通安全母 の 会 ､ 交通 事故発 生) 状況 の 概要

出典 ; ( 千葉県警察本部編 ; 交通白書[ 1 99 8 : 4 2]) を参考 に 筆者 が 作成

｢ 全 国交 通安全母 の 会連合会+ が 1 9 7 4 年 5 月 に 任意 団 体と して発 足 され ､ 同年 9 月 に ｢( 社)

全 国交通安全 母 の 会+ と して ､ 総 理府 ( 現総務庁) の 許 可 を得 て 法人化され る 前 に
､ 交通

事故 に より子 供を失 っ た母 の 呼 び か けで ､ 1 9 7 0 年 3 月 5 日 に 作られ は じめ た と言 われ る長

い 歴 史を持 つ
｡ そ の 後 ､ 千葉県 で も交通安全 協会の 婦人部か ら独 立 した ｢ 千葉県交通安全

母 の 会+ が 19 92 年 3 月 2 6 日 結成され る こ とに なり ､ 松 戸市の 交通安全母 の 会は 千葉県交

通安全母 の 会に属する こ と に なる ｡

長 い 間 ､ 自主的 にや っ て き て い る ので ､ 行 政の 呼び か け以外 に 市でや る こ とは ほ とん ど

な い と 市の 担当役員 は話す ｡ 現在 2 5 支部が あり ､ 母 の 会の 会員は 3 , 0 44 人 で ある ｡ 主 な資

金源 は ､ 会 費が会員
-

人 当た り 1 0 0 円 で会費が 3 0 万 円 と市の 補助金 3 0 万 円 ､
バ ザ ー の 売

り上 げ ､ 寄付金 な どが ある ｡ 春 ･ 秋 の 交通 安全運 動 ､ 年末 ･ 年始交通事故 防止 キ ャ ン ペ ー

ン
､ 交通 安全 つ どい ､ 小 学校入 学式 で の ラ ン ドセ ル カ バ ー の 贈呈 ､

｢ 母 の 会 だ よ り+ と い う

会報 を発行 ､ 交 通安全ポ ス タ ー 募集な ど ､ 交通安全 に か か わ る多彩 な活動 を広 げて い る o

ー 7 7
-
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中 で も ､ 他 の 母 の 会 で は ､ 見 られ な い 活動 と して
､ 交通遺児 の た め の 招待旅行 ､ ク リ ス マ

ス 会 ､ 援護 バ ザ ー 等 の 活動や 支 部 の ない 地域に 支部 を組 織 し よう と し て 会員 の 拡 充 をは か

る組 織拡 充運 動 な どが 松戸 市の 独 自的 な活動 と い え る ｡ 県の 中に も模範 的 な存在 で ある と

い わ れ て い る ｡

( 3 ) -

3 . 白子 町 交通安全 の 母 の 会

* 調査 方法 と 資料

･ 直接参加 ; 千葉県 交通安全推進 大会 に参加 ､ 千葉県交通安全母 の 会 の 会議に参 加 ､

白 子 町 幼児や 高齢者 の ため 交通 安全ま つ り に参加

･ 聞き 取 り ; 白子 町 にお ける 母 の 会 の 担当者と 母 の 会 の 会長 ､ そ の 他 多数の 会員と の 会話 ､

･ 資 料 ; 千葉県交 通安全 母 の 会の 資料 ( 結成の 手 引き な ど) ､
｢ ひ ま わ り+ と い う 会報 ､

そ の 他 ( 電 話 ･ フ ァ ク ス と郵便物 に よ る バ ン プ レ ッ ト ･ 広報誌)

まず ､ 白子 町 の ( 人 口 ､ 交 通安全 母 の 会 ､ 交通事 故発 生) 状況 の 概要 をみ る と以 下 の よ

う な表 - 4 で ま と め られ る .

白子 町 の 人 口 ; 1 3 , 8 6 0 人 年度 交通事故発 生件数 死 者数 負傷者数

交通安全 母 の 会 9 2 年 結成/ 34 1 名 (9 9 年) 1 9 9 6 年 5 2 件 4 人 7 2 人

人 口 千人当 た り 死 傷 者数 8 . 1 人( 9 7 年) 1 9 9 7 年 7 6 件 3 人 1 0 9 人

秦 - 4 白子 町 の ( 人 口 ､ 交 通安全 母 の 会 ､ 交通事故発生) 状況 の 概要

出典 ; ( 千葉県警察本部編 ; 交通白書[1 99 8 : 4 3]) を参考 に 筆者 が 作成

1 9 9 2 年 3 月 1 9 日 結成され た ｡ 設 立当時 は ､ 安全 協会の 婦 人部の メ ン バ ー

が 中心 に な り ､

二 十数名 か ら出発 した ｡ は じめ は ､ 地域住民 に ､ 活動 の 趣 旨が なか な か呑 み込 ん で も らわ

なか っ た と い う ｡ そ の 後 ､ 保育園 を中心 とす る活動 を積極的に 展開 した 結果 ､ 現在の 会員

は 3 4 1 名 ( 母 の 会が 8 2 名 ､ 安全 協会婦 人部 か ら 9 名 ､ 幼児ク ラ ブか ら 2 5 0 名) で 構成され

て い る ｡ 現在 の 会 員の 構成か らわ か る ように ､ 保育園 の 保母 さん が 多く参加 して い る｡ 資

金 面 は ､ 県 か らの 補助金 が 1 5 万 円 と白子 町役 場 か ら の 補助金 が 1 5 万 円で あ る ､ 会員 の

会費は な い と い う｡

白子 町 の 独 自的 活動 と い え ば ､ 活動 の 紹介と して の 広報紙 ｢ ひ まわり+ を年 に 1 回発 行

して い る ｡ ま た ､ 今年 2 回 目 を向か えた白子 町 交通安全祭り で あり ､ 県と 町 の 役場 ､ 警察

の 支援 で成 り立 っ て い る ｡ 特 に ､ 幼児や 高齢者た め の 交通安全祭りに は ､ 地 元 の 企 業 ( 山

崎 パ ン 等) も協賛 ･ 支 援 して い る ｡ こ の よう な活動以外 は ､
バ ザ ー を行い

､ そ こ で 得られ

た収益 金 を昨年 は 千葉県 の 福祉協会に 寄付 したそうだ｡ 活動する 上で 足り な い 資金 難に も

関 わらず , 寄付 する こ とは ､ 収益金 の 使用 の 道を め ぐ っ て 内部で意見が分かれ たた め で あ

る ｡ 意見 が分か れ る場合に は ､ そ の 場 ､ そ の 時 ､ ま とめ る こ とが難 し い と い う｡ また , 県

の 担当者 は ､ 白子 町 の 母 の 会 の 会長が ､ 県 の 母 の 会 の 会 長 を兼任 して い る こ とも あ り ､ 積

極 的 な支援 を惜 しまな い と い う｡

今回 の 調査 で ､ 筆者 が観察 した こ とは ､ 独 自的活 動 と い え殆 ど行政 の 支援 が な い 限り成

り立て な い こ と が わ か っ た ｡ また ､ 行 政側 と密接な関係 をも つ 会長 と の 単独 イ ン タ ビ ュ
ー

の 機会は 得られ な か っ た ｡

ー
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( 3 ) - 4 . 千葉市 交通安全 の 母 の 会

* 調査 方法 と資料

･ 直接参加 ; 千 葉県交通 安全推 進 大会 に参 加 ､ 千葉県 交通安全母 の 会 の 会 鼓 に参 加 ､

･ 聞き 取 り ; 千葉 市に お け る 母 の 会の 担当者 と会長 ､ 副会長
･ 資料 ; 千葉県交 通安全 母 の 会 の 資料 ( 結成 の 手 引き な ど) ､ そ の 他 ( 電話)

まず ､ 千葉市 の ( 人 口 ､ 交通 安全母 の 会 ､ 交通事故 発生) 状況 の 概要をみ る と 以 下 の よ う

な表 - 5 で ま と め られ る ｡

千葉市 の 人 口 ; 8 5 1 , 2 1 6 人 年 度 交通 事故発 生件数 死者 数 負 傷者数

交通安全母 の 会 9 3 年結成/ 4 1 名 ( 9 9 年) 1 9 9 6 年 4 , 9 8 0 件 4 5 人 6
, 3 8 5 人

人 口 千人当 た り 死 傷者数 8 . 0 人(9 7 年) 1 9 9 7 年 5
,
2 9 2 件 5 4 人 6 , 7 4 1 人

表 -

5 千葉 市 の ( 人 口 ､ 交通安全 母 の 会､ 交 通事 故発生) 状況 の 概要

出典 ; ( 千葉腸管察本部編 ; 交通白書[ 19 9 8 : 4 2]) を参考 に 筆者が作成

千葉市は 政令都市で あ るが ゆ えに ､ 制度 の 現状で は ､ 千葉県 の 予 算の 支援 ( 補助金) を

受 けられ な い 状態 で あ る ｡ 1 9 9 3 年 4 月 1 5 日 に ｢ 千葉市 の 交通 安全母 の 会+ が 結成さ れ た

時 か らの 現在 の M 会長 は ､ 1 9 7 9 年 ､ 町 内会 の 会長 か らの 勧 め で
､ 交通安全 協会 に 属する 交

通安全指 導員を ボ ラ ン テ ィ ア と して 2 0 年 間や っ て き た の で ､ 交通安全母 の 会 と の 関わり も

あり ､ 1 9 9 9 年 3 月 に 交通安全指導員 をや め ､ 看板 業 を営 み なが らボ ラ ン テ ィ ア と して 交通

安全母 の 会 の 会長 を して い る ｡ 以 下 は ､ 現会長 と の 聞き取 り 内容 を載せ る こ とに す る ｡

｢ 千葉市 の 方 で も予算が な い と理由 で 交通安全 母 の 会 の 設立資金を出さな か っ た｡ 結局 ､ 交通安全

推進協会 か ら 2 0 万 円
､

千葉市 の 放置自転車 を整備す る ｢ 菜 の 花+ い う業者 か ら 1 0 万 円を資金 と し

て ､
1 9 9 3 年 4 月 1 5 日 に 結成 さ れ 出発 した ｡ 最初 ､ 出来た時 は 市 の 担当役人 は 不足な予算 の 状況 に

も か か わらず積極 的 だ っ た が
､ 現在 の 市 の 役人 は 稗極的 で な い ｡ そ れ で 3 - 4 年前ま で は ､ 母 の 会

も活発 に 活動 に 参加 した 時期 が あ っ た ｡ 交通安全運動期 間以外 の 活動 と して は
､ 敬老 の 日 に 老人 ク

ラ ブ に 行 っ て
､ 慰 安活動 を年 に

一

回や っ た こ とも あ る｡ そ の 後 の 資金源 は な い こ ともあ り
､ 今 は や

っ て い な い o 市 の 役人 が 2 年 ご と に 変わ る こ と に より 活動 も変化が生 じ る o 今 は
､ 市 の 独自的な予

算 が な い 上
､

会員 の 会費もな い の で 現在 の 資金源 は な い o

一

般 会員 か ら 1 0 0 円 で も貰う と駄算報 告

や会計法律 などが 面倒だ ｡ ま た お 金 をもらう と
, 発言権 が 強く な り ､ 多様な考 え が 出 る よ う に な る ｡

そ れ に よ っ て ､ 意見 が まとま り 難く な り ､ 大変な ( も め) こ と に な る ｡ 個人 が 作 っ た 団体 で は な い

の で ､ 気 まま で の び の び やれな い 結果 ､ 貧弱な活動 に な っ た ｡ 何 か やろうと し て もやれな い 状態 で

あ る が ､ 今後 ､
P T A な ど に も参加 を呼び か け る つ もり で あ る ｡ 都市 の 生活 を反映す る の か わ か ら

な い が ､ 農村 に 比 べ 専業主婦 が 少 な い こ ともあ り
､ 年間何 回 し か な い 出動命令 が 出さ れ て も参加す

る 人 は 少な い ｡ 精 々 二 十何名 し か 参加 し な い が か え っ て 活動 しやす い こ と もあ る｡ 今後 ､ 会員 が 増

え､ 拡大され て も
ー つ の グル プ を 4 0 名前後

･

に し よう と 思 っ て い る o ま た
､ 女 の 集 ま り に は ､ 男 が

考 え る よ り うまく行 か な い
｡ 仲 良 く や る こ と は 難 し い

｡ こ れ で は 友達 が い っ ぱい じ や なく て
､ 敵 が

い っ ぱ い だ ｡ 今 は や め た が
､ 交通安全協会 に 属す る 交通 安全指導員 と して の ボ ラ ン テ ィ ア 活動をす

る 時期 は 参加す る だけで 気 が 楽だ っ た
｡

が
､ 現在 , 自分 か ら組織 ( 母 の 会) の 会長 と して 行動す る .

こ と の 難 しさ を思 い 知らされ た
｡ +
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ま た
､ 以 下 の よ う に ､ 現在の M 会 長 の 提案 を い く つ か ま とめ て み た ｡

｢ 県庁 の 駐 車場を休 日 は 市民 に 開放 し
､ 利 用させ る べ き で あ る ｡ そ うす る こ と に よ り

､ 雇用され る

人 が 生 ま れ る し ､ 県 の 財政も潤う だ ろう o ま た ､ 信号機や標識 の 改善を指摘 し て も 手 続き が 難 し い
o

市 民 の 方 か ら苦情 を 受 け る と
, 行政 は 管轄 で は な い と い う よ り

､ 役員 が そ の 管轄を調 べ 連絡 を 取 り

合 い
､ 解決 し よ う と す る の が 役員 の 義務 で は な い か o 学生を交通現場 に ボ ラ ン テ ィ ア と し て 体験 さ

せ ､ 交通安全 の 意織 を高 め る べ き だ｡ +

こ の よ う に ､ 活発 な意見 を述 べ なが ら､ 聞き取 り に応 じて くれ た M 会長 は ､ 千葉市の 母

の 会に 関す る資料 を送 っ て くれ る約束 を した c が ､ そ の 約 束は 守られ なか っ た｡ そ の 理 由

は ､ 会長 が 市の 担 当者に 資料を渡 して もよ い か 問 い 合わ せ て して み た 結果 ､ 自分が 作 っ た

団体で は な い の で ､ 渡 して は い けな い と い う話 しに な っ たと い う｡ また ､ 市の 担 当者が ､

千葉市の 母 の 会に 関す る資料が な い と い う こ ともあ っ て ､ 今回 の 調査 で は 文献資料 を得ら

れ な か っ た o なお o 市の 担当者は ､ 千葉市の 母 の 会 は 自主的な市民団体 で は なく ､ 交通安
全運 動 な ど の 行 事 に 動員され る 団体に近 い と い う ｡ また ､ 筆者 が担 当者に ､ 千葉市に お い

て ､ 交通 安全 に か か わ る 自主的 な活動 を して い る市民 団体は ある の か
､ 聞 い て み る と ､ お

そ らく な い だろう と い う返事 だ っ た｡

( 3 ) - 5 . まと め

こ の よう に ､ 今回 の 調査 で は ､ 千葉県の 交通 安全 母 の 会と言 えとも ､ それ ぞれ の 設 立 の

背景 に 伴な う活動 の 仕 方 の 差が み られ たと い えよう ｡ これ ら三 つ の (母 の 会 の) 活 動の 中
で ､ 狭 義の N P O に 近 い 団体は ､ 松 戸市の 母 の 会 で あろ う｡ ま た ､ 白子 町 や 千葉市の 母 の

会も行 政 と の 接点 に よ っ て 変わり得 る可能性 は ある だ ろ う｡ つ まり ､ 行政と の 関 わり の 中

で ､ N P O の 周 辺 か ら N P O - 移 行す るた め に は ､ 主体的な参加 が どの く ら い 確 保 され る

か に よ っ て ､ そ の 可 能性 が位置 づ けられ る ｡

こ れ ら三 つ の 母 の 活動 は ､ 以 下 の よ うな三 つ の 論 点な い し類型 が み られ た と い え よう ｡

i ･ 松 戸 市の 母 の 会 は ､ 交通事故 に より 子 供 を失 っ た母 の 呼び か けで ､ い ち早く 1 9 7 0

年 3 月 5 日 に作 られ は じめ た設 立経緯も あり ､ 長年 ､ 交 通安全活動に か か わ り なが ら ､ 非

営利 民間活 動 を続 け て きた任意団体で ある ｡ 1 9 9 2 年 ､ 千葉県 の 交通安全母 の 会 に編入 され

る こ とに な る が ､ 以 前か ら自主 的 にや っ て き た こ とも あ っ て ( 行政の 方か ら の 行事 に も協

力 し なが ら) ､ 行政 の 要請以 外 にも 多彩 で活 発 な活 動 しなが ら会員を増や して い る ｡ 丘 . 白

子 町 の 母 の 会 は ､ 1 9 9 2 年 ､ 行政が 音 頭を取 っ て 設 立 され ､ なお補助金 で 運営され る ｡ 行政

の 方 か ら の 行 事 だ け行 う実践型 で あ る ｡ 行 政か ら の 要請 には応 じる が ､ それ 以外 に はや っ

て い な い
o 泣 ･ 千葉市 の 母 の 会 は ､ 1 99 3 年 ､ 行政が音頭 を取 っ て 設立 され だ が ､ 千葉市が

政令都市で ある た め ､ 県 の 方 か らは補助金 が も ら えな い
｡ なお ､ 市の 予 算の 不足 で 市か ら

も支援を受 けて い な い ｡ 行政 の 方 も無関心 で 会員の 活動 も低迷 して い る形 式型で あ る ｡

こ の 3 つ の 類型 を簡 単に 比 較 す る と
､

i は 言わ れ る こ と以外 にも多彩な活動 が行 われ る ｡

ii は 言 わ れ る こ と以外 はや ら な い
o 出 は ､ 言 われ る こ と もや らな い し､ そ れ 以外 の 活 動も

自 由に で き な い ｡ なぜ な ら行 政に よ っ て作 られ た も の で ある か らで あ る ｡ そ の よう な意味

で ､

-

番 問題 な の が ih の 形式型 で は な い だろ う か o
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4 . 変通 事 故 の 予 防に か か わ る母 た ち の 自発 的な活 動

( 1 ) 子 供の 安全ネ ッ トワ ー ク ･ ジ ャ パ ン ( 交通 事故 予 防及 び被害軽減活 動 ; 施 策の 逆 機

鰭 - の 改 善 ･ 解決 と して の 提言 ･ 実践型 一 施策 - の 順 機能 へ の 促進 と して の 実践 ･ 協調型)

* 調査 方法 と 資料

i .

｢ C h i l d O c c u p a n t P r o t e c t i o n ( C O P : 年 少者乗 員保護) キ ャ ン ペ ー ン + ホ
ー

ム ペ ー ジ

H o m e P a g e ( h t t p : // s a f e k i d s
. n e . j p) ､

E
-

m a i l ( o f f i c e @ s a f e k i d s . n e . j p)

ii . 事務局 長 ( 加 藤) と の 電 話( 1 9 9 9 . 1 2 ･ 1 0) とイ ン タ ビ ュ
ー (京都 ; 2 0 0 0 . 8 ･ 9)

iii . 直接観察; チ ャ イ ル ドシ ー ト着用 啓発指 導員研 修 会 ( 東京 ト ヨ タ本社 ; 2 0 0 1 . 3 ･ 4)

iv . 資料 ; 同会 の 規約 ､ c o p キ ャ ン ペ ー ン 趣 意書 ､ 活動年表 ､ 活動 に関す る 新聞 ･ 雑 誌 等

朝日新 聞 1 9 9 9 .
1 1 ･ 1 3 広告特集 ( 副 代表 : 山中龍宏 の イ ン タ

ー

ビ ュ
ー を中心に)

1 9 9 7 年 5 月 よ り
､
全 国 の 産婦 人科 医師を 中心 に 妊婦 の 交通安全教 育と 新生児 用及 び 子 供

用 の チ ャ イ ル ド シ ー ト着用 を促 すキ ャ ン ペ ー ン を草の 根的 に 実施す る非 営利民 間任意団体

で あ る . N P O 法人 の 取得 人 前 向き に 動 い て い る o 最初 こ の 団体 の 活動 は ､ 日本 の 交通 安

全意識 が 国民も行 政も企業 も立 ち遅れ て い ると指摘 しなが ら ､ 交通安坐 - の 新 し い サ ー ビ

ス を開拓 ･ 提 供 し て い る提言 ･ 実践型 か ら出発 した ｡ また ､ 交通施 策に対 する提 言と世 論

を喚起す る た め の 活動 な どに伴 な い ､ 市民参加 の 奨励 を して い る ｡ そ の 後 ､ そ の 動 きが 反

映 され チ ャ イ ル ドシ
ー ト着用義務 と い う法制 化 に つ なが る こ とに なり ､ 施策 - の 順機 能 へ

の 促進 と して の 実 践 ･ 協調 型 に な り つ つ あ る ｡ こ の よう に ､ 時 間 の 変化に よる機 能 の 変化

は 注 目す べ き で あ る ｡

チ ャ イ ル ド シ
ー トこ そ が 子 供 の 命綱 と い わ れ る 中で ､ 着用率 が 1 5 . 1 % (1 9 9 9 年 J A F 調査)

と い う数字が 示 す よう に
､
チ ャ イ ル ド シ ー ト の 大切 さが まだ十分市民側 に浸透 して い ない ｡

規 制 が 始 ま っ て も , チ ャ イ ル ドシ
ー

ト着用 の 重要 さ を市民 一 人 一 人 に認識 させ る こ とは ､

行 政に よ る 規制 の 意味 をよ り 市民 に 伝 える の で ､ 施策 - の 順機 能 の 促進 に つ なが る ｡

特 に 病院 に と っ て ､ こ の ような交通安全 へ の 取 り組 み は ､ 命を扱う病院と して の イ メ
ー

ジア ッ プ に も つ なが る し､ 現 場で 取り組 む 医療関係者 も安全 をより認識 しうる効果 が あ る

か も しれ な い ｡ こ の ように ､ 市民 が 市民 の 手で 交通 安全 - の サ
ー

ビ ス を開発 し提供 する こ

とは ､ 提供す る た め の 過 程で 得 られ る交 通安全意識 が 高ま る こ とや受け手 にもサ ー ビ ス を

媒介す る こ と によ る意義が あ る と考 えられる ｡ こ の よ うな交通安全 - の 有形及 び無形 の サ

ー ビ ス を媒介 に交換過程 で の 相互 作用 を通 して
､ 交 通参加 者で あ る市民 の 安全 意識 が 内 面

化 され る側 面 を大 い に注 目す べ き で あ ろ う ｡ こ れ ら の 活動 の 理念 は , 主 に 医師 と病院 の ネ

ッ トワ
ー

ク で の 発信 を通 して ､ 共 有され る こ と に なり ､ 4 4 ケ 所 の 病院の ネ ッ トワ
-

クが形

成され つ つ あ る ｡ 更 に拡 大 され つ つ ある 中で ､ ( 活 動 を紹介する) 人材 と運営資金 の 確 報い

う課 題 を抱えて い る ｡ 今後 ､ 収 益性 を見込 ん で 活動を展 開する方針 だ と い う｡

今ま で の 事 故予 防の 教育や運 動に な い 先駆的 な活動が ､ 法制化に伴 い 行政や 企業側 の 広

報活 動 ( チ ャ イ ル ドシ ー ト連絡協議会) に も見 られ る よ うに ､ 拡大 主体の 経路が行政や企

業側 へ と多様化 に なり ､ 活動量 も当然増え る こ とに な る ｡ こ の よう な活 動が展 開 され る こ

と に よ っ て ､ 行政 に と っ て も規制 に 対 す る認 識 を広 め る ため の 手間や経費が削減 され る 可

能性 が生 まれる .
こ の 事例は ､ 行 政の 拡 大経路 で は なく 病院と い うネ ッ トワ ー

ク を通 して

活動 が広 が る の が特徴で ある ｡ 行政が や る よ り波及 速度は 遅い が ､ 質的 な面 に は 有効で あ
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る と考 え られ る o 対 面 関係性 以 外 に もイ ン タ
ー

ネ ッ トを通 し て活動情報は 広 が る 速度が 早
く なり ､ そ の 早 い 反応 に十分 対応 で き な い 側 面が 組織 の 新だ な裸題と して 上 げ られ る ｡

今後 ､ 安 全 - の サ ー ビ ス を媒介とす る 交通安全唐織 の 向上 が よ り 効果的 に な り
,

交通 行
政 の 規 制政 策だ け の 限 外性 を補完す る に も 役立 て る と思 う o なお ､ 市民 の ( 医 師 ･ 病 院 ･

母 親 た ち) ネ ッ ト ワ ー

ク を通 した 先駆 的な試 み が ､ 少 なく と も以 前 と比 べ 交通予 防や被害
軽減 に 大き な効果 と影 響を与え た と言 え よう ｡

( 2 ) 交通 犯罪 で 子 供 を亡く した母たち の 草の 根活 動 ( 署名活 動)
* 調査 の 方法 と時 期及 び 資料

i ･ 署名活 動 H o m e P a g e ( h t t p :/ / w w w ･ g e o c i t i e s ･ c o l j p / H e a r t L a n d - A y a m e / 4 1 2 6/)
E

‾

m a i l ( 鈴木 典 子 ⇒ k y o k い r e i @ m a 2 . j u s t n e t . n e . j p)

( 井 上保孝 ･ 郁美 ⇒ k a n a c h i k a n o r i@ m b g . s p h e r e . n e . j p )

止 ･ 署名 取 り ま とめ 人 ( 鈴 木典子) と の イ ン タ ビ ュ
ー ( 千葉 ; 2 0 0 0 . 1 2 ･ 2 4)

井 上夫 妻と の 電 話 とメ
- ル の や り取 り

ih ･ 資料 ; 井 上郁美 20 0 0 『永遠 の メ モ リ ー

』河 出番罪 新社 ､ 署名活動 キ ャ ン ペ ー ン チ ラ シ
､

中 日新聞 ( 2 0 0 0 ･ 1 0 ･

1 6) , 朝日新聞 (2 0 0 0 ･ 1 0 ･ 2 8 / 2 0 0 0 . 1 2 ･ 2 8) 等 を中心 に

iv ･ 署名 活 動 キ ャ ン ペ ー

ン - の 直接参加活動( ボラ ン テ ィ ア ; J R 千葉駅 2 0 0 0 . 1 2 ･ 2 3 - 2 4)

① 飲酒 運転 な ど悪 質な交通犯 罪 で 子 どもを失 っ た親 たち が ｢ 加 害者の 量刑 が 軽す ぎる+ と
して 法 廷刑 の 見 直 し を求 め 続けて い る 署名運 動で ､ 全 国各地か ら集ま っ た署名 が 十 六 万

人 を超 えた o 2 0 0 0 年 9 月 2 9 日 の 参院予 算委員会 で森喜郎首相は法廷刑 に つ い て ｢ 大 い

に 議論 して い く こ とが 重要 だ+ と述 べ たo 遺族 らは法 の 改正や 制定 を法務省や 国会 に働
き か け る 予 定で ､ 署名 が 幅広 い 議論 の き っ か け と な る こ と を期 待 し て い る ｡ ( 朝 日 ､

2 0 0 0 . 1 0 I 2 8)

② 署名活 動 の チ ラ シ に載せ られ た交通 犯罪 と量刑 の 現状 例
･ 1 6 才 の 女子 高校生が 飲酒 ･

ひ き逃 げで 死 亡 - 加 害者 の 刑罰 は懲役 1 年 8 ケ 月
･ 9 才の 小 学生 が ､ 横 断歩道で 右折車 に巻 き込ま れ て 死 亡 - 加 害者 は不起訴
･ 2 4 才 の 男性 が 横断 歩道で信号 無視の 車に は ね られ て 死 亡 一 加害者の 刑 罰 は 懲役 1 年
⇒ 飲酒 ･ ひ き逃げ な どに よ る悪 質な加 害者 を ｢ 業務上過 失+ で は なく 殺人 罪や 傷害致死

罪で起 訴 で き る 法を考えた ら どうか ?

⇒ 飲酒 ･ ひ き逃げな どに よ る 悪質な加害者も ｢ 業務上過 失+ で裁く の で あ る なら ､ 現状
の 最高刑 の 懲役 五 年は軽すぎる ! 刑 を見直そ う

⇒ 飲酒 ･ 無免許･ ･

暴走 ･ ひ き逃げ な ど悪質 ドライ バ ー

に科せ られ る刑 罰が 軽す ぎると ､

刑 法 第 2 1 1 条業務上過 失致死致傷罪に つ い て 審議 して も らうため の 署名活 動を して い る ｡

③ こ の 署名活 動 に ､ 中心 に な っ て い る メ ン バ ー

は ､ 2 0 0 0 年 4 月 9 日 に飲酒 ･ 無免 許 ･ 無
車検の 暴 走車+ に 1 9 才 の 息 子 を失 っ た鈴 木 共 子 さん ( 5 1 才) と､ 1 9 9 9 年 1 1 月 2 8 日 に 東

名 高速で 飲酒暴 走 トラ ッ ク に 3 才と 1 才の 娘 を失 っ た井上保 孝(5 0 才) ･ 郁美 さ ん (3 2 才)

夫妻 で あ る o 2 0 0 0 年 6 月 か ら鈴 木 さん が 知人 ら を通 じて 口伝えで 署名 を呼 び か け始 め た ｡

同年 9 月 下旬 ､ 井 上 さん 夫妻と とも に街 頭 で 賛同 を呼び か ける と ､ 報道で 署名 活動を知

つ た 全 国各地 の 人 か ら 問 い 合わ せ に よる 協力 や励 ま して くれる 手耗 などが たく さん 寄せ

-
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られ た と話 し て い る ｡

④ こ の 活 動 は ア メ リ カ で 反飲酒運 転運 動 を実施 して い る M A D D ( M o t h e r s A g a i n s t D r u n k

D r i v i n g) と の 直接な接触 は な い が ､ M A D D を参考 に や っ て い る と鈴木さ ん は い う ｡

実際 ､ 署名活 動 に 通行 人が ボ ラ ン テ ィ ア と し て気 軽く 参加 し辛伝 う多く 人 々 に ､

-

つ の

シ ル シ と して M A D D の ロ ゴ 入 り リ ボ ン を付 け さ せ て い る o そ の 他 に ､ ( 社) 被育者支
援都 民 セ ン タ

ー

や 全 国交 通 事 故遺 族 の 会 な どか ら会 員 が ボ ラ ン テ ィ ア と して 参加 し て

い る o 今 の 段 階に は ､ こ の 活動 を組織化 しよう と は 思 わ な い
｡ む しろ ､ 交通 安全 に携わ

る既存 の 団体 の 関係 性 をよ り 強 めた い と鈴木 さん ･ 井 上 さん 夫妻は い う ｡ 鈴木 さん も井
上 さ ん 夫妻もイ ン タ

ー

ネ ッ トを通 して の 発 信 して い る ｡ なお ､ 井上 さん 夫嚢は近況 報告
を自分た ち の ネ ッ ト ワ ー

ク に メ
ー ル で 報告 して い る o 例 えば ､ そ の 一

部分 を紹 介す る と

以 下 の よ う なも の で あ る ｡

･ 署名運動 に つ い て

最後 に ､ 今 回 の 刑事裁判を通 じ て
､
ま すます悪質 な交通事犯 に 対 して 厳罰を科す事 が 求 め られ ､

そ の た め の 早 急 な法改 正 の 必要性を痛感 し ま したo そ の 実現を促進す る た め の 運動を引き続 き

行 い た い と思 い ます｡ 明 日 も堂本 暁子 参畿院蔑見と 面 会 し
､ 次 回 の 署名繰出 の タ イ ミ ン グ を協

譲 し よ うと思 っ て い ます ｡ 今 の と こ ろ
､ 高村 法務 大臣 - の 署名繰出 は 通常国会 が 始ま っ て か ら

の
､

2 月 以降( 2 月 中旬ま た は 下旬 ? ) を考 え て い ます o 署 創 ま 1 月 末 ま で 焦 め て い ます ｡ どう

か
､

引き続 き 一 人 で も多 く の 署名 が 集ま る よ う に
､ 皆様 の ご協力を お 願 い 申 し上げます ｡ 今後

と も ､ ご 支援 を宜 しく お 願 い い た します ｡ ( 近況報告 : 控訴審 の 判決 に つ い て 2 0 0 1 . 1
･

1 7 )

⑤ ｢ 刑軽 い + の 声に 対応 一 悪質 ･ 危険運転 を厳罰化 ; 督察庁 は こ十 七 日 ､ 飲酒や無免許 な

ど の 悪 質 ･ 危険な運転や違法駐車を は じめ とする 交通違反 の 罰則 を厳 しくする道路交通

法 改正 の 試案 を まと めた o
｢ 刑 が 軽す ぎ る+ と い う被 害者の 声や 交通事故の 増加 な どを

踏ま えた対応 で ､ 懲役刑 ､ 罰 金刑 とも上 限 を最大 六倍 に す る ｡ 改正 案を来年 二 月 に もま

と め て ､ 次 の 通 常国会 に 提 出する 予 定 だ ｡ 同庁 は 人 を死傷さ せ た場合に 重罰 を科す ｢ 危

険運転致死 傷罪+ の 創設 も検討 し ､ 同 じく悪 質交 通犯 罪 の 厳 罰化 を検討中の 法務省 と の

調整 が つ けば
､

道 交 法 の 新た な罰 則 と して 盛 り込 む考え だ｡ ( 朝日
､

2 0 0 0 . 1 2 ･

2 8)

⑥ こ の よ うな署名活 動は ､ 被害者 か らの 生 の 声 で ､ 交通安全 を呼 び か け る活動 と い えよ う o

なお
､ 彼 ら の い か り の 声が 警察の 規制や 行改主導 の 事故予防対策 を変えさせ る 効果 が あ

る の で は な い か o また ､ こ の よ うな活動 に参加 する側 に お い て も ､ 安全意識 を高め る 潜

在的 な機能 の 側 面 があり得 る ｡ た だ ､ こ の よ う な 一 時 的な署名 ぼ動に よ る規制の 強化 -

の 法制化 は慎重に 行 う べ き で あろう｡

( 3 ) ア メ リカの 事例 ; 反飲潰運 転運 動を実施 して い る M A D D

今後 ､ 諸外 国 の N P O 事 例 の 成果 を吸収 し ､ 日本 の 状況 - の 適応事例 を積み 重ね る こと
に より ､ 日本 の 現状 に適 した有効性 を考察する必 要性 が あ る と考え られ る ｡

･ 反飲酒運 転運 動を実施 して い る M A D D ; ( M o t h e r s A g a i n s t D r u n k D r i v i n g) ､

5 7 5 7 A v e n u e C e n t h r y L ･ A ･ U ･ S . A . M A D D の L . A . 支部
* 調 査 の 方法 と資料 ; 韓国 の 日刊 紙 (東亜 日報 ､ 1 9 9 9

. 1 ･ 2 4) か ら抜粋 し翻 訳

-
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M A D D は ､ 1 9 8 0 年 ､
ア メ リ カ の カ リ フ ォ ル ニ ア 州 で

､ 飲酒運転ひ き逃 げ事 故 に遭 っ た

少 女の 母 が 中心 に な っ て 発足 され た｡ テ キ サ ス 州 ア ビ ン に 本部が あり ､ 米 国全域 に 3 百 の

支部 を持 っ て い る ｡ 年会費は 1 0 - 2 0 ド ル を出す個人及 び 家族会員 が 3 0 万 人に 達 す る o 3

首 の 支部で 活動 す る ボ ラ ン テ ィ ア は 4 万 名程 度で あ る ｡ アメ リカ で ､ 最も組織的 に 交通 安

全 キ ャ ン ペ ー

ン を広 げ て い る市民団体で あ る ｡ M A D D は ｢ 飲酒 運転の 被 害者 は 交通 事故

の 被害 者で は なく 犯罪 の 被害者 だ+ と断定 して い る ｡
｢ 飲酒運転犯罪 の 被害 に あ っ たと い う

連 絡を受 け ると ､ 何 よ り 真 っ 先 に被害を経験 した こ とが あ る ボ ラ ン テ ィ ア の 助 けを受 ける

よ うに 措 置 をと る ｡ そ の 後 ､
犯罪者 ( 事故運 転者) か ら被害補償 を受 ける 方法 な どに 対 し

て も助言 をす る ｡ +

L ･ A ･ 支部で 3 年日勤 め て い る ペ パ オ ル リ ･ ベ イ カ ー ( 3 3 ･ 女) は ｢ 被寄者 たち は弁 護

士 よ り M A D D - 先 に 連絡す る場合 が 多く て ､ 自負 心 を感 じ る と+ と い う ｡ L . A . の 支部

は 1 ケ 月 2 0 名 程度 の ｢ 飲酒運 転犯罪+ 被害者を手伝 っ て い る o 8 3 年設 立以後 ､ こ こ で申

告 され た ｢ 犯罪+ は 3 千件余り o 職人 は 5 名 しカナな い が
､ 医師 ､ 弁護士 な ど各 分野の 専門

家が 数 百人 が ボ ラ ン テ ィ ア と して 全然問題 な い と い う の が ベ イ カ
ー さん の 鋭明 で あるo

ア メ リ カ の カ リ フ ォ ル ニ ア 州 の 場合 ､
｢ 飲酒 ･ 麻薬運転+ に よ る交通 事故 死 亡 者 が ､ 年間

1 千 9 百人 余 り で あり ､ 負傷者は 4 万名 を越 え る ｡ カ リ フ ォ ル ニ ア 州 の M A D D 支部ら は

今年 か ら 5 年間 ｢ 飲酒 運転犯 罪+ を 半分に 減らそう と目標 を立て て
､ 多様 な広 報 活動 を広

げて い る o また ､
バ ー ジ ニ ア 州 ペ ア ペ ク ス の M A D D 支部は ､ 今年 の 主要 活動 目標 を青少

年飲酒運転防止 と して い る ｡ M A D D の 本 部は ､ 市民 の 活発 な参与 に基 づ い て飲酒運転拘

束基準で あ る ア ル コ ル の 濃度を 0 . 0 8 % ( 現在 1 0 州 余 り は 0
. 1 0 % ) に 強化す る ように 圧 力

をか けて い る ｡ ま た ､ ホ ワイ ト ハ ウ ス や州 諌会な どに請願 審を提出 したり ､ 市民 - の 呼 び

か け と して キ ャ ン ペ ー ン を広 げて い る ｡
ペ ア ペ ク ス の M A D D 支部の ケイ シ セ リ オ (5 2 ･

女) は ｢ 昨年 ､ ア メ リカ 連邦移民局 に ､ 永住権者 に 対 して ､
｢ 三振 ア ウ ト+ (飲酒運転 3 回

摘発 し追放) 制 を適用 さ せ た の も ､ M A D D の 圧 力効力 の あらわれ だと言 う｡

こ の よ う な ､ 体系 的な活 動 を して い るア メ リカ の M A D D に刺激 を受け､ カ ナ ダ( 8 4 年) ､

イ ギリ ス ( 9 5 年) ､
ニ ュ

ー

ジ
ー

ラ ン ド ( 9 5 年) ､ オ
ー

ス トラ リア ( 9 5 年) に も M A D D が

出来 た の で ある ｡

5 ･ 交通事故 予防活動をめ ぐる行政と市民 ･ 住民 との 関係性 へ の 考察 ( 事例 の まとめ)

成熟期 の 交通安全対策に 取 り入 れ る 重要 な点 と して ､ 交通参加者が 自発 的 か つ 能動 的 に

参加 し た柔軟で 革新 的な発想が 必 要 で あ る o なぜ な ら, 上か ら下 - の 一 方 的な 関係や 擬似

参加型 と い う ような 関係 よ り ､ 自主的 に 交通 安全活 動 を取り組む 市民活動 の 相互 性 と考え

る か らで あ る o そ の 役割 を担う 可能性の -

つ と して ､ N P O と い う視点 が ある ｡ そ こ に は ､

市民 が主体的 に 参加 し活 動 しやす い 参加 シ ス テ ム の 導入 に よ り ､ 行 政の 業務 の 省略化 ･ 効

率化が 図れ る上 ､ 交 通安全 に か か わる多様な サ ー ビ ス に 市民 の 役割もより引き 出せ る力 が

N P O の 活 動や機能 に秘 め られ て い る ｡ そ の 考 察を試 み る本稿で は
､ 行 政と市民 ･ 住民側

との 関係 性 を N P O の 視点 に 照り あわせ なが ら
､ 交通 安全 - の ( 主体的 ･ 受動 的 な) 参 加

の 側 面 を論 じ る ため ､ 日本の 交通 事故予防に 対応する組 織活動 を取り上 げた ｡
こ こま で

,

取 り上 げ た事例 を簡略 に まと めなが ら ､ そ れ ら の 事例 が示唆する意味 ( 有効性 と 限界性)

に つ い て ､ も う
一

度捉え直す こ とに す る o
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( 1 ) ( 中 央省庁 ･ 都道府県 - 市町村 レ ベ ル での) 交通 安全 母の会

交通 安全 に か か わる 行政 と の 接点 を持 っ 交通安全母 の 会 の 事例を取 り上 げ ､ 中央 省庁 ･

都道府 県 ･ 市 町村 レ ベ ル で 行政と市民 ･ 住民側 と の 関係 性 を考察 した結果 を以 下 の よ うに

ま と め て み る ｡

① 中央省 庁 レ ベ ル で の 調査 対象 ; ( 社) ｢ 全 国交通 安全 の 母+

( 社) ｢ 全 国交 通安 全 の 母+ の 組織は 行政 一 主務官 庁 で あ る総務庁 - の 影 響力 が 強 い た め ､

開拓 され たサ ー ビ ス (若 しく は 開発研 究成果) は ､ 不 特定 な人 々 に 公 平的 に 広く 彫 響を与

え る と思 うが ､ そ の 成果 を受け る 人 々 と の 接点が 弱 い
｡ ある い は ､ こ の よ うな サ ー ビ ス を

開発 す る た め ､ 受 け辛が そ の 組織 に 入 り難 い 上 ､ 主 体的 な参加が 出来な い と考えられ る ｡

こ の よ うな ( 交通問題 の 改 善に か か わる) 財団 ･ 社団と い っ た法人 は ､ 法 制度 ( 許 可制)

や 規模 (組織 ･ 資金) の 大 き さな どで設 立自体が難 し い し上 ､ 経済的な状況 に反 映 されや

す い 状況 に な っ て い る ｡ なお ､ 中央省庁 に集中 し ､ 地 方自治体の 方 は少な い の で ､ こ れ ら

の 多く の 財 団 ･ 社団法人 の 公 益性が 高 い サ ー ビ ス を ( 実際 ､ 地域に密着 したサ ー ビ ス の 要

求 が 多 い に も か か わ らず) 地方 の レ ベ ル で 受け る こ と は難 し い o こ う した組織 の 諌 題 は ､

各組織 が上位 の 機 関の ｢ 官僚制の 弊寮+ と い う制約 を外れ ､ どの く ら い 主 体的な効率性 を

も っ て い け る か の 問題 が 全 て だ と い っ て よ い ｡

② 都道府 県 レ ベ ル で の 調査 対象 ; 千葉県 ｢ 交通安全 母 の 会+ ( 1 9 9 9 年現在 2 6 支部)

地方 自治体に は ､ 何よ り財 政的な面が ネ ッ ク に なり ､ 財団 ･ 社団法人 を作れ ない の が実

状 で あ る ｡ 地方自治体に は ､ 財団 ･ 社団法 人が 少 な い 数 しか 存在 しない
｡ なお ､ 任意団体

と して の 関 わり を持 っ て い る 場合が 多 い
｡ 千葉県 交通 安全母 の 会 は ､ 1 9 9 2 年 3 月 2 6 日 ､

任 意団 体と して 結成発 足 され ､ 現在には 2 6 支部が あ る ｡ 資金 面 に は ､ 県 の 補助金 (1 5 万)

と市町 村 の 予算 ( 1 5 万) で 設 立され運 営され て い る ｡ 例 外 と して は ､ 千葉市の 場合 ､ 政令

都市と い う関係 で ､ 県 の 方 か ら の 支援 は受 けて な い
｡ 支部の 事務室は ､ 市町村 の 交通 安全

課若 しく は 交通安全係 り が担 当 して い る ｡ こ の よう な背景か ら行政の 主導で作 られ たと言

える ｡ 1 9 7 0 年 交通事故に より子 供 を失 っ た母 の 呼び か けで 作られ始ま っ た松戸 市の 母 の 会

は 例外 で あ る ｡ 次の 市町 村 レ ベ ル で の 調 査対 象を選 ん だ の は ､ そ れぞれ の 設立経緯や地 域

的な蒋 性な どか ら ､ 行 政と の か か わり が 違う の で は な い か とい う観点か らで あ る ｡

③ 市町村 レ ベ ル で の 調 査対象 ; 松 戸 市交通 安全 の 母 ､ 千葉市の 母 の 会 ､ 白子 町 の 母 の 会
｢ 官民 一

体 とな っ た交通安全推 進体制+ の 限界性 が 表 面化 して い る事を示 す例 と して ､ 千

葉県 に お け る交通安全 母 の 会 の 調 査 か ら以下 の 三 つ の 論点な い し類型 が わ か っ た ｡

i ･ 松 戸市 の 母 の 会は ､ 長年 ､ 交通安全活 動に か か わり なが ら､ 自主的に 非営利民間活 動

を続 けて き た任意団体 で あり ､ 行 政か ら言 われる こ と以外 に も多感な活動が行われ る自主

型 で あ る ｡ そ の 意味で 狭義 の N P O に 近 い 組織で あ る ｡ 立 . 白子 町母 の 会 は ､ 1 9 9 2 年行 政

が音頭 を取 っ て 設 立 され ､ なお神助金 で 運営され る ｡ 行政の 方か らの 行事だ け行う ｡
つ ま

り ､ 言 われ る こ と しかや らな い 実践型 で ある o iii . 千葉市母 の 会 は ､ 1 9 9 3 年行政 が 音頭を

取 っ て 設立 され だ が行政の 方 も無関心 で会員の 活 動も低迷 して い る ｡ 言わ れ る こ と もや ら

な い し ､ そ れ以外 の 活 動 も自由 に で きな い
｡ なぜ な ら ､ 行政 によ っ て 作られ たも の で あ る

か らで あ る o そ の よ うな意味 で ､

- 番問題 な の が 千葉市母 の 会 の 形式型 で は ない だ ろう か ｡

こ の 三 つ の 類型 の 事例 を通 して 考え られ る こ と は 一 事故予防活動 ､ とり わ け交通 安全 へ の

啓 蒙活 動は
一

般 の 人 々 に広 め る た め の 組織で あ る交 通安全母 の 会は - 松戸 市 の 母 の 会 の よ

-
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うに 本 来
-

般 の 市民 か らの 自発的 な動き に注 目す る値が ある o ま た ､ 行政 が 補助金 で 積極
的 に 作 っ た 千葉県母 の 会 の 意義は 全体的 な盈 を短 期間 に 増えさせ た こ と で あ る と思 う｡ そ

の た め に 生 じ得 る 弊害 が 千葉市母 の よう な形式型 の 組織 も ､ 本来で あれば ､ 多様 な 交通安
全活動 - の 市民 の 主体的 な参加 を通 して 作られ ､ 市民 の 安全意織 を高め る効 果 だけ で は な

く ､ 安全 - の 動機 付 けや 態度変容 - の 向 上な ど の 効 果 も見込 め る はず だ っ た の で は な い か ｡

( 2 ) 交通事故 の 予 防活動を取り組 ん で い る任意 団体 ; 母親たちの 活動を中心 に

交 通行 政との 接点 をも つ ｢ 交通安全 の 母+ と比 較す る た め に ､ 市民 ･ 住民側 に ある 母た

ち の 活 動 を持続的な活動 と 一 時的 な活 動を取り上 げな が ら､ そ の 事例 と の 関連す る ア メ リ

カ の 事 例 を考察す る . 交通 の 安全 性 を向上す るた め の 一

つ の 新た なア プ ロ -

チ と し て ､ N

P O ( 潜在 的な N P O 法人 で ある任 意団 体 と い っ た 狭義の N P O を含む) に よ る 問題 改 蓉
の 可能 性 を ､ 交通 事故 の 予防活動を取 り組 ん で い る任 意団体 ( 市民 ･ 住民 側 に あ る 母た ち

の 活動) を取 り 上 げ行政と の 関係 性 な どを考察す る ｡ その 事例 と関連す る ア メ リカ の 母 た

ち の 活 動事 例も 考察する ｡

①子 供 の 安全ネ ッ ト ワ
ー

ク ･ ジ ャ パ ン ( チ ャ イ ル ドシ ー トの 普及 - の 持続的 な啓発 活動)

非 営利 民 間団体で あ る ｢ 子 供 の 安全ネ ッ トワ
ー

ク ･ ジ ャ パ ン+ は ､ 安全 へ の サ ー ビ ス を

媒介とす る交通 安全意識 の 向 上が より効果 的 に な り ､ 交通行政の 規制政策だ け の 限界性 を

補完す る に も役 立 て られ る o なお ､ チ ャ イ ル ドシ ー トの 普及と い っ た 市民 の ( 医師 ･ 病院 ･

母親な ど) ネ ッ ト ワ ー

ク を通 した 先駆 的な試 み が ､ 少 なく て も ､ 以 前と比 べ 交通 予 防や 被

害軽減に 大 きな効果 と影響を与 えた と言 えよ う｡ 今後､ 行政に よ る拡 大経路だけ で は なく ､

市 民や 専門家な どが 交 通安全 - の サ ー ビ ス を開発 し ､ 市民ネ ッ トワ ー ク を通 して 拡大す る

こ とは ､ 行 政の 財政 の 効率化 や業務 の 省略化 に も つ なが る と考える ｡ ま た ､ 市民 が 市民 の

手で 交 通安全 - の サ ー ビ ス を開発 し提 供す る こ とは ､ 提 供する ため の 過程で 得られ る交通

安全意識が 高ま る こ とや 受け手 に もサ ー ビ ス を媒介 に ､ そ の 交換過程で の 相互 作用 を通 し

て ､ 交通 参加者 で あ る市民 の 安全 意識 が 内 面化 され る側 面 を大 い に 注目す べ き で ある ｡

②交通犯罪 で 子 供 を亡 く した母親た ち の 草の 根活動 ( 規制の 強化 へ の 一 時的な署名 活動)

こ の 事例 で の 母 親たち の 自発的で 積極的な署名 活動 は ､ 被害者か らの 生 の 声で ､ 交通 安

全 を呼 び か ける 活動 と い えよ う ｡ なお ､ 彼 ら の い か り の 声が 警察の 規制や 行政主 導の 事 故

予防対 策に影 響 を与 えなが ら ､ こ の よう な活動 に 参加す る側 に お い て も ､ 安全 意識 を高め

る潜在的 な機能の 側 面 があり得 る ｡ また ､ こ の 活動 は ア メ リ カ で 反飲酒運 転運動 を実施 し

て い る M A D D と の 直接な接触 は な い が
､

M A D D を参 考 して 署名 活動 に 通行人 が ボ ラ ン

テ ィ ア と して 気軽く参加 し辛伝う多く 人 々 に ､

一

つ の シ ル シ と して M A D D の ロ ゴ入 りリ

ボ ン を付け させ て い る ｡ 現段 階で の 活動 は 組織化 しよう とする よ り
､ 交通安全 に 携わる既

存の 市民 団体と の 関係性 をよ り強め た い と い う目標 が伺える . ただ ､ こ の ような
-

時 的な

活動 に よる 規制 の 強 化 - の 法制化は慎重 に 行 う べ き で あろう ｡

③反 飲酒 運 転運動 を実施 して い る ア メ リ カ の M A D D

こ の 事 例 で み られ た よう に ､
｢ 飲酒運 転犯 罪の 被害に あ っ た とい う連絡 を受 け る と ､ 何

よ り真 っ 先に被害を経験 した こ とが あ るボ ラ ン テ ィ ア の 助 けを受けるように 措置 をとる ｡

そ の 後 ､ 犯罪者 ( 事故 運転者) か ら被害補償を受 ける 方法 な どに対 して も助言 をす る ｡ +
.

こ

の よう な ( 被害者 の 立場 に 立 っ た) ボラ ン テ ィ ア の 支援活 動が 市民 の 共感 を得 なが ら活 発

-
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に活 動 し
､

よ り 安全 意織 を拡大 する場 だ と考 える ア メ リ カ の ｢ M A D D + の 事 例 に近 い の

は ､ 松 戸 市 の 母 の 活 動や 交通規制 - の 強化を要請す る母 親 たち の 署名 活動 な どが あげられ

る ｡ こ れ ら の 自発 的 で 主体的 な市民活 動が ､ 市民 の 参加 活動 の 側面 で は ､ 警察の 規制 や行

政主導 の 事 故予 防対 策よ り 効果 が あ る の で は な い か ｡ 今後 ､ ア メ リ カ の M A D D に刺激を

受 け他 の 国に も M A D D が 出来 たよう に ､ 日本 に も 出来 る 日 が 来 る か も しれ な い
｡

6 . おわ りに

以 上 の こ と を考察 した よ う に ､ 少 なく とも受 動的 な参加 よ り 主体的 な参加 がよ り 安全 に

対 す る意識 が 高ま る活 動の 効果 と ､ 行政よ り 民 間 の 方 が 多様 なサ ー ビ ス を提供す る可 能性

が 高い 側 面 も あ る ｡ なお ､

一 時的 な活動よ り持続的 な活動 の 方 が組 織を成長 さ せ成熟させ

て い く 可能性 も高 い が ､ 問題 に よ っ て は - 時的 な活 動 が 効果的 な面も想定 され う る o
こ れ

らの こ と を踏 ま えて ､ 行政と 市民 と の 関係 性 に よ る 市民 の 受動 ･ 主体的 な参加 の 側 面と ､

組織活動 の 一 時 的な 活動 より 持続的 な活動 に よ る事故予 防 へ の 活動 の 効果 と ､ 更 に行 政か

ら市民 - の コ ス ト移行 性 と
⊥

時的な活動 か ら持続的な活 動に移行す る こ とに よ る コ ス トの

加 重性 と い っ た側 面 か らい う軸を設 定 した ｡ そ の 結果 ､ 今回 の 交通 事故予 防活動 をめ ぐる

事例調 査 は
一 行 政と 市民 ･ 住民 と の 組織活 動の 関係性 で

- 市民 ･

住民 の 参加 の 度合い と組

織活動 の 効果側 面 を以下 の よう な概念 図で 捉 え る こ とが 出来る ｡

組織 の 成熟度

交通

行政

○･

C O S T の 移行性

(持 続的)

A

P 0

垂 頭 重
< (財) 交通安全教育普及協会

( 社) 全国交通安全 母 Oi) 会

( 千農具j

( 行政 主導)

窒金運塾

( 動員
■′

. . 〆
I P

･
/

一
'

(

〆
＋

.
/ L

諾準<

票翠

>:

旦主監

i
(市民主導)

C O S T の

加重性

＼

㌔
.

安全敬称～

交通 規 碑 化 - の 母親 た ち の
′

i ,

,

#

く講義 ･ 研 修 ･ 体験 ･ 参力p

l'

抱懐督 r
-

■〆
●

′
･ 一

′

†

(
-

時的)

i

( 受動的な参加) 市民 ･

住民 の 活動効果 の側 面 (主 体的な参加)

図 - 1 交通 事故予防活 動 - の 参加 の 度合 い ･ 組織活動 の 効果側 面

ただ し ､ 上 記 の 事柄は あく ま で も活動効果 の 側面 に 関 して の こ とで ある ｡ そ こ に は 量的

な拡大 の 中 で 質的 な効果 に 注目 し ､ ( 行政と の 関係 性 を考慮 しなが ら) 市民が事故予防対策

等 と い っ た交通 安全 - の ボ ラ ン テ ィ ア 活動 や N P O - の 参加活 動 を通 して 得られ る質的 な

効果 - 自発 的 な安全意識及 び安全行 動 - の 動機付 けや 態度変容な ど の 向上 - を考察 した側

面 が含まれ て い る ｡ 因み に ､ 日 本の 狭義の N P O 活動が
- 空間的 ･ 量 的に言 え ば 一

部分的

な活 動か ら拡大 し つ つ ある現段 階で は ､ 組織 の 成熟度に よる
一

例 えば官僚制 の よ うな -

弊
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害 を気 に す る よ り成 長 - の 課題 を対処 して い く 方 が 妥当 で あろう ｡ その 意味 で ､ 全体 - の

普及 ( 拡 大 速度) に お い て は ､ 行 政 に よ る経路 の 方が 市民参加活動 よ り も ､ 盈的 な問購 と

して よ り 現 実的 で あ る と言 え るだ ろう ｡ た だ こ こ で 重要 な の は ､ 確 か に 狭歳 の N P
'

○ 活動

は ま だ部分 的 で は あ る が
-

これ ら の 活動 が 促 進剤 ･ 活性剤と して
一 市民の 共感 を得 なが ら

ボ ラ ン テ ィ ア の 活動 を活発 に し
､ よ り 市民 の 安全唐織 を広 め るだ けで は なく ､ 行政 の 施 策

に も影 響 を与 えて い る と い う こ とで ある ｡ 今後 ､
こ の よ うな狭義 の N P O 活動 を通 して 得

られ る 効 果 を交 通安全 社会に 向 けて
､

よ り 効 率的 に活性 化が 出き る方案とそ れ に伴う深層

に 関す る研 究課題 が 想定され る ｡

【註】
1) 総務庁 編( 2 0 0 0) 『交通安全白番 一 平成 1 2 年度版』p . 1 2 . ち な み に

､
こ の 数値 は 過去 1 9 6 9 年 の 72 0

,
8 8 0

件 の ピ - ク か ら 1 9 7 7 年 4 6 0
,
6 4 9 件ま で 減少さ せ た 以後 の 交通事故発生件数 の 増加 を表す ｡

2) ( 社) 日 本扱者保険協 会自動車保険部 交通安全推進室編 ( 1 99 9) 『自動車保険デ ー タ に み る 交通事故 の

実態』 p . 1 - 4 . ち なみ に ､ こ の 数値 は 19 9 6 年 6 月 時点 で の 調査結果 をまとめ たも の で あ る ｡

3) p a t e m a n , C a r o l e ( 1 9 7 0) 也

( - 寄本勝美駅 19 7 7 『参加 と 民 主主轟』 早稲 田 大学出版部) p . 1 3 2

4) 千 葉県 の 交通安全対策推進大会 で の 演鋭 ( 千葉市 : 19 9 9 . 8 ･ 2 7)

5) 多様化す る 市 民 の 要望 に 応 じ る と同時 に
､
公 的投資 の 効率化 を図 り 行政 の 様 々 な限界性 を克服す る た

め に
､

様 々 な民 間活 力を導入 して い く 中 で
､ 法制度 の レ ベ ル に お い て も ､

1 9 9 8 年 1 2 月 1 日 か らは特

定非営利 活動促進縫 ( 以 下 N P O 法) が 制定され る と い う新 た な対応 が 行 われ つ つ あ る . こ の 諸制度

の 変化 に 対応 し､ 行政や企業 ､ 各種 の N P O な ど様 々 な組織 の レ ベ ル に お い て も新た な組織づ く り や

組織 改変 が 急速 に 進 み つ つ あ る ｡ また人 々 の 行動 の レ ベ ル に お い て も､
ボ ラ ン テ ィ ア 活動 の 重要性 が

ク ロ
ー ズ ･ ア ッ プす る 中で ､ たとえば余暇 の 領域 に も ｢ 社会性余暇+ - 『レ ジ ャ

ー

白事 9 9』( 1 9 9 9) ( 財)

余暇 開発 セ ン タ - ( p . 8 7 - 1 2 0 . ) - な どと い っ た ､ 社会貢献をす る こ と自体を余暇 に 位置 づ け る など

の 活動 も注目さ れ る よ う に な っ て き た ｡
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非営利 組織 の 公 法理 論

( 題名 仏訳 - L e s o r g a n e s n o n ( u c r a tif s e t l e d r oit a d m i ni s t r a tif)

争簡/ か ･
-

ー疫
( はじめ に)

1 9 9 8 年3 月 に成 立したN P O 法( 特 定非営 利 活動促進 法) をうけて
､
これまで 事実 上 の

組織で あっ た非営 利団体が相次い で 法人格を取 得しはじめてい る｡ また . インタ ー ネット

を始めとする通信 ネットワ
ー クが社会で使われはじめ ､ ネットを経由する組織関係 が生ま

れつ つ ある｡ これらネ ット上 の 関係につ いて は ､ 電子 商取 引など､ 物理 的空間 と同じく営利

的組織 による営利 的 活動 が展 開されることもあるが ､ インタ ー ネットの 大部分 はなお非商

業 ベ ー ス で展 開されており､ その 殆 どは非営利組織 ､ 同 人 的組織である ｡

一 方に おい て行 政主 体を中 心とする公 法 的な組織と､ 他方におい て営利 活動を行う私

法的な組織 の 二 元 論的なあり方に 我々 は長 い間親しんできた｡ 今後増加されることが 予

想される非営利的活 動 ･ 組織 に つ い て ､ 我 々 はそれに 固有の 法理 論を持っ て いない ｡

非営 利組織 は ､ 従来から我が国の 社会 におい ても､ 村落 共同体などの 形 で 存在して い

た ｡ しかしながら
､ それらの組 織 に関わる法的 ･ 規範的な取り決めは ､ 実定法外 の それとし

て ､ 事実 たる慣習などの 形 で捉 えられてきたに過ぎない ｡

他方 ､ 新た に生 まれた非営 利団 体 ､ ネットワ
ー

ク組織 に つ い て は､ それらの 活 動 にか か

わる問題 は ､ 今の ところ当事者たる構成メン バ - 間の 自律 に 委ねられて おり､ 外部 的に 法

的問題 が顕在 化することはない ｡ しかしながら､ 今後 ､ 非営利法人 の 活動が社 会の 隅々 に

まで 及 び ､ またネットワ
ー

ク上 の 組織 が多数生まれるようになると, それらの 組織 . ネットワ

ー クが ､ 常 に善意 ある者から構成され , 内部 秩序が自 己規律でもっ て保たれるということ

にはならない で あろう. あるい は ､ ボランティア はそ0) サ ー ビス の 対象となる市民 にとっ て は

善意 ある者で あっ ても､ 他 の 市 民 にとっ ては歓迎す べ からざる看であるということもあろう｡

また ､ その 活動自体 ､ サ ー ビス活 動の み で はなく､ 私 人 に 対し規制的な役割を果たす場合

が出 てくるで あろう｡

本稿 は
､
この ような視点から ､ N P O 等の の 非営利組織活動の - 般法秩序 ､ なかん ずく

公法秩 序 へ の 組 み 込 み の あり方に つ い て論じようとするもの である ｡

N P O などの 非営 利 的中間組織 の 公 法 的理 論 は ､ それらの 組織 の 内 部での 規律活 動の

公法性 ､ 権 力性 の 要 素に 関してと､ それらの 組織が 対外的に行なう活 動の 公 法的 ･ 権 力

的要素 の 両 面 に つ い て検討されなければならない ｡

-
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N P O などの 非営 利 組織 は ､ 営利組織とは異 なり､ そ の 構成メン バ ー は金銭 的な利 得で

組織と繋 が っ て い るの で はない ｡ 元 来が ､ 自発 的な組織 であり､ それぞれの 自発的な活 動

を通 じて組 織 が 当初 作られて い る｡ しかしながら ､ 組織というもの は 当初い か に自発 的 な
､

非強制 的 な形 で構 築されたとしても､ 徐 々 に官僚化 し､ 構 成メンバ ー

にとっ て は ､ 権 力的 な

存在となりかねないもの である . N P O に つ い ても､ この ような問題 が起きるか否 か が 第
一

に 検討される ｡

第 二 に ､ N P O が 対外的に 活動を行なう場 合において は ､ 活 動の 相手 方 は ､ 営 利 企 業と

は違 っ て ｢ 顧 客+ で はない ｡ また
､ 行政機関とは違っ て ､

｢ 行政客体+ でもない ｡ N P O の 職 員

とそれらの 活動 の 相 手方 に は ､ ある種の 契約関係 ､ 当事者 関係が生まれるが
､ そこ に は

給付行 政とは別の 意味で の 公 法 的な特色が あることが 想定される｡ その あり方は どの よう

に捉 える べ きであろうかというの が 次に 問われる課題で ある｡

､ 非 営利組織 内部で の 規律

物 理 的 空間 におい て ､ 従 来から存在する自律的組織に つ い ては ､ 内部 的な規 律 ､

組織 問題 が ､ ある意味で公 法的な問題としての 側 面を有することは ､ 従来から部分 的

に 認 められてきた ｡

例 えば ､ 司法書士
､ 行政 書士 ､ 社会 保険労務士 などの 士 業におい て は ､ それらの 資

格を得 て事 業活 動をするため に必 要 な登録を拒否 したり ､

一

度なされた登 錬を､ 規律

違反 などの 理 由で取 消
･

抹 消するなどの 不 利 益決定に つ い て ､ 所管の 官庁出先機 関

が 行 なう場 合もあるが( 司 法書士 の 登録取 消など) ､ 当該組織自体( 司法書士 の 登錬

拒否 に つき､ 司 法書士 連合会 ､ 行 政書士 ･ 社会保 険労 務士 の登 録拒否 一 取消 に つき､

行政書 士 連合 会 ､ 社会 保 険労務士 連 合会) が行なう場 合がある ｡ また ､ それらの 決

定に 不 服があるもの は所管 の 官庁( 法 務 大臣 ､ 自治大 臣 ､ ) に ､ 行政不 服審査法 に 基

づい て 不 服申 立 てすることができるとされて い る｡

-
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弁 護士 会 に おい て は ､ 弁 護士 会 連合 会 の 懲戒処分 に対する取 消の 訴えが直 接東

京高 等裁判所 に 提起されることとなっ て い る｡

'

税理 士 の 懲戒権限は大 蔵大 臣に

あるが ､ 懲戒 をするに 先立 っ て 税理 士 審査 会 に諮り､ その 議決に 基づいてしなければ

ならないとされて いる( 税理 士 法 4 7 条) o

こ の ように ､
これら士 業の 連合会などの 組織が 行なう拒 否 ･ 取 消決定は ､ それを受 け

る者 にとっ て は ､ 権 力 的 ･ 一 方的な決定であり ､ それらの 不 利益処分 が妥 当なもの であ

るか 否か ､ 法令 や当 該組織 の 内 部規律 に 従っ たもの であるかを､ 第 三 者的 な立 場で

審査 する仕 組 み として ､ 行政 的な救済の 仕組 み が 予定されて いるということが できる ｡

第 二 に
､ 私 的な組織 の 内 に は ､

一 定の 地域なり､ 土 地 1 建物などに 共 通の 利害を持

つ て い ることから構築されるもの があるが
､ それらの 組織で集 団的 決定の 必 要性 に迫

られたり
､ 集 団 的拘束 が課されることがある｡

例 えば､ 村落 に おける寄り合い等 ､ 町 内会 などは ､ 地域で居住しているという共 通性

に基 づく集まりであり､ 土 地 改 良区 は耕作用 農地を同 一 地域で 有して いる農民 の 集ま

りで あるo 更に は
､

マ ンシ ョン 管理 組合は ､ 同
一

の マ ンシ ョン に居住してい るという属性

の 共 通性 に基 づく集まりである｡ これらの 組織 に帰属することは
､
士 業の ように何らか

の 権 益 と連動 するということはない の で . 原 則として 入 退 会 が自由であり､ 懲戒 の 仕組

み はない ｡

しかしながら､ 当該組織 に かかわる重大な決定( 例えば ､
マ ンション の 建て 替え

､ 負担

金を伴う新たなる圃場整備事 業の 開始) の 場合において ､ 全 員賛成で はなく､ 特別 多

数決 に より定められることがある ｡

2

その 場合 ､ 多数決に おける少数派にとっ て は ､ 当

該決 定は全体 の 意思 に 従うという意 味で拘束的なもの であり ､ 公 法 的な制約ということ

ができよう｡

1

弁 護士 法で は ､ 弁護士 登 録の 資格 におい て ､ 弁護士 会 が資格審査を行なうが ､ 争 い の

ある資格 審査 に つ い て は
､ 行政不 服 審査法 に基づく手 続 が取られて いる ｡

2 例 え ば ､ 土地 改 良法 の 3 3 条 に よれ ば ､ 定款 の 変更 ､ 土地 改良事業計画 の 設定 若 しく は

変更 , 解散 又 は 合併 等 に関す る総会 の 議事 は , 総組 合員 の 三 分の 二 以 上 が 出席 し ､ そ の 議

決権 の 三 分 の 二 以 上 で 決す る ｡

-
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また ､ 土 地所 有者等が
､ 建 築基準法 に 定める建築協 定を締結する場合 に おいて

､ 建

築協 定を締 結した土 地 所有者等 の 集まりをこ の 意味 で の 自主 的組織と捉 えると
､ 建築

協定が 認可された場合 ､ そ の 協 定の 効 力 は当 事者間 に の み 限定されず ､ 事 後的 に 当

該地域 の 土 地を購入 する私 人 にも適用 されることとなる ｡ この 場合の 協定の 権力 的な

拘束 力 は ､ 認 可 によっ て担 保されてい る面もあるが ､ 認可 は協定に 内 在している権 力

的 一 拍束 的な性 質を追認したもの に 他ならないということもできよう｡

これら物 理 的空 間に おける組織と対比 すると
､ インタ ー ネットや パ ソコ ン通信 により ､

ネットワ
ー ク上 に構 築される組織 に おい て は

､ 自律 的組織であり､ 加 入 強制もない こと

から ､ その 人 退会の 条件等 に つ い て は ､ 当事者間 の 取決 めに専ら委ねられて い る｡

多くの 通信サ ー ビス におい て は
､ 入 会時の 契約 条項に おい て ､

一

定の ル ー

ルを遵守し

なか っ た場 合に は ､ 当 該サ ー ビス の 提供を受 けられなくなる ､ 除名されうるということを

定め て い る｡ そこにおいて
､ 当事者間 で紛争が 生じた場合 ､

プロ バイダ等が関与 するあ

り方 は
､ 今の ところ私法 上 の 関与であるとされ ､ 契約者 は入 会時 に契約で 以 っ て ､ ル

ー

ル違 反 の 場 合に は契約を解 除されることがありうるという条項を了承 したということにな

つ て いる｡

しか しながら ､
パ ソコ ン通 信サ ー ビス 会社が

､ 電子 掲示 枝に 会社を批判 する書きこ

み 等を行 っ た者との 間の 契約を解 除した の に 対し､ 契約解除 によりI D 番号を抹消され

た者が提起した解 除無 効 ､ 地位保 全 ､ 不 法行為責任 に 関わる訴訟に 関する東京地 裁

の 判 決 に おける以 下 の 表現 は
､ ネッ トワ

ー クが単なる私 的 組織に 留まらないもの である

ことを意識して いると言えよう｡

3

3
東京地裁 平成 1 0 年 1 2 月 2 1 日 判例集 未登載 o

事案は ､ パ ソコ ン通 信サ ー ビス｢ ケイネッ ト+ に よるパ ソコ ン通信事 業を主 宰している事

業者との 間で利 用 契約を締結し
, ケイネ ット 一

般会 員となっ た原告が
, 会 員で あれば

自由に 閲覧することの できる公 開 の 電子 掲 示板r み んなの フリ⊥ト - ク+ 上 に種 々 の 書

き込 み を行っ たことに つ い て
,
K ネット側が

, 右書き込 み は契約の 際 に合意した会員規

約 に違 反するとして
, 契約を解除した _ L 契約に 基づき原告 に貸与した識別 番号(ID )

を抹 消したため
, 原 告 におい て

,
右 解 除が無効であるとして 契約上 の 会員として の 地

位を有することの 確認を求めるとともに , 右 解除及 びID 抹消の 措置 が不 法行 為に 当た

るとして 損害賠償を求めて い る事 案である ｡

-
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｢ とこ ろが 右 の とおり会員と被告との 会員 契約の 解除は
, 被告 にとっ ては

,
パ ソ コ ン

通信 サ ー ビスと対価関係に 立 つ 会 員の 利 用料 金 支払義務が消滅するもの で はあるが
,

その 人 数 が 多数に ならない 限り, 個 々 の 会 員の 退 会はそれだけで は重 大な影響を及

ぼさない 反 面 ･ 個 々 の 会 員 にとっ て は
, 契約解除 により, 鑑厳土 地 豊

畢
生基 地 出 , また

,
モデム の 無償 貸与を受けて入 会後 4 年を経過 して いない場 合 は

一

定 の 価 格で モ デムを買 い 取らねばならなくなることもあっ て , 契約解除の 効 果 は重大

なもの になることが認 められる ｡

こ の ような事情 に照らすと
, 前示 の 本 件契約解除条項は

, 被告 に広範 な解除 権を

付 与する趣 旨で はなく
,

一

般会員規約に規 定された他の 方法によ っ たの で は 回 避し得

ない 重 大な不 利 益を生じさせる等 , 当該会 員に 対して パ ソコ ン 通信サ ー ビス の 提 供を

継続しが たい 重大な事情 が存する場合に
, 会員契約を解除できる趣 旨の 規定 である

というべ きである ｡ + ( 下線部 は多賀谷 が付記)

私 見 に よれ ば
､
こ の ような形 で ､

パ ソコ ン通信の み ならず､ インタ ー ネット､ イントラネ

ット上 で成 立する｢ ネ ット上 で の 共 同体+ からの
､ 違 反者 の 排除の 方式 は

､ 国 公 立 学校

で の 在学 関係 ､ 公 立 図 書館などの 営造物 の 利 用 関係などの 特別権 力関係もしくは部

分 法 秩序 に おい て ､ 懲戒 処 分としての 当該関係からの 排除がなされた場合と実質 的

に 極 めて 近 いもの であるといえよう｡

以上 の ような物 理 的空間ない しはネ ットワ
ー ク空間に おける自律的 組織と対比 すると､

今後 ､
N P O が組織として 活動を広範に展 開してい っ た場合 ､

こ の 意味で の 内 部組 織規

律をどの ように 形 作っ て いくかが 問題となっ て こよう｡ 元 来 ､ N P O の 組織としての フリ ー

性からして ､ 弁護士 会などの ように
､ 強度 の 内 部規律でもっ て 自律することは困 難で あ

ろう｡ しかしながら ､ N P O のメン バ ー が それぞればらばらに活動をしたの で は
､

一

定規

模 以 上 の N P O の 場 合 ､
N P O として期待される役割を果たしていくことはできず ､ パ ソコ ン

通信 に 関する事例 の ように
､ 除名 ･ 告訴というような事態が 生起する可 能性が ある o した

が っ て ､ 何らか の 規律を定めることが不 可 避であろう｡ その 際 ､
こ の 内部規律 の 解釈を

巡 っ て 内 部 で争 い が生じた場 合 ､ それを解決 する仕組 みを法的に 整備す べきか 否 か
､

どの ような仕組みとすべ きかが検 討されることとなろう｡

-
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N P O の 構成 員に よる活動 は ､ 従 来 ､ 無償労働 が中 心を占め ていた ｡ また ､ それら

の 活 動者 は ､ それぞれ自分 の 責 任 で活 動して おり､
N P O の 組織と雇 用 者 ･ 被雇 用 者

の 関 係に立 つもの で はないとされてきた ｡ しかしながら､ 今後 ､ N P O 活 動は営 利 的活

動とまで は言わないまでも､ 対価を払っ て の 有償労働 に 変じていく場合が多い であろうo

その 場合 に おい て ､ N P O の ボランティア 職員とN P O との 間に ､ 労働法制で規 律される

雇 用 関係 が成立 するの か ､ 労働 時間 の 問題 ､ 労働条件 の あり方の 問題等も検討され

ることとなろう｡

-
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ニ
､ 外 部 に対する活動とその 公 益 性 ､ 公 共 性

行 政機関 が対 外的に行なう活動 に つ い て
､ 行政法学で は｢ 行政作用+と: して

､
これを

捉え
､ その 対私 人 効果から ､ 権力 的 行為 ､ 非権 力的 行 為の 区 別 ､ 行政行為など法的 行

為と事 実行 為の 区別を論じてきた ｡ 以 下 で は ､ この 行政作用 論と対 比しつ つ ､ N P O など

の 組織 が ､ 対外 的 に 行なう活動を分 類し
, それらの 差 し当たりの 位置づけを行なうことと

する ｡

( 物理 的事 実行為)

N P O に よる奉仕 活動 は ､ 額に 汗して 行なわれる作業であることが原 則で あるの で
､

何らか の 作為を伴う事実行 為 - 物理 的事実行為で あることが多い ｡

事実 行為 のうち ､ ゴミ処 理など物理 的事 実行為におい て は
､ その 対象 がゴミなど物

である場 合( 対物処分) ､ それ自体として強制的要素はない( ただし､ その 物に 対し､

私 人 が排他 的占有権を有し､ それを剥奪することが必要な場 合は別 であるが) ｡

これに 対し ､ 介護 ･ 治療 行為 ･ 健康診断など人を対象とする物埋 的事 実行 為に おい

て は ､ 人 に対し直接影 響を与えるもの で あるため ､ 容 易に強制的な性格を帯びること

となる可 能性 がある｡

介護などの 場 合におい て ､ N P O 一 ボランテ ィア による活動はあくまでも任 意 的なもの

で あるの が原 則だが､ 介護を受 ける者 にとっ て は ､
N P O ボランティア が唯 一

の 頼りに

なることが 多く､ 両 者の 間 に は ､ 依存関係 , 事 実上 の 服従関係が容易 に成立 するで

あろう｡
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事実 行鵜 が広 い 意味 で の 行 政作用 の 一 環 と し て 行 わ れ た 場合 ､ 何 ら か の 事

故 の 際 の 費任 が N P O メ ン バ ー の 個 人 責任 とな る の か ､ N P O 法人 が 使 用者 責

任 を問 わ れ る の か ( た だ し , N P O に は補償 能力が 殆 どな い) ､ そ れ と も地方

公 共団体 等 に 国家 賠償 法 に 基づ き補償 を求 め る こ と が可 能 で あ る か が 問題 と

な り 得 る ｡

ヰ
ち な み に , 非営利組織 の 職員 ･ ボ ラ ン テ ィ ア等 が , 公 益的な 活

動 を行 政 の 委 託に よ っ て 行う 場合 に お い て ､ そ れ ら の 者 は 国 ･ 公共団体 の
- 時

的職 員 と し て 括勤 して い る も の とす る構 成 を取 る こ とが検 討 さ れ る で あ ろ う .

( 精神 的事 実行 為)

い わゆる事 実行為のうちに は ､ この ような物理 的な作 為を伴うもの で はなく､ 精神的

作用 として 行なわれるもの がある ｡ 例えば ､ 各種の 情報 の 提供は
､ 納税 の督 促など法的

効 果を随伴 する( 行政行為である) ｢ 通知+ を除い て , 観 念の 通知と捉えられてい る ｡

ネットワ
ー ク上 の 組織 に おい て は ､ 専ら情報の 相 互 交換 によ っ て組織が成り立 っ て おり ､

また ､ その 対外 的活動も - 定の 情報 の 提供が中心となっ て い るo N P O に おい ても､ 日 常

的に 出 勤して 同
一

の 仕事場で 顔を付き合わせ て仕事をするわけで はない ことが 多い の で ､

情報 通借 手段を用 いて の 相互 の 情報交換がN P O 活動で 占める割合が 多い ことに なろうo

4 事 実 行 為 のうちに は ､ 物理 的行為と精 神的 作用 の 両 者を伴うもの がある ｡ 例えば､

一

定

の 調 査を行 い , その 結果を通知 するという行為も､ 広く行われてい るところであるが ､ 調 査

活動自 体が ､
立ち入り検査 などの 物理 的事実 行為と､ 観 察という精神 的作用 を伴うもの

で あり､ 通知 が精神 作用 であることは言うを待たない ｡

ま た ､ 土地改 良区 等 によ る公共用 施設 の 管 理 の よ う に ､ 施 設等の 管理行 為 の 委託が 非

営利 組織 に 委ね ら れ る場合 も , 精神 的 ･ 物 理 的事実行為 , 法的行為が合わ せ て 総合 的に委

任 さ れ て い る と見 る こ とがで き よ う ｡

5 公 務 を 担当す るの は , 公務員 法上 の 公務 員 と は 限 られ ず ､ こ れ らの 者 の 活動 も

公務 に 関連す る 限り で , 公務員 も し く は そ れ に準 じる'扱 い を受ける こ と とな る ｡

それらの 活動 に起 因する被 害が 発生した場 合に は ､ 国家賠償法 1 条による請求が可 能

なこと､ 国家 賠償法1 条 にいう｢ 公 務員+ は ､ 公 務 員法上 の 公 務員に 限られない ことは広く

認められて い る ｡
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精神 的事 実行 為に つ い て は ､ それが｢ 客観的事実の 通 知+ に留まる場合と､
｢ 評価を伴う

事実 の 通知 + にまで至 る場 合があるということを注 意 しなければならない ｡ 例 えば ､ 介護サ

ー ビス の
一

環として ､ 要 介護者 の 健康状態 の 報告などは後者の 典型 であるo 後者 の 形 で

行 われる精 神的事 実行為 は , 法的行為の 要 件をしばしば構成し､ 法的行為との 区別 をし

ばしば8愛味なもの とする ｡

第 二 に ､ 精神的 作用 は ､ 情報を提供する形 態を取 るの みならず､ 他者から情報を取 得 ,

収集する場 合をも包 含する . 情報 の 取 得 は
､
五 官を以 っ て社会 に接する者で あれば誰で

も可 能なことで あり ､
これを敢えて 法的に構 成する必 要 はないように 見える｡ しか しな がら ､

科学技 術の 発展 は ､ 監視カメラなど ､ 通常の 私 人 が観察することが不 可能な領域 . 場合に

おい ても､ 他者 の 情報を取 得 ･ 収集することを可 能とするようにな っ ており､ 収 集した情報を

電子 化 し､ デ ー タベ ー スとしての 個人 情報を管理 することにより､ 個人 に 対しある種の 権

力 一 支配 力を握ることが可 能となっ て いる ｡ また ､ これらの 情報の 取得に対し､ 法 的制 限を

設ける｢ プライバ シ ー

+ という概 念が新たに法的 に構築されて いる ｡

民間分野 におい ても､ 個人 情報 が 管理 ･ 蓄積され ､ それに 対する法的規律 が 必 要なこと

は最 近 明らか になっ てきて い るが ､ 非営 利組織 が管理 する個人 情報 に つ い て は ､ それが

委ねられる公 的業 務との 関係で ､ そ の プライバ シ ー 保護 には特段の 配 慮が必 要となる場

合がある ｡ 特に ､ N P O の 主 たる活動分 野の
一 つ である介護

･

福祉領域 におい て は ､ 要介

護者 の デ ー タベ ー

ス が作成され ､ セ ンシティブ情報が 蓄積されるなど ､ 健常人 間とは別 の

意味 で の プライバ シ ー

保護の 必 要 性が 図られなければならない ｡

精 神的事実 行 為 に つ いて は ､ それが何らかの 法的効果を随伴する場合に おい て の み 行

政法 の 対 象とされてきた ｡ 評価を伴う事実の 通知 は ､ それに続 行する処 分 に包 摂するも

のとして 捉えられ ､ それ自体が独立した法的行 為であるとは見られてこなか っ た ｡ 例え ば､

生活 保護決 定は ､ 当 該相手方 の 生 活 困窮 度の 判定が前 提としてなされるが
､
この 生活 困

窮度 の 判 定の 当否 は ､ 生活保 護決定に 関わる争 い の 中で論じられることとなっ て きた ｡

この ような包括的な関係 は ､ 処 分を行う行政庁と､ それに 先立 つ 事実の 認定 ･

評 価者 が

同
一

である ､ あるい は ､ 行政庁 に帰属する職 員がそれを行うという場合に は ､ それなりの

合理 性を有して い た ｡ しかしながら､ 事 実の 認定 ､ 性質評価という作業が ､

_
行 政機 関から

遊離し､ それをN P O など民間の 専門的な機 関が担当するようになると
､ 包摂的な関係を
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維持することが次 第に 困難 になる ｡ 精神 的事実行為 自体を分離して , その 法適 合性を論

議 ･ 検 討する必 要 性が生じてくるの であるo

事 実行 為の 中に は . 精神的 行為 と物 理 的行為 の 融合 の 例として ､ 調査 ･ 検査行 為が

ある ｡

一

定 の 物 質等を調査 一 試験して ､ その 品 質を測 定 書 評価するような検査 行為を民 間

の 機 関に委ねる場合 ､ 行政機 関は事業法等 により
一

定の 民 間の 機関を｢ 指 定機 関+ とし

て 指定し､ そこに検査等を行わせるという仕組 みを取ることに より､
これら民間機 関に よっ

て行 われる行為を公 法秩 序の 申 に取りこむ擬制を行 っ てきた ｡ しかしながら､ 最 近の 基

準 ･ 認証 に関する規制緩和 により､
これら検査業務を指定法 人 の み に行わせるの で はなく､

民 間法 人 に広く開放すべ きであるという方向が打ち出されて い るo

6
その ことは ､

これらの

組織 が 監督 官庁の 公 法的監督から独立 することを意 味し､ それらの 組織 の 公 益的 活動の

公 正 さ､ 公 益適合性 の 担保に つ い て は別 の 仕組み が 必要なことを意味する ｡

7

( 私法 上 の 行為 の 委託)

給付 行政 ､ 社会保障行政 の 多くは 非権 力 的な行放で あり､ 行政機 関と私 人との

間 に は ､ 公 法に より規律されてい るもの の ､ 当事者 関係 が成立 する場合 が多い ｡

6

平 成1 1 年3 月 に改定された規制 緩和推進3 ケ年計画 ( 平 成1 1 年 3 月 3 0 日閣議決 定) に よれ ば､

基準 ･ 規 格及 び検査 ･ 検定などの 基 準認証 等に つ い て は
､ 基準 ･ 方法等に関し､ 政府 の 直接 的な

規制 は 必 要最 小 限とする ことを基 本として ､ 自己 確認 ･ 自主 保 安を基本とした制度 - の移行 ､ 基

準 の 国際整合 化 ･ 性 能規 定化
､
外国 デ ー タの 受入 れと国際的な相互 承 認( M R I) 及 び重複 検査 の

排除 等を推進 するとされた ｡ そして
､ 規制改革委 員会 は ､ 各省 庁 の 持 つ 6 6 の 検査検 定制度に つ

い て ､ 自 己 確認 ･ 自 己 保安化 や ､ 検査検 定業務 の 営利 法 人 へ の 開放を進めて いくべ きであるとし

て いる ｡

7 英米法 的 な構 成 に よれ ば
､

こ れ ら の 認 証団体は純 然た る私法 人 で ある べ き で あ り ､ そ れ

ら の 活 動 の 公 益適合性 は事後 的な裁 判 コ ン ト ロ
ー

ル に よ っ て 担保さ れ る こ と とな る . こ の

よ う な規制緩 和 の 論理 は , 裁判 コ ン ト ロ
+

ル が 実効的で あり ､ 違反者 に対 して は 骨 身に し

み る ほ ど厳 し い 事後制裁が あ っ て始 め て 妥 当す る ｡ しか し なが ら ､ 日 本が急 激 に こ の よ う

な ｢ 法 化+ 社 会 に変わ る こ と は ､ あ りそ う にな い ｡ 少な く と も ､ なお当分 の 間は ､ 別 の 手

法で 公 益適合 性 の コ ン ト ロ
ー

ル が必 要で あ ろう ｡

-
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これら当 事者 関係に おい て ､ N P O ボランティア が行政機関と私 人の 間 に立 っ て
､ 各種

サ ー ビス 給 付 申 請の 取次 ぎをしたり､ 行政機関 に代 わっ て各種の サ ー ビス ･ 物 品 の 交 付

などを行なうことがある ｡
N P O 団 体 は元 来私法人 であることから ､ 私法 上 の 法律 関係

に おい て
一 主 体として活 動することに

､ 法 的な障害はそれ自体として はない ｡ そこに おい

て ､ N P O ボランティア は ､ 私 人側 の 代 理 人として 活 動することもあるが ､

一 定 の 金 銭 の

徴 収 ･ 管理 など行 政機関側の 代理 人として の 活動もすることがある｡

ただし､ ボランティア 団体 は元 来非営利組織 であり､ 営利 的活 動を行っ て 資産を構築

することが できない ｡ それゆえ､ 当事者関係に おい て ､
N P O と私人 の 間に 法的紛争 が

発 生し ､ N P O の 債 務不 履行 ､ 不 法行為責任を問う形 で 訴訟が提起されても､
これら団

体 は補償 能 力を有しない の が通 常である ｡

したがっ て ､

- - 定規模 以 上 の 金銭 的負担を伴う活 動に ､ N P O が直接関わることに つ い て は ､

何らか の 歯止 めをする必 要があろう｡

- N P O の 存続を担保しつ つも､ 被 害者の 補償を行うため の 何らかの 方 莱( 例えば ､

保 険津制 の 導 入) が講じられなけれ ばならない であろう｡

( 公 法 上 の 行為 の 委託)

従 来か らの 公 法理 論 におい て は ､ 公 法 人 以外の 者が委託を受けるの は ､ 事 実行為も

しくは私 法上 の 行 為 に限られ ､ 公 法上 の 行為自体を委任することは ､ その 行為に 関わる

最終 責任 が 国 ･ 公 共 団 体に帰属することから ､ 原則として できないという建前が 取られて い

た ｡

しか しながら ､ 基準 ･ 認証 において ､ 検査業務の み ならず ､ 認定業務も民間 に 開放する傾

向があるように ､ 従 来 ､ 公 法上 の 行為 ､ 公 権 力 の 行 使とされてきた行為に つ い て ､ その 性

質を変化させ ､ 民 間でも行いうるような行為 であるとすることに よる委託が行われる傾向 に

ある ｡

三 ､ 非 営利 組織 の 公 法的活動とその 理論 的把握

我が 国 の 行政 法理 論 にある｢ 管理 関係の 理 論+ ｢ 給 付行政の 理論+ は ､
いずれも ､ 行政

機関が受 益的行 政 ､ サ ー ビス行政を行う場合に おい て ､ それをどの ように行政法理 論 に

-
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取 り込 む かを検 討するもの であっ た o 行政 法理 論の キ ー 概念 である｢ 行政行 為+ が規制 行

政 ､
公 権 力 行政を中心 に捉 えてい ることから

､ それが給 付 行政まで及 ばない ことが問題と

なっ てきた . 管理 関 係の 理 論 ､ 給付行 政
8

は
､ その 意 味に おい て ､ サ ー ビス行政 ､ 当事

者 関係 であるもの に 公 法上 の 規 律を部介 的 に 及 ぼそうとするもの である ｡

これに 対し､ 本稿 で検 討して い るの は ､ 元 来 ､ 公 権 力 的な行政として行 われる べきである

とされて 来た規 制行政 ､ 権 力 行政を ､ 私法 人 ､ 民 間の 主 体が 行う場合 の 法的 な整理 であ

る｡

そ の 背景 に は
､

- 権 力 的 業務を含めて 公 的 業務が拡 大し
､ その すべ てを行政機関が 行うことが物理 的

に不 可 能に な っ てきたことが ある ｡

- また ､ 従 来 ､ 権 力 的業務とされてきたもの が ､ 規制緩和 の 流れの 中で ､ 当 然 に は権 力

的 業務として捉 えることが できず ､ 民 間でも行いうる業務とされるように なっ てきた ことがあ

る

従 来 ､ 私 人 に よる公 法 的な活 動は ､
｢ 私人 による公 法行 為+ として捉 えられてきたが

､ そ

の 場合 に｢ 私 人 による公 法行為+ とされてきたもの は ､ 許憩可 の 申請 一 層け出などの ､ 行 政

過 程 の 開始 に関わるもの で あっ た ｡ 私法人 が 行政 主 体に 代 わっ て ､ 完結 的な事実 行為 ､

法 的 行為を行うことは余り想 定されて は こなか っ た ｡

8 サ ー ビ ス 行政 に おいて は ､ その ｢ 公 益性+ は ､ その 提供 主体 が どこ に 帰属して いるかとは

無 関係 である ｡

サ ー ビス 行政を継続 的に ､ 公 平 に 行わなけれぱならない こと､ 契約締結が 強制されるこ

となどの 公 益 的要請 は ､ サ ー ビス 行政 が担う役務の 公 益性から直接由 来するもの である ｡

したが っ て
､
サ ー ビス 行政を行 政主 体 が行 おうと､ 第三 セクタ ー が行おうと､ また ､ 私 法人

が行 おうと､ そこに は共 通Oj 法 理 が適 用されるの であるo

-
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翻っ て ､ 外 国 法制を見て み ると､ フランス に おいて は ､ すで に 1 9 4 2 年の モン プ ー

ル 判決 に

代 表される職業団 体 ､ 同業組 合 に 関する
一

連の 判 決 により､ 公 役務活 動を民 間の 組織が

行 ない 得るとする｢ 機能的公 役務( s e r vi c e p u b[i c f o n c ti o n n et)+ ｢ 潜在 的 公 役 務( s e r vi c e

p u r bli c v 1

.

r t u e I)+ の 理 論 ｡ 学 説が 生み 出されてい るo

9
また

､ 戦後にな っ ても､ 害虫 駆 除 団

体 ､ ス ポ ー ツ組織 の 活動などに ､ 行 政 的 公 役務の 任 務( m i s si o n d e s e r vi c e p u b一i c

a d m i ni s t r a tif) が委 ねられて いるとする判例が 出されてい るo

- o

行 政 裁判所 が存在するフラン ス におい て は ､
この ようにして ､ 私 人 の 活動に その 公 益性

から公 役務性を認 めることは ､ それに関わる法的 紛争を行政 裁判所が 公 法 の 論理 で 以 っ

て処 理 することを意 味するの で ある｡ また
､ 私 人 が公 共 団 体からの 委託を受 けて ､ あるい

は委託を受 けることなく､ 公 益的活動を行 な っ た場 合に おいて ､
これらの 私人 の 活動を法

的に 捉える概 念として ､
｢ ( 公 役務 の) 協 力者+( c oIJ a b o r a t e u r)という仕組み が 用 い られて

いる｡

また
､ ドイツ に おい て は ､ 蒸 気ボイラ

ー

監視協会などの 民間団 体による技術監 視の 伝 統

があり､
これらの 行 為の 公 法 的 性格を､

｢ 国家による委任+ ｢ 特許+ などとして 理 論づ ける作

業が行 われて いることは ､ 米丸 氏 の 労 作に記 されて いる通りである ｡

-1

わが 国に おい て は ､ 公 共 団体と私法人 の 区 別を前提とし つ つ
､ 私法人 に 公 益 的機能

を委ねる時 に は ､ それを指定機 関として
､ 組織 的 に 公 法的分野 に取り こむ仕組み が取られ

てきた ｡ 今 後 は ､ 行 政機関から指定され ､ その ために 作り出される法人( しばしば ､ それは

天 下り先ともなっ て い る) が この 意 味での 行政代 行 機能を果たすの ではなく､ N P O な どの

ように民 間の 自生 的な組織 が 行政機能を代 行して いく流れとなるであろう｡

1 2

9
神 谷 昭 ｢ フ ラ ン ス 行政 法の 研究+ 有斐 閣 1 9 6 5 年 2 2 3 ペ -

ジ以下
10

こ の 意味 で , 社会福祉分 野 にお い て の 公 役務概念 を 論 じた 最近 の 論文 と して ､ 磯 部管
｢ ｢ フ ラ ン ス 行政法 に お ける社 会的公役務 の 概念+ 自治研 究 7 5 巻 3 号 , 5 号 ( 1 9 9

9 年)
1 1

米丸 恒治 ｢ 私人 に よ る行 政+ 日 本評論社 1 9 9 9 年
1 2 ｢ 行政代行 型法 人 の 透 明化 ･ 適正 化 の ため に+ 総務庁行政監察局 平成 9 年

-
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また ､ 非営利 組織 の 組織内 部の 争い は ､ 基本的 に 内部関係 ､ もしくは私法上 の 組織

に関する争い で あり､ 公法 的な紛争処理 の 仕組 み の 範囲外であるとし､ さらに これら組織

と国 ･ 地 方 公 共 団 体との 関係は組織 間 関係であり､ その 間を巡 る訴訟 は機関訴訟で ある

として限 定的 に捉 えるの が ､ 伝統 的な行 政訴訟 のあり方であっ た ｡

1 3

しかしながら ､ 組織 内部 での 紛 争に つ いて は ､ その 第
一

次的紛争解決機能は 組織 内

部で の 自律 的統制 に任せ るとしても､ その 自律統制で は決着が つ かない事例 に つ い て は ､

破穀審 的な機能を裁判所に 求めざるを得ず ､ その 段階で は紛争は 一 般法 ･ 公 法的な性格

を帯びることになろう｡

地方分権体制 の 整備 による国と地方 公 共 団体の 関係の 法的関係化 ､ 独立 行 政法人

通則法の 制定 に基づく､ 国立 大学を含む多くの 独立 行 政法人 の 誕生は ､ 公 的法 人間 の

関係を､ 組織内部 の 関係から ､ 組織間 の 関係 ､ 法 的関係 へ と変質させるもの である｡ その

ことに より､ 非営利組織と国
･ 地 方公 共団 体との 関係も､

これらの 関係と横並びの 問題とし

て取り扱われてくることとなろう｡

また ､ 取 消訴訟が 元 来持 つ 客観訴訟的な特質は ､
この ような非営利組織等と､ 行政 機

関の 問 の ､ 権限 ･ 手 続等を巡 っ て の 争いを法的紛争として ､ その 管轄とすることに よ っ て 十

分に 発揮されると見るべきで あろう｡

1 3 成田 新幹線 訴訟 にお い て , 運 輸省が 鉄道建設公団 に 対し て 行 っ た , 工 事実施計 画 の 認 可

が , 実質的な 組織 関係 で あ る と して ､ そ の 処分性が 否 定 され た 事例が そ の 県型で あ る ｡

ま た ､ 医療 保険に か か る健康保険組合 間 の 争 い は ､ 機関訴訟 で あ り認 め られ な い と し た

事例 もそ の 例で ある ｡

-
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